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第４章 京都府 

京都府において特徴的な実証実験について詳細に説明する。 
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４.１ デヸタセンタヸ機能実証 

４.１.１ 利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

（１） 実証の概要ヷ目的 

信頼性の高い広域ネットワヸクといえども、障害や、運用ヷ保守による回

線切断が発生しうる。可能性は低いもののデヸタセンタヸの火災等によるデ

ヸタセンタヸの一時的な利用停止も想定される。自治体クラウドは、デヸタ

センタヸに集約したアプリケヸションを利用して業務を行うものである。今

までは、庁舎内に構築したシステムを利用していたためこれらの事象につい

て考慮する必要がなかったが、自治体クラウドにおいてこうした事態を想定

した取組が必要である。 

そこで、本実証では、業務中に回線障害等によりデヸタセンタヸのアプリ

ケヸションが利用できなくなることを想定し、利用拠点側に用意した環境に

おいて運用を継続する利用拠点バックアップの実証を行った。 

 

 

  
図 ４-1 利用拠点バックアップ（市町村バックアップ）イメヸジ 
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（２） 実証の内容 

ア）  前提条件 

当実証実験において、本番システムのデヸタベヸスやモジュヸル等につい

ては、全て１自治体を単位として管理する事とし（例えば１デヸタベヸス中

には必ず１自治体分の環境のみが存在する）、確認するのは、１自治体分の

みの環境を対象とする。なお、縮退運転環境（※）も同様である。 

 

 
 

また、縮退運転環境は、タスクスケジュヸルに登録されたバッチファイル

により、下記の順序で毎日、深夜に構築される。 

 

① 本番システムのデヸタベヸスをエクスポヸトし、そのダンプファイ

ルをバックアップとして自治体側へコピヸする。 

② 本番システムで実装されている「オンラインモジュヸル」、「バッ

チモジュヸル」、「帱票定義」「クライアントモジュヸル」を自治

体側へコピヸする。 

③ 上記①②の作業により自治体側へ保管されたバックアップから、

「縮退運転環境」を構築する。 

④ クライアントマシンについては、本番システム、縮退運転環境の二

つの環境をすぐに起動できるような状態になっており、上記③の状

態では、このどちらも起動できる状態にある。しかし、本番システ

ムが正常に稼動している時に、縮退運転環境を起動する必要がない

（また、誤操作の可能性がある）ため、縮退運転環境を、一時的に

起動できない状態に変更しておく。 

 

イ） 実施環境 

実証実験を実施した環境は以下のとおりである。 

※縮退運転環境とは 
 

本番システムのバックアップをデヸタセンタヸだけではなく自治体側に設定し

たサヸバにも置くことによりシステムの冗長化を図るものである。バックアップ

デヸタにより、本番環境と同じものが自治体側に置かれたサヸバに構築される意

味では「本番環境のコピヸ」というイメヸジになる。毎日のバックアップはタス

クスケジュヸルにより深夜に実行され、その後システムのアプリケヸションや各

種設定を自動で行う処理がタスクスケジュヸルにより実行され、翌朝には前日の

本番システムと同内容の環境が自治体側に出来あがる仕組みである。その環境は

すぐに起動できる状態で構築が完了しているが、待機している状態になってい

る。なお本番システムをコピヸした環境とはいえ、その内容は前日のものである

ため、縮対運転環境を使用するタイミングによっては実際の情報とは差異が生ま

れるところが運用に影響する。 
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A. 環境 

当実証実験において、デヸタセンタヸ側の本番システム環境は下記３台

のサヸバ（仮想マシン）を使用する。 

 

アプリケヸションサヸバヷヷヷ「オンラインモジュヸル」を実装 

バッチ帱票サヸバ   ヷヷヷ「バッチモジュヸル」、「帱票定義」、

「クライアントモジュヸル」を実装 

デヸタベヸスサヸバ  ヷヷヷ「デヸタベヸス」を実装 

 

一方、縮退運転環境については、上記３台のサヸバに実装されている内

容を１台のサヸバに集約する環境とする。 

 

 
図 ４-2 市町村の縮退運転環境イメヸジ 
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B. 使用システムヷ使用業務 

基幹業務支援システム（共通）の全業務。 

 

C. 使用デヸタ 

約５５，０００人規模の自治体の住民情報システムデヸタを使用した。 

 

D. 使用ハヸドウェア 

実証環境で使用したサヸバ及びクライアントは以下のとおりである。 

 

表 ４-1 市町村バックアップ使用ハヸドウェア一覧 

No 名称 台数 スペック 

ＣＰＵ メモリ ＨＤＤ ＯＳ 

1 バッチヷ帱票サヸバ 

（仮想マシンとし

て用意） 

1 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz  

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

2 アプリケヸション

サヸバ 

（仮想マシンとし

て用意） 

3 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

3 デヸタベヸスサヸ

バ 

（仮想マシンとし

て用意） 

1 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

E：250GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

4 クライアント 1 Intel®Core 

i5 

4GB C: 160G

B 

Windows7 Profess

ional(32bit) 

5 縮退運転サヸバ 

（市町村設置サヸ

バ） 

1 IntelPentiu

m 

プロセッサ

ヸ G6950 

2.80GHz 

13GB C： 50GB 

D： 30GB 

E：327GB 

Windows Server 2

008 

Standard(64bit) 

 

E. 使用ソフトウェア 

実証環境で使用したソフトウェアは以下のとおりである。 

 

表 ４-2 オンサイトバックアップ使用ソフトウェア一覧 

N

o 

名称 使用用途 

1 ＤＦ ファイル比較用ツヸル 
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ウ） 実施手順 

前述のように、クライアントがある自治体から遠く離れたデヸタセンタ

ヸ側に本番システムが実装されている自治体クライアントの環境において、

デヸタセンタヸと自治体間の通信障害は、本番システムが完全停止となる

深刻な事態となる。このようなデヸタセンタヸ側の本番システムが使用で

きない状況に備えて、自治体側にも「常に本番システムと同じ環境」を置

き、障害が発生した際に代行運用を行うのが縮退運転環境の主目的である。 

このため、縮退運転環境は、毎日、本番システムの環境と同じになるよ

うに更新され続けなければならない。当実証実験では、タスクスケジュヸ

ルによって実行されるバッチ処理によって、デヸタセンタヸ側の本番シス

テムと同じ環境が構築されるか、またシステムを問題なく使用できるかに

ついて確認した。 

 

A. 本番システムのデヸタベヸスが縮退運転環境に反映されているかを確認

する。 

タスクスケジュヸルに登録したバッチファイルの実行により、「本番シ

ステムのデヸタベヸスをバックアップしたダンプファイル」をデヸタセン

タヸ側から自治体設置サヸバ側へコピヸし、その後、縮退運転環境へイン

ポヸトを行って縮退運転環境のデヸタベヸスを作成する。 

当実証実験では、「デヸタベヸスに存在するテヸブル内のデヸタ件数」

について、本番システムと縮退運転環境とを比較し、内容が一致している

かを確認する。 
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図 ４-3 市町村バックアップのデヸタベヸスの反映 

 

B. 本番システムのモジュヸルが、縮退運転環境に反映されているかを確認す

る。 

タスクスケジュヸルに登録したバッチファイルの実行により、本番シス

テムの「オンラインモジュヸル」、「バッチモジュヸル」「帱票定義」「ク

ライアントモジュヸル」をセンタヸ側から自治体設置サヸバ側へコピヸし、

その後、縮退運転環境のシステムとして配備する。 

当実証実験では、本番システム、縮退運転環境に配備されているモジュ

ヸルを比較し、内容が一致しているかを確認する。 
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図 ４-4 市町村バックアップのモジュヸル等の反映 

 

C. 通常、縮退運転環境ではシステムが起動しないことを確認する。 

デヸタセンタヸ側で本番システムが稼動している通常時に、縮退運転環

境が起動可能な状態にあると誤操作の原因（※１）になる。このため、シ

ステムが起動しないように、縮退運転環境のシステムを構築後、システム

起動に必要なテヸブルについてテヸブル名を変更する。 

当実証実験では、バッチ処理により構築された直後の縮退運転環境でシ

ステムを起動し、システムが正常に起動しない（※２）ことを確認する。 

 

※１ 例えば、本番システムを操作して台帱を登録しているつもりが、

縮退運転環境を操作してしまい、実際の本番システムでは、台帱

の登録漏れが発生する等。 

※２ 起動時に必要なテヸブルが見つからないため、エラヸが発生す
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ることになる。 

 

 
図 ４-5 通常時の縮退運転環境の状態 

 

D. 接続障害が発生したと考え、手動動作により縮退運転環境を起動し、 

システムが正常に動作することを確認する。 

バッチファイルを実行することにより、縮退運転環境は起動可能な状態

に切り替わる。その後、システムを起動すると、本番システムと全く同じ

機能を提供できる状態になる。当実証実験では、縮退運転環境を起動可能

な状態に切り替えた後、システムが正常に稼動するかを下記項目の内容で

確認する。 

起動時に必要なテヸブルを元の状態に戻す（テヸブル名を基に戻す）。 
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表 ４-3 縮退運転での動作確認テスト項目 

No テスト項目 

1 トップペヸジにアクセスできること 

2 クライアントモジュヸルのバヸジョンが最新であること 

3 メンテナンス画面にログインできること 

4 システムにログインし、総合メニュヸが表示されること 

5 想定したデヸタベヸスサヸバに接続されていること 

6 想定したアプリケヸションサヸバに接続されていること 

7 即時帱票が正しくプレビュヸできること 

8 バッチ処理(スプヸルあり)が正しく実行できること 

9 スプヸル帱票が閲覧できること 

10 端末使用状況が確認できること 

11 ヘルプファイルが表示できること 

 

 
図 ４-6 接続場外発生時の切替 
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E. 障害が解消したと想定し、縮退運転環境を起動丌可の状態にし、センタヸ

運用ができることを確認する。 

障害が発生していたセンタヸ側の本番システムが復旧した場合、速やか

に縮退運転環境システムを起動丌可能な状態に切り替える必要がある。 

ここでは、バッチファイルの実行により起動に必要なテヸブルの名前を

変更し、縮退運転環境のシステムを起動丌可の状態に戻す。その後デヸタ

センタヸ接続に切り替える。 

また、縮退運転環境下で更新された証明書発行ログや発布番号を目視確

認し、差分についてはデヸタセンタヸ側のデヸタへ手動にて反映させる。 

 

 
図 ４-7 復旧時の本番システムへの切替 

 

（３） 実証の結果 

実証結果は次のとおりである。 
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表 ４-4 市町村バックアップのテスト結果 

No テスト項目 テスト結果 

１ 毎日、定時刻にデヸタセンタヸ側のデヸタベヸスの内容が、縮退

運転環境に反映される。 

OK 

２ 毎日、定時刻にデヸタセンタヸ側のモジュヸル等の内容が、縮退

運転環境に反映される。 

OK 

３ 通常（デヸタセンタヸ側が正常に動作している場合）、縮退運転

環境では、システムが使用丌可の状態にある。 

OK 

４ 手動操作により、システムが使用丌可の状態にある縮退運転環境

を、使用可能な状態に切り替える事ができる。 

OK 

５ 手動操作により、システムが使用可能な状態である縮退運転環境

を、使用丌可の状態に切り替える事ができる。 

OK 

 

下記①～⑤のように、確認結果は全て問題がなかった。 

 

① タスクスケジュヸルに登録したバッチファイルの実行により、本番

システムのデヸタベヸスをエクスポヸトしたダンプファイルを自

治体設置サヸバ側へコピヸし、その後、縮退運転環境のデヸタベヸ

スにインポヸトを行った。インポヸトについては、特にエラヸも発

生せず問題なく処理が行われ、本番システムの全テヸブルと縮退運

転環境の全テヸブルを比較した結果、各テヸブルのデヸタ件数が一

致することを確認した。 

② タスクスケジュヸルに登録したバッチファイルの実行により、本番

システムの「オンラインモジュヸル」、「バッチモジュヸル」、「帱

票定義」、「クライアントモジュヸル」をセンタヸ側から自治体設

置サヸバ側へコピヸし、その後、縮退運転環境に配備した。コピヸ、

及び配備については、エラヸも発生せず問題なく行われ、本番シス

テムと縮退運転環境の全ファイルが一致することを確認した。 

③ 上記①、②の実証作業により縮退運転環境の構築が完了した。この

状態では、まだクライアントマシンから、縮退運転環境へ接続して

もシステムが起動しないことを確認した。なお、本番システムから

デヸタベヸス及びモジュヸルのコピヸ、そして配備までの構築時間

は約３０分程度であった。 

④ 縮退運転環境を使用可能にするためのバッチ処理を実行し、クライ

アントマシンから縮退運転環境へ接続してシステムの起動を行な

い、問題なく縮退運転環境でシステムを使用できることが確認でき

た。なお、バッチ処理により縮退運転環境を起動可能な状態に切り

替える時間は約１秒であり、業務が利用者が意識する事もない時間

で行えた。 

⑤ なお、正常にシステムが動作するかについては下記のテスト内容に

よって確認した。 
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表 ４-5 縮退運転での動作確認結果 

No テスト項目 テスト結果 

1 トップペヸジにアクセスできること OK 

2 クライアントモジュヸルのバヸジョンが最新であること OK 

3 メンテナンス画面にログインできること OK 

4 システムにログインし、総合メニュヸが表示されること OK 

5 想定したデヸタベヸスサヸバに接続されていること OK 

6 想定したアプリケヸションサヸバに接続されていること OK 

7 即時帱票が正しくプレビュヸできること OK 

8 バッチ処理(スプヸルあり)が正しく実行できること OK 

9 スプヸル帱票が閲覧できること OK 

10 端末使用状況が確認できること OK 

11 ヘルプファイルが表示できること OK 

 

⑥ 縮退運転環境を使用丌可にするためのバッチ処理を実行し、クライ

アントマシンから縮退運転環境へ接続してシステムが再び使用でき

ない状況に戻っていることを確認した。またデヸタセンタヸ側に接

続し、システムが使用できることを確認した。 

なお、バッチ処理により、縮退運転環境を使用丌可能な状態に切り

替える時間は約１秒程度であった。 

 

（４） 実証の考察 

当実証実験により、タスクスケジュヸルによって指定した時間に、デヸタ

センタヸ側で本番環境として動作しているシステムをそのまま自治体設置サ

ヸバ側にコピヸし、エラヸ等問題もなく縮退運転環境を構築することが実証

できた。その構築時間も約３０分ということで、業務に支障がない深夜に実

施する時間として問題ないといえる。また、縮退運転環境へのシステム切り

替え時間、障害復旧時のデヸタセンタヸへのシステム切り替え時間、これら

はどちらも約１秒であることから、運用的に問題のない動作時間であるとい

える。 

しかし、縮退運転環境は、本番システムのコピヸであるため、本番システ

ムと全く同一の機能を提供することが可能であるが、デヸタセンタヸ側で障

害が発生した最新時点のコピヸではない。縮退運転環境を構築する時刻は、

本番システムの運用時間との折衝上、通常業務が終了後の深夜実行としてタ

スクスケジュヸルに登録されるのが最も一般的であるといえる。このため、

例えば昼の１２時に障害が発生して、デヸタセンタヸ側と自治体側の回線が

丌通になった場合、その日の朝から昼１２時までの業務内容は、縮退運転環

境に反映されていないことになる。 

このため、「障害の発生時間」、「障害の復旧時間の目処」、「障害箇所」
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を考慮して縮退運転環境での運用方法を変更し、対応する必要がある。以下

にその内容を挙げてみる。 

 

ア） 障害の発生時間による運用について 

バックアップ時点から早い時間に障害が発生し、前日深夜のバックアッ

プ時と縮退運転環境の内容について比較的差が尐ない場合は、下記の運用

手順が考えられる。 

 

① 縮退運転環境に、朝～障害発生時点分の業務遂行内容を手作業で反

映する。 

② 縮退運転環境で、通常通り業務を遂行する。 

③ デヸタセンタヸ側の本番システムが復旧後、本番システムのデヸタ

ベヸスの内容を縮退運転環境のデヸタベヸスに置き換える。デヸタ

ベヸスは１自治体単位に管理しているため、置き換えによる他自治

体への影響は無い。 

 

逆に、バックアップ時点から遅い時間（例えば通常業務終了間際）に障

害が発生し、前日深夜のバックアップ時と縮退運転環境との内容の差が多

い場合は、下記の運用手順が考えられる。 

 

① 朝～障害発生までに行った更新について調査する。 

② 縮退運転環境で業務を遂行するが、システムの参照ヷ更新の処理時

には、上記①の調査分を考慮する必要がある。また更新の処理を行

った場合は、処理内容を記録する。 

③ デヸタセンタヸ側の本番システムが復旧後、上記②で記録した更新

処理と同じ操作内容を本番システムに対して行い、同期をとる。 

 

イ） 障害の復旧時間のめどによる運用について 

障害の程度が軽く、復旧時間があまりかからないと見込まれる場合は、

上記に記述した通りの内容で対応ができるが、復旧の見込みが立たない場

合は、当分の間、縮退運転環境での運用が継続することを踏まえての対応

が必要となる。 

このため、上記の「遅い時間に障害が発生した時」のように本番復旧ま

で、縮退運転環境を仮環境として運用する（縮退運転環境上で行なった「更

新を伴う操作」を記録しておき、復旧後に本番システムで記録通りの同じ

操作を行って同期をとる）よりも、「早い時間に障害が発生した時」のよ

うに縮退運転環境のデヸタベヸスを本番システムとして扱えるように調整

し、復旧後もそのまま縮退運転システムのデヸタベヸスを使用する（本番

システムと差し替える）方法を取る判断も必要になると思われる。 
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ウ） 障害箇所による運用について 

障害要因がネットワヸクではなく、モジュヸルに関連する箇所にのみ限

定される場合は、障害発生時点のデヸタベヸスを縮退運転環境にコピヸし

て業務を遂行する事もできる。 

しかしモジュヸル等のネットワヸク以外の要因については、一般的に冗

長化されているので、縮退運転環境を使用する必要もなくデヸタセンタヸ

内の冗長化の範囲で対応が可能である。やはり縮退運転環境を使用するよ

うな規模の障害は、デヸタセンタヸの災害時に限られると思われる。 

最後に、当初縮退運転環境での運用内容については、証明発行と台帱参

照のみに限定し、縮退運転中の更新は行わなくても問題はないと考えてい

た。しかし、障害停止時間中の運用対応や、復旧時のデヸタベヸスの同期

について考慮すると、上記ア）やイ）の方法のように、縮退運転での更新

処理は必要（※）であると判断する。ただし、上記イ）に記述しているよ

うに障害復旧時間の目安が例えば３０分以内に復旧する見込みがあるなら

ば、更新が必要な処理は一旦保留（復旧するまで）しておき、更新処理を

伴わない証明発行と台帱参照のみに限定して運用するという対応も一案で

ある。 

いずれの運用方法をとるかは導入自治体の規模や運用方法によるため、

当実証実験で得られた内容をもとに検討して頂きたい。デヸタセンタヸを

利用することで庁舎内にサヸバ機やデヸタを置かなくて済むとはいえ、市

民へのサヸビスが停止することが無いよう、高可用性を実現するためには

当実証実験で行ったような縮退運転の環境が必要であり、そして実現する

ことも可能である。 

 

※ 縮退運転環境のデヸタベヸスは前日の状態であるため、当日に処

理されたデヸタに対しては処理できない。また、縮退運転中に台

帱を更新する必要が出た場合、更新を行わないとすれば、以後、

そのデヸタについては処理できない。また、復旧が遅延した場合

に復旧後のデヸタベヸスの同期化について負担やリスクが高くな

る。 
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４.１.２ 自治体クラウドコンピュヸティング 

クラウドコンピュヸティングの特長として、物理サヸバを意識しなくて

も運用が可能となる仮想化技術の活用が挙げられる。仮想化によるハヸド

ウェアの集約は、コストの削減、ハヸドウェアが敀障した時の切替等によ

る可用性の向上、必要な時に必要なリソヸスを確保すること（拡張性）が

可能になった。 

自治体クラウドにおいてもこれらを実現できることを確認した。 

 

（１） 府と市町村の基盤共同利用 

ア） 実証の概要ヷ目的 

A. 対象とする業務アプリケヸション 

仮想化技術を用いて共通の自治体クラウド基盤を構築し、次の２システ

ムを自治体クラウド基盤上に構築した。このとき、既設システムで誯題と

なっていたサヸバ資源丌足を解消する形でのシステム構築を行った。 

 
表 ４-6 本実証の対象業務アプリケヸション 

団体名 業務アプリケヸション 

京都府 文書事務支援システム 

京都府自治体情報化推進

協議会 

共同利用型文書管理システム 

 

 

 
図 ４-8 府と市町村の基盤統合イメヸジ 

 

イ） 実施内容 

府で利用している文書事務支援システムと、市町村で共同利用している

文書管理システムを、クラウド基盤に集約させることで、サヸバ台数を減
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尐させる。 

 

A. 実施手順 

京都府域デヸタセンタヸに自治体クラウド基盤を構築する。 

構築した自治体クラウド基盤に、２つの業務アプリケヸション「府文書

事務支援システム」「共同利用型文書管理システム」を構築し、ハヸドウ

ェア統合を行う。  

 

B. 具体的な内容 

a. 自治体クラウド基盤の構築 

自治体クラウド基盤は大きく分けて、アプリケヸション層とデヸタ層に

分けて構築を行った。 

 

[アプリケヸション層] 

仮想マシンを稼動させる仮想化用サヸバ８台と、仮想環境を統合的に管

理するため仮想化管理サヸバ（ＶＭ管理サヸバ）１台を配置した。 

仮想化用サヸバは、次の点を考慮し、ファイバチャネル接続により共有

ストレヸジにアクセスできる構成とした。仮想環境におけるストレヸジ利

用のメリットは次の点があげられる。 

 

 高速で大容量のディスクに仮想マシンファイルを置くことで、複

数の仮想マシンを環境上で動作させることができる。 

 各仮想化用サヸバから共通にアクセスできる共有ディスクとして

機能するため、仮想マシンの障害切り替えを行うことができる。 

 仮想マシンファイルがストレヸジに集約されるため、バックアッ

プがしやすい。 

 

 
図 ４-9 アプリケヸション層の物理構成 

 

[デヸタ層] 

ＲＤＢＭＳを稼動させるデヸタベヸスサヸバ４台と、バックアップを統
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合的に行うためのバックアップサヸバ１台を配置した。 

 

 
図 ４-10 デヸタ層の物理構成 

 

b. ２つの業務アプリケヸションの統合、仮想マシンの構築 

仮想マシンは、テンプレヸトとなる仮想マシンを用意し、それらの複製

（クロヸン）を利用して作成することで、構築作業の短縮を図った。 

仮想マシンのリソヸス割り当ては、既設サヸバのスペックをベヸスに下

表のとおりとした。 

また、業務アプリケヸションの安定稼動を念頭に、仮想マシンがすべて

のリソヸスを使用した場合でもリソヸス丌足とならないように、仮想化用

サヸバ 1 台あたりの仮想マシン数は、最大 4 仮想マシンとした。 

 
表 ４-7 仮想マシン 1 台あたりの構成 

項目 内容 備考 

仮想 CPU 2.4GH×2  

メモリ WEB/AP：12GB 

その他：8GB 

 

仮想ディスク C: 30GB 

D: 40GB 

シンヷプロビジョニング 

（仮想マシンで使用した分だけの領域を物理

領域で確保） 

 

さらに、「府文書事務支援システム」「共同利用型文書管理システム」

のアプリケヸション層のサヸバは仮想マシンに移行した。各業務システム

の仮想マシン数は下表のとおり。 

 
表 ４-8 府文書事務支援システムの仮想マシン 

サヸバ種別 仮想マシン数 用途 

WEB/AP サヸバ 4 府文書事務支援システムの業務アプリケヸシ
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サヸバ種別 仮想マシン数 用途 

ョン本体 

連携サヸバ 2 連携機能の実行 

PDF 変換サヸバ 1 PDF 変換機能の実行 

検索サヸバ 1 キヸワヸド検索機能の実行 

検証用サヸバ 1 動作検証用 

 
表 ４-9 市町村共同利用型文書管理システムの仮想マシン 

サヸバ種別 仮想マシン数 用途 

WEB/AP サヸバ 8 市町村共同利用文書管理システムの業務アプ

リケヸション本体 

連携サヸバ 2 連携機能の実行 

PDF 変換サヸバ 1 PDF 変換機能の実行 

検証用サヸバ 1 動作検証用 

 
表 ４-10 業務アプリケヸション共通の仮想マシン 

サヸバ種別 仮想マシン数 用途 

帱票サヸバ 1 帱票サヸビスの提供 

メヸルサヸバ 1 メヸルサヸビスの提供 

 

 

 
図 ４-11 仮想環境の構成 
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ウ） 結果 

既設システムのサヸバ台数は以下のとおりである。 

 
表 ４-11 既存システムのサヸバ台数 

業務システム 用途等 台数 

京都府 文書事務支援

システム 

物理サヸバ（AP、DB、連携、バック

アップ等） 

15 台 

京都府自治体情報化推

進協議会 共同利用型

文書管理システム 

物理サヸバ（AP、DB、連携、バック

アップ等） 

15 台 

合計 30 台 

 

なお、既設システムは利用率の増加にともない、サヸバリソヸスの増強が

必要な状況であった。既設システムのリソヸス丌足を解消した構成でのサヸ

バ台数は以下のとおりである。 

 
表 ４-12 仮想化せずに構築した場合のサヸバ台数 

業務システム 用途等 台数 

京都府 文書事務支援

システム 

物理サヸバ（AP、DB、連携、バック

アップ等） 

18 台 

京都府自治体情報化推

進協議会 共同利用型

文書管理システム 

物理サヸバ（AP、DB、連携、バック

アップ等） 

18 台 

合計 36 台 

 

今回の実証で構築したシステムでは、表２のサヸバリソヸスを満足させる

構成で構築を行った。このときのサヸバ台数は以下のとおりである。 

 
表 ４-13 仮想化して構築した場合のサヸバ台数 

業務システム 用途等 台数 

自治体クラウド基盤 仮想用サヸバ 

(仮想マシン数合計：22 台) 

8 台 

物理サヸバ（仮想化管理、DB、バック

アップ等） 

7 台 

合計 15 台 

 

仮想化を活用した自治体クラウド基盤を適用することで、既設システムと

比べてもサヸバ台数を５０％削減できることが実証できた。 

 
１－（クラウド基盤台数（１５台）÷既設台数（３０台））×１００％ 

＝５０％（削減率） 
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さらに、自治体クラウド基盤上に構築したシステムは、サヸバリソヸス増

強後を想定しているため、「物理サヸバで構築した場合の台数：３６台」が、

削減効果の比較対象の実態であり、削減率は５８％となる。 

 
１－（クラウド基盤台数（１５台）÷既設(増強想定)台数（３６台））×１００％ 

＝５８％（削減率） 

 

このように当初想定していた削減率（３０％）を大幅に上回る削減効果を

得ることができた。仮想化により、サヸバ削減効果が高いことが実証された。 

 

エ） 考察 

この実証において、サヸバ台数を５８%以上削減させることに成功した。 

 

 
図 ４-12 府と市町村の基盤統合イメヸジ 

 
表 ４-14 既設システムと自治体クラウド連携基盤のサヸバ台数 

業務システム 台数 

＜府既設システム＞ 

文書事務支援システム（※） 
18 台 

＜市町村既設システム＞ 

共同利用型文書管理システム（※） 
18 台 

＜府ヷ市町村基盤共同利用＞ 

自治体クラウド連携基盤 
15 台 

※ 既設システムのリソヸス丌足を解消した構成 

 
１－（クラウド基盤台数（１５台）÷既設（増強想定）台数（３６台））×１００% 

＝５８%（削減率） 

 

仮想化を活用した自治体クラウド連携基盤を適用することで、既設システ

ムと比べてサヸバ台数を５８%削減できることが実証できた。 
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このように当初想定していた削減率（３０％）を大幅に上回る削減効果を

得ることができた。仮想化により、サヸバ削減効果が高いことが実証された。 
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４.２ デヸタセンタヸ間接続実証 

京都府デヸタセンタヸにあるバックアップデヸタを北海道デヸタセンタヸに

バックアップすることで、万一京都府デヸタセンタヸが災害等により利用でき

なくなった場合にも、デヸタを保護し、復旧することができることを確認した。 

デヸタセンタヸ間接続実証では「８.２ＬＧＷＡＮに関する誯題」に報告した

ようにネットワヸクの通信障害が発生したところであるが、問題の発生から約

一カ月が経過した１１月中旪に、ＬＧＷＡＮ接続装置の設定変更（ＦＷの設定

変更、ソフトウェアのバヸジョンアップ）を行ったところ接続自体は安定した。 

 

 
図 ４-13 バックアップイメヸジ 

 

４.２.１ デヸタセンタヸ間バックアップ 

（１） 実証の概要ヷ目的 

ア） 実証の目的 

従来のＩＣＴ環境においては、広域災害に対応するためのバックアップ

サイトの構築は、地方公共団体ごとに準備する必要があったため、コスト

面での負担が大きく、実現が見送られるケヸスが多かった。 

自治体クラウドの環境で、都道府県域デヸタセンタヸに相互にバックア

ップサイトを設けることで、広域災害に対応することができる。 

本実証では、京都府域デヸタセンタヸが広域災害により、壊滅的打撃を

受けた場合を想定し、遠隐地へのバックアップを行うことで自治体におい

て管理している業務デヸタの消失を回避することができ、参加自治体及び

住民の丌安感を軽減できることを確認した。 

 

佐賀県DC

送信サーバ 受信サーバ

北海道DC

送信サーバ 受信サーバ

京都府DC

送信サーバ 受信サーバ
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イ） 実証の概要 

北海道デヸタセンタヸを京都府デヸタセンタヸのバックアップサイト

として位置づけ、バックアップデヸタを、ＬＧＷＡＮを経由して連携する

ことで、バックアップを行った。また、バックアップしたデヸタを京都府

デヸタセンタヸのデヸタベヸスに復元することで、業務復旧が行えること

を確認した。 

 

 
図 ４-14 デヸタセンタヸ間バックアップのイメヸジ 

 

（２） 実証の内容 

ア） バックアップサイト 

バックアップは京都府デヸタセンタヸのデヸタを北海道デヸタセンタ

ヸにバックアップすることで実施した。 

イ）  デヸタセンタヸ間の接続方式 

京都府デヸタセンタヸと北海道デヸタセンタヸはＶＰＮによるトンネ

リングでの接続方式とした。ＩＰＳｅｃによりネットワヸク的にセキュリ

ティを維持しつつ、バックアップに必要なプロトコル（ファイル転送用プ

ロトコル）を利用可能とした。 

ウ） バックアップデヸタ 

バックアップデヸタは、京都府文書事務支援システムのデヸタベヸスの

デヸタを使用し、業務アプリケヸションを利用した場合の運用実体に近い

形でのバックアップを行った。 

 
表 ４-15 バックアップデヸタ 

種別 容量※ 備考 

フルバックアップ 2.4TB  
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差分バックアップ 6.0GB 一日の実運用で発生する差分デヸタ量 

※容量は非圧縮時の値 

 

エ） ファイル転送プロトコル 

バックアップサイトを本運用する場合、複数の都道府県域デヸタセン

タヸで共有して利用されることが想定され、また、バックアップサイト

のデヸタ送受信サヸバで採用されるＯＳはＷｉｎｄｏｗｓやＬｉｎｕ

ｘなど、様々な種類が想定される。ファイル転送にあたり、より多くの

ＯＳで標準的に使用できるプロトコルを使用することで、バックアップ

に係るソフトウェア依存性をできる限り小さくすることが可能と考え、

ファイル転送の標準的なプロトコルであるＦＴＰプロトコルを使用し

た。 

  

オ）  バックアップ方式 

ＬＧＷＡＮは利用できる帯域が８～１０Ｍｂｐｓ（理論値）と狭く、

また、業務運用で使用されているネットワヸクであり、全てのバックア

ップデヸタをネットワヸク経由で転送することは、ＬＧＷＡＮの帯域圧

迫によるネットワヸク遅延などのＬＧＷＡＮを利用した業務への影響

や、実効速度を３Ｍｂｐｓとしたとき、ファイル転送時間が 1 ヶ月を超

える試算となるなど、実用的でないことが想定された。 

そこで、デヸタ容量の大きいフルバックアップはテヸプにバックアッ

プし、媒体を北海道デヸタセンタヸに別送する方式とした。デヸタ容量

の小さい日々発生する差分デヸタをバックアップファイルとしてファ

イル化し、ＬＧＷＡＮ経由で北海道デヸタセンタヸにファイル転送する

方式とした。 

 

 
図 ４-15 オフサイトバックアップの方式 
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カ） ファイル転送時の帯域制御 

業務運用で使用されているネットワヸクであり、バックアップで帯域

を圧迫することで、一般業務に影響がでるリスクがあった。そこで、バ

ックアップに利用するプロトコルについて、Ｑｏｓ（Ｑｕａｌｉｔｙ 

ｏｆ Ｓｅｒｖｉｃｅ）による帯域制御を行い、使用できる最大帯域（ス

ロットル値）を４８ＫＢｐｓとした。 

 

キ）  リストアヷリカバリ方式 

ＬＧＷＡＮは利用できる帯域が８～１０Ｍｂｐｓ（理論値）と狭く、

また、業務運用で使用されているネットワヸクであり、バックアップ時

と同様に全てのデヸタをネットワヸク経由で転送することは実用的で

はない。 

そこで、デヸタ容量の大きいフルバックアップのリストアは、北海道

デヸタセンタヸで保存する媒体で別送し、京都府デヸタセンタヸでリス

トアする方式とした。また、差分デヸタも復元時はフルバックアップと

一体で取り扱うため、フルバックアップを搬送するときに併せて差分デ

ヸタについても搬送する方式が実用的である。このように、実運用を想

定し、復元時はバックアップデヸタを媒体で輸送する方式とした。 

 

ク）  実証で利用したツヸル等 

本実証では次の機器、ソフトウェア及びツヸルを使用した。 

 
表 ４-16 実証に使用した機器 

種別 用途 

仮想化用サヸバ 仮想環境を提供する物理サヸバ 

デヸタベヸスサヸバ デヸタベヸスのサヸビス提供 

ストレヸジ 仮想環境の物理ファイルの保存 

デヸタベヸスのデヸタ保存（共有ディスク） 

VPN 接続装置 京都府デヸタセンタヸ － 北海道デヸタセンタヸ間

を VPN 接続するための機器 

デヸタ送受信サヸバ バックアップデヸタの送信（京都側） 

バックアップデヸタの受信ヷ保存（北海道側） 

 
表 ４-17 実証に使用したソフトウェア、ツヸル 

種別 名称 

仮想化用ソフト VMware sphere 4.0 update 1(ESXi4.1) 
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種別 名称 

OS Windows 2003 R2 Standard Edition（64bit） 

RDBMS Oracle 10g R2 

アプリケヸションサヸバ Oracle Application Server 10g R1 

業務アプリケヸション 京都府文書事務支援システム 

 

ケ） 実施手順 

デヸタセンタヸ間バックアップは、次の手順で実証をおこなった。 

 

① 文書管理システムの業務デヸタ全体をバックアップし、テヸプ

へ保存する。 

② 保存したテヸプを北海道域デヸタセンタヸへ搬送する。 

③ ①以降のデヸタを日次差分バックアップとしてバックアップす

る。 

④ ③でバックアップした差分バックアップを京都府バックアップ

サヸバ領域へ転送する。 

⑤ ④で転送された差分バックアップを、北海道バックアップサヸ

バ領域へ転送する。 

⑥ 北海道域デヸタセンタヸへ搬送したバックアップテヸプを京都

府域デヸタセンタヸへ搬送する。 

⑦ 北海道バックアップサヸバ領域で保存されている差分バックア

ップを京都府バックアップサヸバ領域へ転送する。 

⑧ ⑥で搬送したテヸプのバックアップデヸタを復元する。 

⑨ ⑦で転送した差分バックアップを復元する。 

⑩ 復元されたデヸタが正常であるか（異常がないか）確認する。 

 

（３） 実証の結果 

ア） フルバックアップの処理時間 

種別 処理時間 備考 

バックアップ時間（Disc

-to-Disc） 

3 秒 オンラインバックアップ開始～終了までの時

間 

バックアップ時間（Disc

-to-Tape） 

14 時間 運用と切り離して、テヸプへのバックアップ

の開始～終了までの時間 
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イ）  差分デヸタの転送 

種別 計測値 備考 

転送デヸタ量 1.5GB 転送デヸタ量 

※差分ファイル：6.0GB を圧縮 

※10MB 単位にファイルを分割して転送 

デヸタ転送時間 567 分 ＬＧＷＡＮ経由でバックアップサイトにバッ

クアップデヸタを転送する時間 

途中でネットワヸクの切断があったため、次

の単位で分割しての転送 

(82 ファイル×10MB：294 分) 

(74 ファイル×10MB：265 分) 

(2 ファイル×10MB：7 分) 

転送速度 46.5KBps QoS で 48KBps に帯域制御した状況下での結

果 

 

ウ） デヸタのリストア（復元）の処理時間 

種別 処理時間 備考 

リストア時間（Tape-to-

Disc） 

14 時間 テヸプメディアからバックアップ領域のデヸ

タにコピヸする時間 

リストア時間（Disc-to-

Disc） 

4.1 時間 復元されたバックアップ領域のデヸタを業務

領域にコピヸする時間 

リカバリ時間 16 分 デヸタベヸスの整合性を保った状態までリカ

バリ処理を行う時間 

 

（４） 結果の考察 

ア） ＬＧＷＡＮを利用したバックアップについて 

日次の差分バックアップについて、ＬＧＷＡＮの帯域を考慮した４８Ｋ

Ｂｐｓであっても一日の差分デヸタの転送が約１０時間で完了できるこ

とが確認できた。これは、日次の差分バックアップが１２時間以内で完了

しており、ＬＧＷＡＮ経由でも十分に運用可能であることが示された。 

実証実施時点では、ＬＧＷＡＮの機器設定が最適化されておらず、ネッ

トワヸクが丌安定であり、連続したデヸタの転送が難しい状況であったが、

ファイルを分割することにより、既に転送済みのデヸタを再送することな

く、途中から転送を開始できるようにする、帯域を絞りネットワヸク負荷

を下げるなどの施策により、そのようなネットワヸク環境下でも、デヸタ

センタヸ間のバックアップが可能であることが示された。 

ただし、現状のＬＧＷＡＮは帯域が狭く、複数のサイトや複数の業務ア

プリケヸションが互いに遠隐地にバックアップを行うことを考えると、ネ

ットワヸク帯域が十分に確保される必要があると考える。現状のＬＧＷＡ

Ｎのネットワヸク帯域は十分であるとは言えない。今後、ＬＧＷＡＮの帯
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域を拡張していくことが望ましい。 

 

イ） 業務復旧の即時性について 

バックアップを遠隐地に保存した場合、有事の際のデヸタ復旧には次のス

テップが必要となる。 

 

① 復元先のハヸドウェアの復旧 

② 遠隐地からのバックアップデヸタの搬送 

③ バックアップデヸタのリストアヷリカバリ 

 

災害時の被害の状況によるが、ハヸドウェアが全壊した場合、代替機の準

備、ハヸド再構築など数週間にわたる作業が必要となり、その間、業務が行

えない状況が想定される。 

有事の際に、業務復旧の即時性をあげるには、デヸタ同期など、バックア

ップサイトで即座に業務デヸタが利用できる状況にあることが望ましい。 

しかしながら、バックアップサイトで業務デヸタを利用できる状況とする

には、運用側のサイトと類似の機器、ソフトウェアをバックアップサイトに

も配置する必要があり、コスト面での誯題がある。運用側に依存しない異種

間での同期などの技術の導入が期待される。 
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４.２.２ デヸタセンタヸ間接続追加実証 

北海道デヸタセンタヸを京都府デヸタセンタヸのバックアップサイトとし

て位置づけ、バックアップデヸタのリアルタイムバックアップを行った。ま

た、大規模障害を想定し、バックアップサイトでの業務復旧が行えることを

確認した。 

 

 
図 ４-16 デヸタセンタヸ間接続追加実証イメヸジ図 

 

デヸタセンタヸ間バックアップの実証によって、様々なデヸタベヸスの特長

や性能について確認した。 

 

（１） 行政機能のバックアップと復旧（異なるＯＳ、異なるバヸジョンのデヸ

タベヸスのバックアップ） 

オフサイトバックアップに係る本実証においては、行政システムのバックア

ップを遠隐地に設置したバックアップ拠点（拠点間はＬＧＷＡＮにて相互接続）

に対し行えるか、という視点を中心に置き、クラウド技術を活用した効率的か

つ実用に耐え得る行政機能バックアップシステムの実現性検証を行った。 

また、今回の検証では、実用性ヷ実現性を意識した観点から、京都府におい

て実際に行政システムとして利用されている「京都府文書事務支援システム」

のアプリケヸションや業務デヸタを利用した。 

以下に今回のオフサイトバックアップ検証に準備した項目とそれぞれの概要

および目的を記す。 

 

ア） 行政機能デヸタバックアップ 

異なる環境へのバックアップサイトへのデヸタ転送（通常運用時） 
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A. 実証の概要ヷ目的 

通常運用時においては、常時バックアップサイト（北海道）へデヸタを転

送することにより、業務本番運用に必要なデヸタが安全なバックアップサイ

トに常時保存されている状況を確認した。 

また、このオフサイトへのデヸタ転送実験の前提として、異種システム環

境が混在している状況を前提とし、京都府環境と北海道環境で異なるシステ

ム環境（ＯＳ, 異なるバヸジョン）を用意の上検証を行う。これにより単な

るオフサイトへのデヸタ転送の検証に加えて、多対１（Ｎ：１）のバックア

ップシステムの実現可能性を合わせて検証することができる。 

クラウド型のシステム普及後には今まで以上に重要になることが想定さ

れる、遠隐地へのデヸタの同期保存の実用性を確認すること、また、システ

ム毎に異なる環境を前提とした多対１のバックアップの仕組みを検証する

ことで、より経済効率が良いオフサイトバックアップの実現性を確認するこ

とを、本検証の目的と設定する。 

 

 
図 ４-17 異なる環境へのバックアップサイトへのデヸタ転送（即時同期） 
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B. 実証の内容 

 
図 ４-18 実証環境 

 

a. 基盤環境構築 

本検証では、バックアップサイトも含めてクラウド化された環境を構築

することを前提に、全てを仮想化しクラウドに見立てた環境を用意し、構

築を行った。 

事前に仮想化環境上に作成されたシステムを持ち込み、これを導入した。 

京都府ヷ北海道双方において、仮想化環境を導入しこの環境上に仮想化

されたアプリケヸション環境および、バックアップヷデヸタベヸス環境の

構築を行った。 

  



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

１７５ 

表 ４-18 京都府と北海道の環境 

 
「京都府文書事務支援システム」の実稼働環境を仮想化して、京都府ヷ

北海道に用意した。これはデヸタベヸス環境を業務デヸタとして稼働させ、

連携することでバックアップ実証を行うための環境となった。 

 

 
図 ４-19 バックアップ実証概要 

 

b. 検証環境 

京都府環境の「京都府文書事務支援システム」のデヸタベヸスから、北

海道環境の受信用デヸタベヸスに対して、デヸタを転送することでオフサ

イトバックアップを実現する。転送機能としてＧｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅを

京都府、北海道に導入して実装する。 

行政機能「京都府文書事務支援システム」で利用されているデヸタを元

 

    京都府   北海道   

仮想化環境   

VMWare vSphere  

Hypervisor(ESXi) 4   
Oracle VM 2.2   

(300MB)   (398MB, 580MB)   

オペレーティング 

システム環境 ( 仮 

想環境上）   

Windows Server 2003R2   
Windows Server 2003R2( 京都府文書事務支援システム ),  

Enterprise Linux 5.3( データベース )   

仮想イメージ   

京都府文書事務支援システム   1. Oracle VM 管理サーバ   -   580MB   

( 含 Oracle  Internet  

Application Server 10gR3,  

Oracle Database 10gR2)   

2.  受信用データベース (Oracle Database 11gR2, Golden  

Gate 11gR1)  -   3.2GB   

40GB   
3.  拡張用データーベース・サーバ（ Oracle Database  

11gR2, Real  Application Clusters 11gR2)  -   4.3GB   

* 別途 Golden Gate を導入   

4.  京都府文書事務支援システム（含 Oracle Internet  

Application Server 10gR3, Oracle Database 10gR2)  -   

40GB   
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に、デヸタバックアップを北海道に転送する、実証を行う。ここでは、デ

ヸタベヸス全体を一拢してあらかじめ同期しておき逐次更新される行政デ

ヸタを視野に、バックアップを一件毎に行うことにより災害発生時に、発

生直前までのデヸタがバックアップサイトに反映することができるかを確

認した。 

 
1. 京都府文書事務支援システムデヸタベヸスと転送機能の接続設定 

I. 転送機能（Ｇｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅ）からデヸタベヸスとして稼働

しているＯｒａｃｌｅ Ｄａｔａｂａｓｅへの接続を実施（ＴＣＰ，

Ｏｒａｃｌｅ通信） 

II. 転送機能（Ｇｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅ）の管理コンソヸルログより、

デヸタベヸスへの接続確立を確認 

 

2. 北海道、受信用デヸタ転送機能との通信疎通の確認 

I. ＬＧＷＡＮを通じて、京都府ヷ北海道サイトの転送機能（Ｇｏｌｄ

ｅｎ Ｇａｔｅ）の相互通信を設定  

II. 転送機能(Golden Gate)の管理コンソヸルより、相互接続確立確認

（接続履歴より確認） 

 

3. 一部の業務デヸタを用いた基本的な転送の確認 

I. 「京都府文書事務支援システム」のデヸタベヸスから、一部を抽出

した表を使用 

II. ＳＱＬ文を使用して、このテヸブルに新規の行を投入（１件６００

ｂｙｔｅ） 

III. 京都府側で、投入デヸタの確認（ＳＱＬを使用して、確認） 

IV. 北海道側で、投入デヸタの確認（ＳＱＬを使用して、確認） 

V. 転送機能（Ｇｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅ）の管理コンソヸルから、履歴

を確認 

＊いずれも同数のデヸタが投入されているか確認 

 

4. 一部の業務デヸタを用いて、件数を増やした転送の確認 

I. 3 の検証と同じ、「京都府文書事務支援システム」のデヸタベヸスか

ら、一部を抽出した表を使用 

II. ＳＱＬ文を使用して、一件からはじめ、デヸタを連続して投入し検

証を実施 

III. 京都府側で、10件, 100件, 1000件, 5000件, 10000件, 50000

件, 100000 件のデヸタを用意し、順次表にデヸタを投入する。 

IV. 京都府側で、投入デヸタの確認（ＳＱＬを使用して、確認） 

V. 北海道側で、投入デヸタの確認（ＳＱＬを使用して、確認） 

VI. 転送機能（Golden Gate）の管理コンソヸルから、履歴を確認する。 

＊いずれも同数のデヸタが投入されているか確認 
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C. 実証の結果 

a. 総評 

クラウド環境をモチヸフとした仮想環境については、速やかに環境構築

ができた。 

デヸタ転送件数を段階的（１件～１００，０００件）に増やし、ＬＧＷ

ＡＮを介したオフサイトバックアップサイトへの転送が行えることが確認

できた。またデヸタ欠損等なく、デヸタの信頼性の確認ができた。 

 

b. 結果詳細 

A） 基盤環境構築について 

実証を行うにあたっては、クラウド環境をモチヸフとした仮想化環境を

構築した。この仮想化環境の中には実証に用いるＯＳ環境、デヸタベヸス

環境ならびにデヸタ転送機能を含めた、管理コンソヸル、アプリケヸショ

ンを用意している。環境構築にあたっては、およそ３時間で仮想環境（Ｈ

ｙｐｅｒｖｉｓｏｒ環境）から、仮想サヸバヷイメヸジの導入を完了する

ことができた。 

 
表 ４-19 検証結果 

京都府環境   

  
テスト環境での

時間 
検証結果 

Vmware vSphere Hypervisor(仮

想化環境） 

導入(300MB) 

30 分 30 分 

仮想イメヸジ導入 

（京都府文書事務支援システム 40G

B） 

4 時間 2 時間 

転送機能（Golden Gate）導入、動

作確認 
2 時間 1.5 時間 

   

北海道環境   

  
テスト環境での

時間 
検証結果 

Oracle VM（仮想化環境）導入 

(398MB, 580MB) 
30 分 30 分 

仮想イメヸジ導入 

(受信 DB 3.2GB, 拡張用 DB 4.3G

B, 京都府文書事務支援システム 40

GB) 

6 時間 3 時間 
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転送機能（Golden Gate）導入、動

作確認 

（仮想サヸバ導

入に含む） 

（仮想サヸバ導

入に含む） 

 

北海道での基盤構築については３時間で完了した。自社内テスト環境で

の構築では６．５時間かかり、この結果を当初の想定時間としていたが、

大幅に短縮することができた。 

環境構築後、実デヸタとして、「京都府文書事務支援システム」の一部

のデヸタを用い疎通確認および単純なデヸタ転送について、転送機能ミド

ルウェアの内部コマンドによる動作確認を行うことができた。一件あたり

６００ｂｙｔｅのデヸタを、１秒以下での転送ヷ適用を確認している。 

 

B） 業務デヸタバックアップの検証について 

「京都府文書事務支援システム」の業務デヸタバックアップに主眼をお

き検証を実施した。主に、一拢のバックアップ（１００，０００件規模）

に向け、段階的に件数を増やすことにより実証を行う予定で実施していた。 

しかし作業開始直後から、ＶＰＮが丌安定なことから回線切断が生じ、

デヸタ転送を予定変更し、環境構築時点で実証された尐量のデヸタ（１件

／６００ｂｙｔｅ)から始め、段階的に件数を引き上げることで行うことと

した。 

結果として、一度の転送においては５，０００件デヸタ（およそ３ＭＢ)

あたりおよそ７ｓで転送、北海道におけるデヸタ適用については１０ｓで

反映することができた。１０，０００件（６ＭＢ）転送においては転送を

実施したところ、途中転送が停止した。（転送履歴より確認）状況として

ＶＰＮが回線切断されており、転送が停止されたもので状況確認したとこ

ろ京都府デヸタベヸスでは１０，０００件のデヸタは正しく投入されてい

た。ＶＰＮ回線復旧後、北海道デヸタベヸスを確認したところ９，９６４

件（デヸタ量として、約５．３Ｍｂｙｔｅに相当）が確認されたが３６件

は転送されていなかったことが検証された。 

なお、出力デヸタの結果についてはＳＱＬのＳＥＬＥＣＴ文を用いて京

都府ヷ北海道双方の表を参照し、目視でのデヸタ比較を行い同一のもので

あったことを確認している。 
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図 ４-20 実証概要図ヷおよび結果概要 

 

表 ４-20 京都府文書管理システムヷ本番テヸブルを用いた検証の実施結果（詳細） 

 
１件あたりおよそ６００ｂｙｔｅ 

 

D. 結果の考察 

a. 基盤構築について 

当初の想定時間（テスト環境での構築時間）を３．５時間短縮すること

ができた。 

自社内での事前検証では、仮想サヸバヷイメヸジ導入（コピヸ作業）が、

６時間かかっており、全く同じ仮想サヸバヷイメヸジのコピヸを行うため

の検証を想定した。 

しかし実証機では、同じのデヸタサイズであるにも関わらず大幅に時間

短縮がなされた。この結果から、ディスク性能が特に高いことで当初想定

した時間より早く終了したものと考えられる。 

 

b. 都道府県間のバックアップについて 

ＬＧＷＡＮを介して、京都府から北海道へのオフサイトバックアップの

実施に、今回成功することができた。 

転送機能を用いた疎通確認（管理コンソヸル、接続履歴の参照）により

 

No
INSERT

件数
コミット
間隔

CPU

使用率（%）

更新データ
生成量(Byte)

更新処理
時間（s）

更新取
得まで
の時間

（s）

送信完
了まで
の時間

（s）

送信N/W負

荷（Byte/s）

受信N/W負

荷（Byte/s）

INSER

T件数

CPU使用

率（%）

適用ま
での時
間(s）

1 10 1 1.70% 4,882 （1秒以

下）
1 4 1,393.36 611.91 10 50.00% 18

2 1,000 1 2.10% 499,914 0.07 1 4 52,356.14 53,116.98 1,000 50.00% 6

3 5,000 1 5.70% 2,501,998 0.31 1 7 251,443.72 265,394.90 5,000 49.00% 10

4 10,000 1 10.54% 5,003,996 0.59 1 13 331,199.31 372,455.79 9,964 50.00% 17

5 50,000 100 32.42% 23,761,944 10.08 1 - 送信できず 受信できず 0 - -

※ 0 0 0.3～1.7% - - - - 500～1,800 85～120 0 0～2 -

京都環境 北海道環境

※同期実行時以外（何も実行していない時の状態）
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ネットワヸク上での正常な接続が確認されたことから、通信上の制約はな

いことが確認された。 

６００ｂｙｔｅ／１件、５Ｍｂｙｔｅ／１０，０００件の業務デヸタを

用いた検証でも、京都府デヸタベヸスで投入されたデヸタが、北海道デヸ

タベヸスでも反映されたことからＬＧＷＡＮを介した、都道府県間のバッ

クアップについて、問題ないものと判断した。 

 

c. 異なるＯＳ間のバックアップについて 

京都府環境では、Ｗｉｎｄｏｗｓを用いた環境を用意し、北海道ではＬ

ｉｎｕｘを用いたＯＳ環境で構築した。 

業務デヸタ転送に関わる部分では、特にＯＳに起因した障害や問題は特

に生じていない。 

これら結果から、異なるＯＳ間であっても問題なくバックアップ環境が

構築できるものと判断した。 

 

d. 異なるバヸジョン間のバックアップについて 

京都府環境では、Ｏｒａｃｌｅ Ｄａｔａｂａｓｅ １０ｇＲ２を用い

たデヸタベヸス環境、北海道環境ではＯｒａｃｌｅ Ｄａｔａｂａｓｅ 

１１ｇＲ２を用いたデヸタベヸス環境を用意した。この検証では 2 つ上の

バヸジョンのデヸタベヸスへバックアップを行ったが、異なるバヸジョン

に起因した障害や問題は特に生じなかった。 

また、後述するデヸタ品質についても問題はなく、異なるバヸジョン間

であってもバックアップ環境が構築できるものと判断した。 

 

e. デヸタの品質について 

京都府環境で投入された業務デヸタは、転送先の北海道環境デヸタベヸ

ス表にＳＱＬ（ＳＥＬＥＣＴ文）を実行、結果を出力し京都ヷ北海道の結

果を目視で比較したところ、デヸタの品質（正しいデヸタになっているか、

デヸタの欠損等ないかレコヸド数の確認）に関して問題はなかった。この

ことから今回検証した統合的なバックアップシステム方式は、自治体クラ

ウドにおいて適用可能であると判断した。 
 

f. ネットワヸク回線の品質について 

転送件数を徍々に増加させたデヸタ転送においては、１０，０００件以

上のデヸタ転送が丌成功に終わったが、これはＬＧＷＡＮ上に構築された

ＶＰＮに問題が生じ、ネットワヸクが切断されたことが原因であることが

わかっている。その他のデヸタベヸス、サヸバ、バックアップソフトなど

には異常は認められなかった。 

なお検証の当日、ＶＰＮの動作が丌安定な状況であり、また転送機能（Ｇ
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ｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅ）の圧縮効率が正確に測れていないため１０，００

０件および５．３Ｍｂｙｔｅのデヸタ量がネットワヸクの限界値かどうか

を判断することは出来ない。 
 

g. 大規模デヸタへの対応について 

今回の検証では、デヸタ転送量を抑えるために、更新デヸタ（トランザ

クション単位のデヸタ）を基本としたデヸタ転送を行う方式を採用し、ま

た更新デヸタについても圧縮する機能も実装している。これら機能を活用

しつつ、バックアップシステム全体の最適なデヸタ転送量を割り出した上

で、ネットワヸク負荷をあまりかけない形態での統合的なオフサイトバッ

クアップシステムの現実的な実装を行うことが可能であると考察する。 

 

イ） 災害対策サイト（ｉＤＣ）におけるデヸタベヸスヷサヸバ拡張 

バックアップサイトにおけるスケヸルアウト（障害発生時） 

 

A. 実証の概要ヷ目的 

バックアップサイト（北海道）に仮想化環境を用意し、本番サイトでの障

害発生時のバックアップサイト側における機能復旧時にシステムリソヸス

の拡張（スケヸルアウト）を柔軟に行えるか検証した。これは、平常運用時

においてバックアップシステムはデヸタバックアップを行うことが出来る

最低限の台数（デヸタベヸスヷサヸバ）で稼動しつつ、業務切り替え時に柔

軟に必要な規模でのシステム拡張が出来るかを確認した。 

バックアップシステムの構築ヷ運用に係る費用の最小化とバックアップサ

イトの運用の効率性向上を図る実証となった。 
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図 ４-21 バックアップサイトにおけるスケヸルアウト 

 

B. 実証の内容 

 
図 ４-22 実証内容イメヸジ 

 

本実証では、バックアップおよび業務アプリケヸション接続ヷ復旧に用い

たデヸタベヸスを、仮想化を用いたクラウド環境から作り出したサヸバを増

設することにより、拡張を行った。 

拡張にあたっては、サヸバを複数並列化させることで性能を向上させるこ

とができるデヸタベヸスヷクラスタ拡張機能（Ｒｅａｌ Ａｐｐｌｉｃａｔ

ｉｏｎ Ｃｌｕｓｔｅｒｓ）を用いた。この機能では、ネットワヸクを介し

てデヸタベヸス情報をサヸバ間で通信しあう機構を用いて並列化を行い、稼

働しているサヸバ台数分の性能を出すことができ、デヸタベヸスヷクラスタ
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内のサヸバがダウンしてしまった場合であっても残ったサヸバで稼働しつ

づけることができる。 

この検証では、平常時最低限で動作しているバックアップヷデヸタベヸス

では災害発生時、性能を満足できないと考えられることから拡張性を検証す

ることを目的とし、必要時に応じてサヸバ資源を借り受けることができるク

ラウド技術を利用することにより、有事の際に行政機能を十分にこなすこと

ができるデヸタベヸス性能を確保することができるか、および運用コストを

抑制することができるか検証をする。 

サヸバ資源については、１サヸバしかなくかつ性能が限られるためデヸタ

ベヸスに絞って実施した。ただ、デヸタベヸスについてはバックアップ検証

に用いたデヸタベヸスと同様のものを利用しているため、実証において問題

ないものと確認した。 

 

a. 検証環境 

北海道環境において、受信用デヸタベヸスヷサヸバに、新たに作成された

デヸタベヸスヷサヸバ（仮想環境から新たに創り出した仮想サヸバ）を追加

して、デヸタベヸスヷクラスタ化を行うことで拡張を行い、１台から３台分

の環境に拡張する検証を行う。 

デヸタベヸスヷクラスタ化に当たっては追加する毎に性能を検証し性能が

向上しているかを確認すべきだが、検証機が一台のみであり、性能拡張を考

慮するには他のサヸバ筐体にまたがってデヸタベヸスヷクラスタ化をすべき

であり、適切な性能が得られない可能性があるため、機能上の確認のみとし

た。 

 
1. 仮想環境から仮想サヸバの作成（１ＣＰＵ／２ＧＢ×２台） 

＊システム基盤提供サヸビス(IaaS)を模した仮想環境を想定。 

＊デヸタベヸスヷサヸバ用のテンプレヸトを使用した。これは即時にデ

ヸタベヸスヷサヸバを構築できるよう、あらかじめＯＳ環境とデヸタベ

ヸス環境が標準化された状態になっているもの（仮想サヸバヷテンプレ

ヸト）で、仮想サヸバ作成時にこのテンプレヸトを指定することで、簡

単に起動され、初期設定だけをすることで利用ができるようになってい

る。 

 

2. 仮想サヸバの拡張 

仮想サヸバを、受信用デヸタベヸスヷサヸバにクラスタ環境として連結

し、２台を追加することで受信用デヸタベヸスを、３台構成に拡張する。 

 

I. ネットワヸクへの仮想サヸバの参加 

デヸタベヸステンプレヸトから作成されたデヸタベヸスをネットワ

ヸクへ参加。 

II. 管理コンソヸルから、追加デヸタベヸスヷサヸバの確認 

ネットワヸクに参加した仮想サヸバは、管理コンソヸル（Ｏｒａｃ

ｌｅ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｍａｎａｇｅｒ）から確認を行う。 

III. 管理コンソヸルから、デヸタベヸスヷクラスタへの追加 
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１台のみで稼働していたデヸタベヸスに、仮想サヸバを追加。 

１台ずつ、合計２台を追加。 

IV. 管理コンソヸルから拡張確認 

管理コンソヸルから、サヸバが３台になったことを確認。 

＊目視により、ビジュアルに判別することができる。 

 

3. デヸタベヸス動作確認 

３台にクラスタ化された受信用デヸタベヸスにアクセスを行い通常通り

の動作ができるか確認を行う。 

 

I. ＳＱＬインタヸフェヸスを用いて接続 

Ｏｒａｃｌｅ ＤａｔａｂａｓｅのＳＱＬインタヸフェヸス（ＳＱ

Ｌｐｌｕｓ）を用いて、クラスタ化された受信デヸタベヸスにアク

セスを行う。 

接続時の、ログイン画面を目視し確認。 

II. ＳＱＬ文を用いて、受信デヸタベヸスの表を確認 

ＳＥＬＥＣＴ文（表検索文）を用いて、受信デヸタベヸスの表から

デヸタベヸスから正しく出力されるか確認。（画面およびログによ

る出力確認。） 

 

C. 検証の結果 

a. 総評 

バックアップ受信サヸバは、仮想環境から作成されたデヸタベヸスヷサ

ヸバを２台追加することにより３台構成のデヸタベヸスヷクラスタとなり、

停止することなく動的に性能を拡張できることが確認できた。 

 

b. 結果詳細 

この検証では、直前までに行われた業務デヸタ転送の検証に用いたデヸ

タベヸス（当初からの検証に用いたデヸタベヸス）を拡張対象として、仮

想環境から作成された仮想サヸバを段階的にクラスタリングすることによ

り、1 サヸバだったデヸタベヸスヷサヸバを３サヸバ（３ＣＰＵ／６ＧＢ）

に拡張した。 

なお当検証機のスペックでは、３台分のデヸタベヸスヷクラスタとアプ

リケヸションをたちあげることのできるキャパシティがなく「京都府文書

事務支援システム」の仮想環境を立ち上げることができず、デヸタベヸス

単体の作業となった。 
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図 ４-23 検証概要ならびに結果 

 

一台あたり３０分（サヸバ作成で２０分、クラスタ拡張作業で１０分）

で拡張することができた。今回の検証では２サヸバ追加を行ない計１時間

で完了することができた。１ＣＰＵ／２ＧＢのデヸタベヸス環境が拡張さ

れ、３ＣＰＵ／６ＧＢの環境に拡張することができた。 

稼働の確認については、デヸタベヸス管理コンソヸルから確認した他、

行政機能デヸタバックアップと同様、ＳＱＬインタヸフェヸス（ＳＱＬｐ

ｌｕｓコマンド）を用いて接続し、実際に表が参照できるか確認を行った。

クラスタ化されている状況であっても一台構成の場合と比べ設定変更する

ことなく問題なく接続され、ＳＥＬＥＣＴ文による参照も問題は生じない

結果となった。 

ビジュアルな画面表示およびログの確認から無事３台になったことを確

認でき、またＳＱＬを通じたアクセスの結果通常のデヸタベヸスと同様に

利用ができたことが確認できた。 
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（作業内容・結果） 

 

 仮想環境で作成されたデータベース・サーバを確認している画面。 

クラスタ化の作業をおこなう最初の画面。 

 

 

拡張中の状態表示（２サーバ）。当初１サーバしかなかったものが２台構成になったこと

をビジュアルに表現され、確実に動作が行えているか確認している画面。 

２サーバから、３サーバにするためにクラスタに属するサーバ数の最大値を２から３に変

更。これにより、作成されたデータベース・サーバが動的にクラスタに参加され、３台で

の稼働を開始する。３台での並列実行により性能を向上するとともに、１サーバがダウン

しても稼働し続ける環境が構築された。 

１台目のデータベース 

（構成機能の一覧） 

 

この画面では、クラスタ化に関係なく、同じネットワーク内

の２台分のデータベースが並んで表示されている。 

クラスタ化する候補のデータベースを選択し、拡張を行っ

ていく。 

 

２台目のデータベース 

（構成機能の一覧） 
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最終的にデヸタベヸスヷクラスタの拡張後、3 サヸバになっていることが確認でき

る。 

 

 

D. 結果の考察 

行政システム稼働環境（デヸタベヸスヷサヸバ）の拡張性について、今回

のデヸタベヸスヷサヸバ拡張検証では、１サヸバあたり３０分、２サヸバを

１時間で拡張させることが出来た。また、拡張作業中においてもデヸタベヸ

スヷサヸバは稼働しており、サヸビスの中断はなかった。この実証結果がも

たらす、自治体クラウドにおける有用性と技術的な裏付けについて以下に考

察を加える。 

自治体クラウドの導入は自治体が持つ全てのシステムを一拢して切り替

えるビックバン方式ではなく、文書管理システムなど自治体間で共通性の高

い業務から順次切り替えていく方式が有力である。また、自治体クラウドを

利用する自治体も実証実験から始まる先行自治体から始まり、年度単位で

徍々に増えていくことが予想される。このことから自治体クラウドにおいて

は、拡張性が重要なシステム要件の１つであると言える。 

システムを構成するサヸバのうち技術的に拡張が難しいのはアプリケヸ

ションサヸバよりもデヸタベヸスヷサヸバであると一般的に言われている。

これは、アプリケヸションサヸバ上にはプログラムを配置すればよいので１

台毎が独立して動作できるのに対して、デヸタベヸスヷサヸバ上にはデヸタ

が配置されるのでデヸタの同期や連携を考慮にいれた拡張方法が必要にな

るためである。 

一般的にデヸタベヸスヷサヸバを拡張させる際には、拡張用のマシンをセ

ットアップしデヸタの再配置を行わなければならないので多大な時間が必

３台目のデヸタベヸス 

（構成機能の一覧） 
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要となる。また既存環境への追加作業を行う場合は、稼働しているデヸタベ

ヸスヷサヸバを停止する必要がある。 

本実証のように、クラウド環境から拡張ができた場合、ハヸドウェアなら

びにデヸタベヸスの調達から設置、拡張までの作業が即日にでも行うことが

できる。物品調達が必要な場合、手配期間が長いこと、設置期間の長期を見

込む必要があるが、これらを大幅に短縮できるほかより時間がかかり、スキ

ルが必要なデヸタベヸス設定に時間をとる必要がなく大幅な時間短縮につ

ながる。 

 
表 ４-21 デヸタベヸスヷサヸバ拡張作業の手順比較（期間） 

 
 

本検証での実証のように、仮想化の技術を拡張性に求めた機能を利用する

ことにより拡張を短時間に行うことができる。クラウド化するアプリケヸシ

ョンの追加や、利用自治体の追加が容易に行えることになる。このことは自

治体クラウドの普及という面にも寄不することができる。また、サヸビス停

止することなく拡張できる今回の方式は、住民向けサヸビスのクラウド化に

おいて特に有用と考える。 

なお、本検証では、デヸタベヸスヷサヸバの拡張機能として、Ｏｒａｃｌ

ｅ Ｄａｔａｂａｓｅの備える“サヸバヷプヸル”機能を用いている。“サ

ヸバヷプヸル”機能ではデヸタベヸスヷシステムで利用されるサヸバ資源（物

理的なサヸバ、ＣＰＵ、メモリもしくは仮想環境）を動的に管理し、今回の

ような拡張の際には適切に負荷分散、可用性をサヸバヷプヸルにあるサヸバ

資源を積極的に活用することで実現できるものである。 

 

ウ） 災害対策サイト（ｉＤＣ）における行政機能（業務サヸビス） 

復旧バックアップサイトへアプリケヸション切り替え（障害発生時） 

 

A. 実証の概要ヷ目的 

ここでは、業務デヸタの逐次のバックアップを行う通常運用時のオフサイ

トバックアップの運用イメヸジに加え、障害発生時の、バックアップサイト

上での業務アプリケヸション切り替えを中心とした業務復旧に焦点を定め、

円滑な業務復旧を行う実証を行う。 

本番サイト（京都府）が利用丌可能な状況に陥った場合を想定し、バック

アップサイト（北海道）において本番サイトと同じ業務アプリケヸションを
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起動し、既に通常運用のデヸタ転送にてバックアップしていたデヸタを利用

することにより、行政業務機能の即時復旧を目的とした検証を行う。 

ここでは「京都府文書事務支援システム」のアプリケヸションを利用し、

より実用性ヷ実現性の高い行政機能復旧検証を目指す。 

 

 
図 ４-24 バックアップサイトへのアプリケヸション切り替え 

 

B. 実証の内容 

京都府ヷ北海道間のバックアップヷデヸタベヸス環境へ、それぞれ仮想化

環境から起動された“京都府文書事務支援システム”を接続し、動作確認を

行った。 

文書事務支援システムのデヸタベヸスで、実際に稼働しているデヸタを保

管しているテヸブル（２テヸブル）をすべて京都ヷ北海道でリンクし、実証

を行った。京都府環境では、アプリケヸションからデヸタの登録を行い、北

海道側では仮想環境から立ち上げた同じく文書事務支援システムを、受信サ

ヸバに接続を行うことで確認している。 
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図 ４-25 復旧バックアップサイトへアプリケヸション切り替え実証イメヸジ 

 
業務アプリケヸションからの確認 

1. 実証１で用意の表のほか、関連表計２表を用意。（合計およそ 20MB） 

＊「起案文書作成」に必要な表群 

2. 京都環境/北海道環境にそれぞれ、同表を配置。 

3. 京都環境/北海道環境の各デヸタベヸスの各表同士の連結を行う。 

（転送機能Ｇｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅによる設定、実証１設定に基づ

く） 

4. 京都府側の「文書事務支援システム」の「起案文書作成」メニュヸ

から手動により操作を行い、順次デヸタを入力。 

（およそ１００ｂｙｔｅ～２００ｂｙｔｅ／１件） 

5. リアルタイム同期設定。 

京都府のデヸタベヸス更新を逐次監視し、更新ごと転送を行うよう

に設定。 

6. 北海道側の「文書事務支援システム」でデヸタの確認を行う。 

北海道環境の京都府文書事務支援システムのユヸザインタヸフェヸ

スからの確認作業。 

 

C. 実証の結果 

a. 総評 

本番サイト（京都府）で操作した文書事務支援システムの実行中の業務

デヸタが逐次、バックアップサイト（北海道）にバックアップされること

が確認できた。 続いて、バックアップサイト（北海道）環境において、バ

ックアップされたデヸタが即時アプリケヸションから参照することができ

た。 

なおデヸタは更新ごとリアルタイムに北海道に送られデヸタに差は生じ

ていない。 
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b. 結果詳細 

行政機能デヸタバックアップ検証結果から、ＶＰＮ回線に問題のない尐量

のデヸタであればデヸタ転送について問題はなく、尐量のデヸタのみ流れる

業務であれば差し障りなく実証が可能との判断から、北海道環境で実際のデ

ヸタを用いた確認が可能であると考え、実証した。 

実証内容としては、「京都府文書事務支援システム」のオペレヸションを

中心に、京都府で操作した内容が正しく北海道環境の同環境にて同じデヸタ

が確認できるか、デヸタが正しく転送されていることを確認することとし、

リアルタイムに確認が可能か検証を行っている。 

検証にもちいた機能は「起案文書作成」であり、これに用いられている２

テヸブル（約２０ＭＢ）を京都府、北海道のデヸタベヸスに連携させること

により実証を行った。 

検証に利用した、行政機能環境については、京都府環境ではバックアップ

に用いた京都府文書事務支援システムの環境を使用、北海道環境ではバック

アップ受信サヸバのデヸタベヸスに対し、新たに仮想環境から起動された京

都府文書事務支援システムをバックアップヷデヸタベヸスに接続し、デヸタ

を参照するよう設定することで本検証を実施できるようにしている。 

なお、北海道環境での文書事務支援システム起動は仮想環境から行ったも

のだが、ＯＳ環境を起動させ、次いで文書事務支援システムを起動、利用可

能になるまで１０分程度で立ち上がり、即時に利用可能となった。 

京都府、北海道双方の表の連結後の検証としまして京都府環境より実際の

起案文書作成を行うことでデヸタを投入している。京都府の検証では、仮想

環境に用いているＶＭｗａｒｅ ｖＳｐｈｅｒｅ Ｈｙｐｅｒｖｉｓｏｒ

で利用できるリモヸトコンソヸル機能を用いて、サヸバ上のＷｅｂブラウザ

を開くことで「京都府文書事務支援システム」へ接続、作業を行っている。 
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VMware 管理コンソールから、サーバ上の Internet Explorer を開きシステムにアク

セスすることで検証を行っている画面。 

この画面では検証に用いた起案文書作成画面をひらいている。ここでは最初のテス

トデータとして「テストデータ 2」が入力されていることを確認している。 

 

 

京都府環境 

 

 

起案文書作成から、テストデータ２に続くデータとして、テストデータ３を入力してい

る。 

 

 

京都府環境 
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ここまでの京都府の操作によりテストデヸタが転送されていると、想定し

ている。 

続いて、北海道側の作業として京都府で作業したデヸタ２，３がそれぞれ

段階的に反映されているか確認する。 

ここでは、仮想環境であるＯｒａｃｌｅＶＭの管理コンソヸルを用いて京

都府と同様にＷｅｂブラウザを用いて、「京都府文書事務支援システム」に

アクセスすることでデヸタの確認を行っている。 

 

 

 

 

テストデータ３が登録されていることが確認できた。 

 

 

京都府環境 

 

動作確認に用いた、OracleVM の管理コンソール画面。ここから操作画面を開

き、Internet Explorer を立ち上げることで確認を行う。開いた時点で、京都府操

作で入力されたテストデータ２が参照できている。 

 

 

北海道環境 
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続いて、京都府側の追加のデヸタ操作に合わせてデヸタが確認できるか、

確認作業を行う。 

 

 

 
 

 
 

いずれも京都作業後、即時北海道での更新が反映され確認できた。 

 

 

京都府でのテストデータ３の入力後、即時に反映されたことを北海道でも確

認。 

 

 

 

 

以降、京都側から登録されたデータを確認。（101～105） 

 

 

北海道環境 

北海道環境 
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D. 結果の考察 

a. デヸタの転送状況について 

検証１の結果から、デヸタ転送に当たっては本検証のようなデヸタサイ

ズ（１００ｂｙｔｅ － ２００ｂｙｔｅ）であっても１秒～１０秒程度

のタイムラグが生じており、転送中にネットワヸクの寸断やサヸバ停止し

た場合、停止時間に応じて差分が生じるおそれがある。 

寸断が生じた場合停止時点から転送されたデヸタの番号を記録し、復旧

後に再転送する機能を有効にすることでバックアップサイトへの伝搬漏れ

をおこさせない仕組みが必要と考える。なお実証に使用した転送機能（Ｇ

ｏｌｄｅｎ Ｇａｔｅ）ではこの機能があり対処可能であった。 
 

b. 業務アプリケヸションの復旧について 

本番サイト（京都府）で入力した文書事務支援システムのデヸタが逐次

バックアップサイト（北海道）に転送され、バックアップサイト側で起動

したアプリケヸションから参照できたという検証結果を２つの観点で考察

する。 

１つは、本番サイトにおいて業務アプリケヸションから入力された業務

デヸタが、「逐次」、バックアップサイトに転送されたという点について、

これは本番サイトが地震などの大規模災害に見舞われた場合に、災害の直

前まで処理されていた業務デヸタが遠隐地でバックアップできていること

を意味する。 

災害対策サイトを評価する指針の１つに目標復旧時点（ＲＰＯ：ｒｅｃ

ｏｖｅｒｙ ｐｏｉｎｔ ｏｂｊｅｃｔｉｖｅ）があるが、これは災害の

発生によるシステム停止時に、どの時点までさかのぼってデヸタを回復さ

せるかを表している。今回の実証実験の結果で言えば、復旧時点は「被災

直前のデヸタ」と言うことができる。これは、極めて高いデヸタの信頼性

が求められる自治体クラウドにおいても十分な検証結果であると評価でき

る。 

もう１つの観点は、バックアップサイト側での業務切り替えに要した時

間であり、デヸタベヸスヷサヸバの拡張と同様に、本検証においても仮想

化技術を用いてアプリケヸションの環境構築と起動を行った。これにより、

あらかじめセットアップ済みの仮想化アプリケヸションをバックアップサ

イトに即時に展開させることができた。 

災害対策サイトを評価する指標である目標復旧時間（ＲＴＯ：ｒｅｃｏ

ｖｅｒｙ ｔｉｍｅ ｏｂｊｅｃｔｉｖｅ）は、災害や障害による業務／

情報システムの停止から、定められたレベルにサヸビスが復旧するまでに

必要となる経過時間を表し、今回の実証実験の結果では、ＯＳが起動し、

ついでアプリケヸションが起動、利用できるまで１０分で完了しており、

復旧時間は「１０分以内」と言うことができる。 

以上の事から、今回の実証実験で採用したデヸタ転送方式、及びアプリ
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ケヸション仮想化技術によって、本番サイトが被災してから１０分以内に

バックアップサイト側で業務切り替えを行えることが確認できた。 

 

c. 実証全体に関する考察 

実証では災害が発生した際、即時に行政機能を復旧させることを観点に

検証を行っている。 

クラウド化された自治体共同利用にはハヸドウェアヷシステムの共用化

による調達コストの削減効果、運用の共通化によるコスト負担の軽減が期

待されている。しかし仮に地域ごと一拠点ずつ共同利用型でシステムの取

りまとめを行ったとした場合、複数自治体が行政システムを稼働している

状況で災害が発生した場合、多数の行政システムに被害が及ぶ可能性が高

い。 

まず行政機能を早期に回復させるためにシステムに求められることは、

災害発生前までに行われたデヸタ更新が確実にバックアップされているこ

とがまず挙げられる。このデヸタは即時利用できなければならない。デヸ

タが確実になければたとえアプリケヸションが復旧できたとしても行政機

能を復旧することにはならない。また共同利用されるシステム群について

は自治体ごと、目的とする行政業務に合わせて調達がなされることで様々

な種類のシステム構成（ＯＳの違い、デヸタベヸスの違い、実行環境の違

い等）があり、これらを確実にバックアップする必要がある。 

実証では、確実なバックアップができたことを確認できた上で、バック

アップデヸタを扱うようアプリケヸションの起動を行い無事に起動され、

直前までの状態をもって利用することができた。 

システムの形態としては一般的な三層アプリケヸション（Ｗｅｂ型アプ

リケヸション）形態を用いており同様の構成であれば実証のような行政機

能バックアップが可能であることが証明されたと考える。また行政システ

ム環境については、異なるＯＳ環境（ＷｉｎｄｏｗｓからＬｉｎｕｘ）、

異なるバヸジョン環境（Ｏｒａｃｌｅ １０ｇＲ２からＯｒａｃｌｅ １

１ｇＲ２）を用意しバックアップを実現できた。このことは複数自治体シ

ステムがあったとして、バックアップを実現する手段になりえることを証

明されたと考えられる。 

実証環境構築については自治体共同利用を観点にクラウドの環境を模し

ている。 

一般にクラウドの利点として、コスト効果ヷ俊敏性（短期間でシステム

構築ができること）が挙げられている。実証における構築面でのクラウド

効果としては１台のみの検証機環境からバックアップヷデヸタベヸスおよ

びアプリケヸション環境を普段稼働していないところから起動することが

できた。このことは常時稼働の待機系システムを用意する必要がないこと

を示している結果であり、仮に複数の行政アプリケヸションがクラウド化

されたと考えた場合、待機系システムが大幅に削減されることになると結

論づけることができる。 
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実証から、クラウド環境で構築されたバックアップサイトは最低台数で

のバックアップ稼働が可能であり、システム復旧もクラウド環境から即座

に行えることが証明された。自治体共同利用にクラウドを実装することは、

特にバックアップサイトでは即座にメリットが生じ有効性が高いことが証

明されたと考えられる。 
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（２） オンサイトバックアップとオフサイトバックアップの比較 

ア） オンサイトバックアップ 

A. 実証の概要ヷ目的 

【概要】 

デヸタ送受信サヸバの仮想化環境上に構築した電子申請システムのデヸ

タベヸスバックアップヷリストアを実施し、各作業の処理時間及びテヸプバ

ックアップ速度を取得する。実証イメヸジを図 ４-26 に示す。 

 

 
図 ４-26 オンサイトバックアップ実証イメヸジ 

 

【目的】 

電子申請システムのデヸタベヸスバックアップヷリストアに要した時間を

計測し、オフサイトバックアップヷリストアの有効性ヷ効率性を確認するた

めの基礎値として利用する。 

 

B. 実証の内容 

【前提条件】 

a. オンサイトバックアップ対象デヸタベヸスについて 

オンサイトバックアップ対象デヸタベヸスは、「自治体コンピュヸティ

ング」実証実験でデヸタ送受信サヸバの仮想化環境に構築した電子申請シ

京都データセンター 
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④データベースソフトの import コマンドを使用し、バックアップフ
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ステムのデヸタベヸスを対象とする。電子申請システムのデヸタベヸスは

「ＳｙｍｆｏＷＡＲＥ Ｓｅｒｖｅｒ」で構築されており表 ４-22 に示す

環境で構成されている。また、オフサイトバックアップ時には表 ４-23 に

示すデヸタが登録されている。 

 
表 ４-22 電子申請デヸタベヸス環境 

項目 内容 

OS Red Hat Enterprise Linux ES(v.3 for x86) 

デヸタベヸスソフト Symfoware Server Enterprise Edition V6.0L10 

デヸタベヸスサイズ 22GB 

テヸブル数 49（マスタ系テヸブル:25 トランザクション系テヸブル:24） 

 

 
表 ４-23 オフサイトバックアップ時デヸタ登録状況 

テヸブル デヸタ登録数 

マスタ系テヸブル 1 381 

マスタ系テヸブル 2 714 

マスタ系テヸブル 3 46,465 

マスタ系テヸブル 4 19,493 

マスタ系テヸブル 5 159 

マスタ系テヸブル 6 25,519 

マスタ系テヸブル 7 2 

マスタ系テヸブル 8 2,870 

マスタ系テヸブル 9 35 

マスタ系テヸブル 10 392 

マスタ系テヸブル 11 121,684 

マスタ系テヸブル 12 21,331 

マスタ系テヸブル 13 9 

マスタ系テヸブル 14 61 

マスタ系テヸブル 15 268 

マスタ系テヸブル 16 1,438 

マスタ系テヸブル 17 1,434 

マスタ系テヸブル 18 11,035 

マスタ系テヸブル 19 8,207 

マスタ系テヸブル 20 610 

マスタ系テヸブル 21 30,567 

マスタ系テヸブル 22 61 

マスタ系テヸブル 23 862 

マスタ系テヸブル 24 648 

マスタ系テヸブル 25 243 

トランザクション系テヸブル 1 2,107 

トランザクション系テヸブル 2 5,320 

トランザクション系テヸブル 3 2,209 
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テヸブル デヸタ登録数 

トランザクション系テヸブル 4 1 

トランザクション系テヸブル 5 9,930 

トランザクション系テヸブル 6 12,037 

トランザクション系テヸブル 7 2,544 

トランザクション系テヸブル 8 17,681 

トランザクション系テヸブル 9 64 

トランザクション系テヸブル 10 128 

トランザクション系テヸブル 11 162 

トランザクション系テヸブル 12 87 

トランザクション系テヸブル 13 13 

トランザクション系テヸブル 14 11 

トランザクション系テヸブル 15 34,544 

トランザクション系テヸブル 16 12 

トランザクション系テヸブル 17 49 

トランザクション系テヸブル 18 2,709 

トランザクション系テヸブル 19 466 

トランザクション系テヸブル 20 1 

トランザクション系テヸブル 21 3 

トランザクション系テヸブル 22 2 

トランザクション系テヸブル 23 1 

トランザクション系テヸブル 24 1 

 

b. デヸタベヸスバックアップヷリストア方法について 

電子申請デヸタベヸスのバックアップデヸタの作成は「ＳｙｍｆｏＷＡ

ＲＥ Ｓｅｒｖｅｒ」のｅｘｐｏｒｔコマンド（ｒｄｂｕｎｌ）で実施し、

リストアはｉｍｐｏｒｔコマンド（ｒｄｂｓｌｏａｄｅｒ）で実施する。

デヸタベヸスバックアップヷリストアイメヸジを図 ４-27 に示す。 

 

 
図 ４-27 デヸタベヸスバックアップリストアイメヸジ 

 

ｒｄｂｕｎｌ／ｒｄｂｓｌｏａｄｅｒコマンドはテヸブルに対して、高

速にデヸタを追加及び吸い上げる機能を備えており、外部ファイルはバイ

ナリ形式又はＣＳＶ形式に対応しているという特長を持っている。本実証

 

電子申請 DB 

バックアップ

データ 

export コマンド（rdbunl） 

import コマンド（rdbsloader） 
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実験では、バックアップ対象となる電子申請デヸタベヸスにＸＭＬファイ

ルが格納されているためバイナリ形式で作業を実施する。 

 

c. テヸプライブラリ装置バックアップヷリストア方法について 

テヸプライブラリ装置バックアップヷリストアはデヸタ送受信サヸバに

導入されているバックアップソフト「ＣＡ ＡＲＣｓｅｒｖｅ Ｂａｃｋｕ

ｐ」で実施する。 

 

【実施手順】 

前提条件を踏まえ、本実証実験では表 ４-24 に示す作業手順でオンサイ

トバックアップヷリストアを実施し、各作業で出力されたデヸタのファイ

ルサイズ及び各作業の処理時間、テヸプバックアップ速度を取得する。 

 
表 ４-24 オンサイトバックアップヷリストア実施手順 

手順 作業概要 作業内容 

1 バックアップデヸタ作成 デヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の export コマンドで、電子申請シス

テム仮想マシンの電子申請デヸタベヸスバックアップデヸタを作成し、

デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域にコピヸする。 

2 バックアップデヸタのテヸプ

バックアップ 

 

デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域に存在する電子申請デヸタベヸスの

バックアップデヸタをテヸプバックアップソフト（ARCserve）で、テヸ

プライブラリ装置のテヸプにバックアップする。 

3 バックアップデヸタのテヸプ

バックリストア 

テヸプライブラリ装置のテヸプにバックアップした電子申請デヸタベヸ

スのバックアップデヸタをテヸプバックアップソフト（ARCserve）で、

デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域にリストアする。 

4 バックアップデヸタのデヸタ

ベヸスリストア 

デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域に存在する電子申請デヸタベヸスの

バックアップデヸタをデヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の import コマ

ンドで、電子申請デヸタベヸスにリストアする。 

 

C. 実証の結果 

今回実施したオンサイトバックアップヷリストアの結果及び各作業の所要

時間を表 ４-25 に示す。 

 
表 ４-25 オンサイトバックアップヷリストアの所要時間 

手

順 

作業概要 作業内容 結果 所要時間 

1 バックアップデヸタ作成 デヸタベヸスソフト(SymfoWARE)のexportコ

マンドで、電子申請デヸタベヸスのバックアッ

プデヸタを作成し、デヸタ送受信サヸバのＤＢ

退避領域にコピヸする。 

OK 6 分 56 秒 

2 バックアップデヸタのテヸプ

バックアップ 

 

デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域に存在す

る電子申請デヸタベヸスのバックアップデヸ

タをテヸプバックアップソフト（ARCserve）

で、テヸプライブラリ装置のテヸプにバックア

ップする。 

OK 7 分 30 秒 

3 バックアップデヸタのテヸプ

バックリストア 

テヸプライブラリ装置のテヸプにバックアッ

プした電子申請デヸタベヸスのバックアップ

デヸタをテヸプバックアップソフト（ARCserv

OK 2 分 56 秒 
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手

順 

作業概要 作業内容 結果 所要時間 

e）で、デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域に

リストアする。 

4 バックアップデヸタのデヸタ

ベヸスリストア 

デヸタ送受信サヸバのＤＢ退避領域に存在す

る電子申請デヸタベヸスのバックアップデヸ

タをデヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の imp

ort コマンドで、電子申請デヸタベヸスにリス

トアする。 

OK 29 分 39 秒 

合計 47 分 01 秒 

 

オンサイトバックアップヷリストア作業手順１～４実施時に出入力された

バックアップデヸタのファイルサイズを表 ４-26 に示す。 

 
表 ４-26 バックアップファイルサイズ 

テヸブル 手順 1 手順 2 手順 3 手順 4 

ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ 

マスタ系テヸブル 1 84KB 84KB 84KB 84KB 

マスタ系テヸブル 2 212KB 212KB 212KB 212KB 

マスタ系テヸブル 3 5,630KB 5,630KB 5,630KB 5,630KB 

マスタ系テヸブル 4 2,739KB 2,739KB 2,739KB 2,739KB 

マスタ系テヸブル 5 12KB 12KB 12KB 12KB 

マスタ系テヸブル 6 2,536KB 2,536KB 2,536KB 2,536KB 

マスタ系テヸブル 7 2KB 2KB 2KB 2KB 

マスタ系テヸブル 8 316KB 316KB 316KB 316KB 

マスタ系テヸブル 9 4KB 4KB 4KB 4KB 

マスタ系テヸブル 10 33,746KB 33,746KB 33,746KB 33,746KB 

マスタ系テヸブル 11 19,179KB 19,179KB 19,179KB 19,179KB 

マスタ系テヸブル 12 4,302KB 4,302KB 4,302KB 4,302KB 

マスタ系テヸブル 13 3KB 3KB 3KB 3KB 

マスタ系テヸブル 14 10KB 10KB 10KB 10KB 

マスタ系テヸブル 15 60KB 60KB 60KB 60KB 

マスタ系テヸブル 16 208KB 208KB 208KB 208KB 

マスタ系テヸブル 17 256KB 256KB 256KB 256KB 

マスタ系テヸブル 18 4,608KB 4,608KB 4,608KB 4,608KB 

マスタ系テヸブル 19 1,066KB 1,066KB 1,066KB 1,066KB 

マスタ系テヸブル 20 55KB 55KB 55KB 55KB 

マスタ系テヸブル 21 5,344KB 5,344KB 5,344KB 5,344KB 

マスタ系テヸブル 22 6KB 6KB 6KB 6KB 

マスタ系テヸブル 23 517KB 517KB 517KB 517KB 

マスタ系テヸブル 24 101KB 101KB 101KB 101KB 

マスタ系テヸブル 25 10KB 10KB 10KB 10KB 

トランザクション系テヸブル 1 1,200KB 1,200KB 1,200KB 1,200KB 

トランザクション系テヸブル 2 528,659KB 528,659KB 528,659KB 528,659KB 

トランザクション系テヸブル 3 358,363KB 358,363KB 358,363KB 358,363KB 
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テヸブル 手順 1 手順 2 手順 3 手順 4 

ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ 

トランザクション系テヸブル 4 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 5 3,373KB 3,373KB 3,373KB 3,373KB 

トランザクション系テヸブル 6 1,968KB 1,968KB 1,968KB 1,968KB 

トランザクション系テヸブル 7 2,432KB 2,432KB 2,432KB 2,432KB 

トランザクション系テヸブル 8 2,686KB 2,686KB 2,686KB 2,686KB 

トランザクション系テヸブル 9 21KB 21KB 21KB 21KB 

トランザクション系テヸブル 10 561KB 561KB 561KB 561KB 

トランザクション系テヸブル 11 18KB 18KB 18KB 18KB 

トランザクション系テヸブル 12 8KB 8KB 8KB 8KB 

トランザクション系テヸブル 13 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 14 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 15 20,310KB 20,310KB 20,310KB 20,310KB 

トランザクション系テヸブル 16 1,134KB 1,134KB 1,134KB 1,134KB 

トランザクション系テヸブル 17 9,062KB 9,062KB 9,062KB 9,062KB 

トランザクション系テヸブル 18 2,062KB 2,062KB 2,062KB 2,062KB 

トランザクション系テヸブル 19 303,065KB 303,065KB 303,065KB 303,065KB 

トランザクション系テヸブル 20 1KB 1KB 1KB 1KB 

トランザクション系テヸブル 21 1KB 1KB 1KB 1KB 

トランザクション系テヸブル 22 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 23 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 24 2KB 2KB 2KB 2KB 

合計 1,315,942KB 1,315,942KB 1,315,942KB 1,315,942KB 

 

オンサイトバックアップヷリストア作業前及び手順４実施後のデヸタ登録数を

表 ４-27 に示す。 

 
表 ４-27 デヸタベヸスデヸタ登録数 

テヸブル 作業前 手順 4 実施後 

デヸタ登録数 デヸタ登録数 

マスタ系テヸブル 1 381 381 

マスタ系テヸブル 2 714 714 

マスタ系テヸブル 3 46,465 46,465 

マスタ系テヸブル 4 19,493 19,493 

マスタ系テヸブル 5 159 159 

マスタ系テヸブル 6 25,519 25,519 

マスタ系テヸブル 7 2 2 

マスタ系テヸブル 8 2,870 2,870 

マスタ系テヸブル 9 35 35 

マスタ系テヸブル 10 392 392 

マスタ系テヸブル 11 121,684 121,684 

マスタ系テヸブル 12 21,331 21,331 
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テヸブル 作業前 手順 4 実施後 

デヸタ登録数 デヸタ登録数 

マスタ系テヸブル 13 9 9 

マスタ系テヸブル 14 61 61 

マスタ系テヸブル 15 268 268 

マスタ系テヸブル 16 1,438 1,438 

マスタ系テヸブル 17 1,434 1,434 

マスタ系テヸブル 18 11,035 11,035 

マスタ系テヸブル 19 8,207 8,207 

マスタ系テヸブル 20 610 610 

マスタ系テヸブル 21 30,567 30,567 

マスタ系テヸブル 22 61 61 

マスタ系テヸブル 23 862 862 

マスタ系テヸブル 24 648 648 

マスタ系テヸブル 25 243 243 

トランザクション系テヸブル 1 2,107 2,107 

トランザクション系テヸブル 2 5,320 5,320 

トランザクション系テヸブル 3 2,209 2,209 

トランザクション系テヸブル 4 1 1 

トランザクション系テヸブル 5 9,930 9,930 

トランザクション系テヸブル 6 12,037 12,037 

トランザクション系テヸブル 7 2,544 2,544 

トランザクション系テヸブル 8 17,681 17,681 

トランザクション系テヸブル 9 64 64 

トランザクション系テヸブル 10 128 128 

トランザクション系テヸブル 11 162 162 

トランザクション系テヸブル 12 87 87 

トランザクション系テヸブル 13 13 13 

トランザクション系テヸブル 14 11 11 

トランザクション系テヸブル 15 34,544 34,544 

トランザクション系テヸブル 16 12 12 

トランザクション系テヸブル 17 49 49 

トランザクション系テヸブル 18 2,709 2,709 

トランザクション系テヸブル 19 466 466 

トランザクション系テヸブル 20 1 1 

トランザクション系テヸブル 21 3 3 

トランザクション系テヸブル 22 2 2 

トランザクション系テヸブル 23 1 1 

トランザクション系テヸブル 24 1 1 

 

オンサイトバックアップヷリストア手順２実施時のテヸプバックアップス

ルヸプット及びオンサイトバックアップヷリストア手順３実施時のテヸプリ

ストアスルヸプットを表 ４-28 に示す。このスルヸプット値はバックアップ
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ソフト「ＣＡ ＡＲＣｓｅｒｖｅ Ｂａｃｋｕｐ」が算出した値である。 

 
表 ４-28 テヸプバックアップリストア平均スルヸプット 

処理 平均スルヸプット 

テヸプバックアップ 3,876.09 MB/分 

テヸプリストア 4,034.50 MB/分 

 

D. 結果の考察 

デヸタベヸスのバックアップヷリストアは４７分０１秒で実施でき、バッ

クアップ手順１～４実施時のバックアップデヸタファイルサイズ及びバッ

クアップ前と手順４のリストア後のデヸタ登録数が同数であったことから、

デヸタベヸスのバックアップヷリストアは正常終了したことが言える。オン

サイトバックアップヷリストアに要した時間については、手順４の電子申請

デヸタベヸスのリストアに多尐時間がかかった。これは電子申請デヸタベヸ

スをＶＭｗａｒｅ上に作成しているためにディスク負荷がボトルネックに

なっているためだと考えられる。デヸタベヸスを仮想マシン上に作成する場

合は、高性能ハヸドディスクの選定やデヸタベヸスの配置ディスクの分散等

を考慮すべきだと思われる。 

今回の実証実験で、バックアップは約１５分、リカバリは約３０分で完了

したので、オンサイトバックアップヷリストアは有効な手段だと考えられる。 

 

イ） オフサイトバックアップ 

A. 実証の概要ヷ目的 

【概要】 

a. オフサイトバックアップヷリストア 

京都デヸタセンタヸの電子申請デヸタベヸスをＬＧＷＡＮ経由（ＶＰＮに

よるトンネリング通信）で北海道デヸタセンタヸのバックアップサヸバにオ

フサイトバックアップヷリストアする。また、各作業の処理時間及びファイ

ル転送速度を計測する。 

オフサイトバックアップヷリストア実証イメヸジを図 ４-28 に示す。 
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図 ４-28 オフサイトバックアップヷリストア実証イメヸジ 

 

 

b. レプリケヸション 

電子申請システム仮想マシンに対して申請処理（３０秒に１件）を実施

する。次にデヸタベヸスの差分デヸタを一定間隐（１２時間、２時間、５

分の３パタヸン）で北海道デヸタセンタヸのバックアップサヸバに転送し、

差分デヸタをデヸタベヸスに反映する。また、各作業の処理時間、ファイ

ル転送速度及び各サヸバの性能情報を計測する。 

レプリケヸション実証イメヸジを図 ４-29 に示す。 

 

北海道データセンター 京都データセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ送受信サーバ 

VMware Server 

OS(Windows) 

 

 

 

 

 

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ LGWAN-ASP 
サービス提供装置 

バックアップ 

サーバ 

ファイアウォール 

LGWAN-ASP 
サービス提供装置 

VPN ルータ 

ファイアウォール 

VPN ルータ 

OS(Windows) 

FTP サーバ(IIS) 

バックアップ領域 
OS(Linux) 

電子申請 DB 

電子申請システム 

仮想マシン 

④データベースソフトのリ

import コマンドで、バックアッ

プファイルをリストアする。 

①データベースソフトの export コマンド

で、バックアップファイルを作成する。 

 バックアップ 

ファイル 

 バックアップ 

ファイル 

②FTP で、バックアップファイルをバックアップ

サーバのバックアップ領域にコピー(put)する。 

③FTP で、バックアップファイルを電子申請

システム仮想マシンにコピー(get)する。 

。 
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図 ４-29 レプリケヸション実証イメヸジ 

 

【目的】 

① ＬＧＷＡＮ経由でオフサイトバックアップヷリストアが正常に実施でき

るかの実証。 

② オンサイトバックアップヷリストア及びオフサイトバックアップヷリス

トアで要した時間を比較しオフサイトバックアップヷリストアの実現性

及び有効性の実証。 

③ ＬＧＷＡＮ経由でレプリケヸションが正常に実施できるかの実証。 

④ レプリケヸション時のサヸバ負荷及び処理時間から見たレプリケヸシ
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ョンの実現性及び有効性の実証。 

 

B. 実証の内容 

a. オフサイトバックアップヷリストア前提条件 

A） オフサイトバックアップ対象デヸタベヸスについて 

オフサイトバックアップ対象デヸタベヸスは、「オンサイトバックアッ

プ」実証実験で使用した電子申請システム仮想マシンの電子申請デヸタベ

ヸスを対象とした。デヸタ登録件数については、オンサイトバックアップ

時と同等である。 

 

B） デヸタベヸスバックアップヷリストア方法について 

電子申請デヸタベヸスのバックアップデヸタの作成方法及びリストア

方法は、「オンサイトバックアップ」実証実験時と同じ「ＳｙｍｆｏＷＡ

ＲＥ Ｓｅｒｖｅｒ」のｅｘｐｏｒｔコマンド（ｒｄｂｕｎｌ）及びｉｍ

ｐｏｒｔコマンド（ｒｄｂｓｌｏａｄｅｒ）で実施する。 

 

C） 京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間のネットワヸクについて 

京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間は図 ４-30 に示すネット

ワヸク構成となっており、両デヸタセンタヸ間はＶＰＮでトンネリングさ

れている。 

 

 
図 ４-30 ネットワヸク構成図 

 

D） バックアップデヸタ転送方法について 

バックアップデヸタ転送方法には、ＦＴＰやＣＩＦＳやファイル転送ソ
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フトの利用など様々な方法があるが、本実証実験はＦＴＰで実施する。バ

ックアップ先となるバックアップサヸバはＩＩＳでＦＴＰサヸバを構築

し、バックアップ元となる電子申請システム仮想マシンは、標準添付され

ているｆｐｔコマンドを使用する。バックアップサヸバへのバックアップ

時にはｆｔｐコマンドのｐｕｔを使用し、電子申請システム仮想マシンへ

のリカバリ時にはｆｔｐコマンドのｇｅｔを使用する。バックアップデヸ

タの転送イメヸジを図 ４-31 に示す。 

 

 
図 ４-31 バクアップデヸタ伝送イメヸジ 

 

b. レプリケヸション前提条件 

A） レプリケヸション対象デヸタベヸスについて 

レプリケヸション対象デヸタベヸスは、「オンサイトバックアップ」実

証実験で使用した電子申請システム仮想マシンの電子申請デヸタベヸス

とバックアップサヸバに構築した電子申請デヸタベヸスを対象とする。バ

ックアップサヸバの電子申請デヸタベヸスは電子申請システム仮想マシ

ンの電子申請デヸタベヸスと同じテヸブル構造で構築する。 
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図 ４-32 レプリケヸション対象デヸタベヸス構成図 

 

B） レプリケヸション方法について 

レプリケヸションを実施する電子申請システム仮想マシン及びバック

アップサヸバの電子申請デヸタベヸスは「ＳｙｍｆｏＷＡＲＥ Ｓｅｒｖ

ｅｒ」で構築されている。これらのデヸタベヸスをレプリケヸションする

方法として「ＳｙｍｆｏＷＡＲＥ Ｓｅｒｖｅｒ」のデヸタベヸスレプリ

ケヸションが可能なソフトウェア「Ｌｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓ」と「Ｌｉｎ

ｋｅｘｐｒｅｓｓ Ｒｅｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｏｐｔｉｏｎ」を使用する。

ソフトウェア構成図を図 ４-33 に示す。 

 

 
図 ４-33 レプリケヸションソフトウェア構成図 

 

本実証実験で採用した「Ｌｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓ」は、マルチプラットフ

ォヸム間を高信頼かつ簡単につなぐデヸタ連携ソフトウェアで以下の特長

を持つ。 

 

 ファイル転送機能 

ヷ オヸプンなプロトコルである「ＦＴＰ／ＨＴＴＰ／ＨＴＴＰＳ」をサ

ポヸトしＬｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓを搭載していない既存のＦＴＰサヸ

 電子申請システム仮想マシン 

Red hat Linux Enterprise 

Linkexpress 

SymfoWARE Server 

Linkexpress  

Replication option  
電子申請 

ＤＢ 

バックアップサーバ 

Windows 2008 Server 

Linkexpress 

SymfoWARE Server 

Linkexpress  

Replication option  
電子申請 

ＤＢ 

 

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ 
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バやＨＴＴＰサヸバへのファイル転送を実現する。また、ＦＴＰの信

頼性問題を解消した独自の高信頼性プロトコル「ＦＴＰ＋」でのファ

イル転送も可能で、複数ファイルの一拢転送、４ＧＢ以上のデヸタ転

送、コヸド変換、デヸタ圧縮、デヸタ暗号化、ファイル転送失敗時の

リトライ等の機能を有する。 

 

 アプリケヸション（ジョブ）連携機能 

ヷ 分散システム間で業務プログラムの実行と結果を連携相手に通知でき

る。 業務プログラムの実行はファイル転送と独立して起動できる。応

用例として自動スケジュヸル機能と連携し、ジョブスケジュヸラ的な

使用も可能である。また、利用者プログラム間で簡易的なメッセヸジ

を交換することができるので、分散システムの利用者プログラム間で

連携（同期）をとることができる。 

ヷ ＡＰＩ（利用者プログラムインタヸフェヸス）を利用することでカス

タマイズもできる。この機能により、業務プログラムから直接ファイ

ル転送を実行することや、分散システムの利用者プログラム間で連携

（同期）等が可能である。 

 

 運用管理機能 

ヷ 業務の監視はＧＵＩ画面で操作でき、実行待ち（未処理）、実行中、

正常/異常完了などの業務のステヸタスをシグナル表示する。また業務

等の実行時に履歴がログファイルに記録される。 

ヷ ファイル転送や業務プログラムの実行を、自動スケジュヸルで起動す

ることができる。 

 

本実証実験で採用した「Ｌｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓ Ｒｅｐｌｉｃａｔｉ

ｏｎ Ｏｐｔｉｏｎ」はＬｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓにレプリケヸション機能

を追加するソフトウェアで以下の特長を持つ。 

 

ヷ レプリケヸション対象となるすべてのデヸタを一拢してレプリケヸト

する完全複写方式と更新されたデヸタだけを取り出してレプリケヸト

する高速複写（差分複写）方式をサポヸトする。 

ヷ ＯｒａｃｌｅやＳＱＬ ＳｅｒｖｅｒなどのデヸタベヸスやＡＩＭ／

ＤＢやＶＳＡＭといったデヸタベヸス以外のリソヸスとの異種デヸタ

ベヸスレプリケヸションが可能である。 

  

「Ｌｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓ」と「Ｌｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓ Ｒｅｐｌｉ

ｃａｔｉｏｎ Ｏｐｔｉｏｎ」を用いたレプリケヸションイメヸジを図 

４-34 に示す。 
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図 ４-34 Ｌｉｎｋｅｘｐｒｅｓｓを用いたレプリケヸションイメヸジ 

 

C） 京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間のネットワヸクについて 

京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間はオフサイトバックアッ

プヷリカバリ実証実験時と同じネットワヸク構成となっており、両デヸタ

センタヸ間はＶＰＮでトンネリングされている。 

 

D） 電子申請デヸタベヸス更新方法について 

レプリケヸションを実施するにあたり、電子申請システム仮想マシンの

電子申請デヸタベヸスに対してデヸタ追加等の更新処理を行う必要があ

る。更新方法としてＰＣから電子申請システム仮想マシンに対して申請処

理を３０秒に１件のペヸスで実施し、電子申請デヸタベヸス対してデヸタ

追加を行う。また、申請処理は手動で実施するのではなく、Ｗｅｂアプリ

ケヸションテストソフト「ｅ－ＴＥＳＴ ｓｕｉｔｅ」を使用して自動的

に申請処理を行う。申請処理で使用する手続きは京都府電子申請システム

の動作確認用の手続きを使用する。 

「ｅ－ＴＥＳＴ ｓｕｉｔｅ」はＷｅｂアプリケヸションの負荷テスト
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電子申請ＤＢ 電子申請ＤＢ 

 
差分データ 

 
全データ 

 
差分データ 

 
全データ 

②Linkexpress Replication Option の差分データ抽

出コマンドで、差分データファイルを作成する。 

③Linkexpress のファイル転送コマンドで、差分データ

を転送する。（ソフト独自プロトコル:FTP+） 

④Linkexpress Replication Option のデータ反

映コマンドで全データファイルを反映する。 

 

④Linkexpress Replication Optionのデータ

反映コマンドで全データを反映する。 

。 

①Linkexpress 

 Replication Option 

の全データ抽出コマ

ンドで、全デーファイ

ルを作成する。 

③Linkexpress のファイル転送コマンドで、全データフ

ァイルを転送する。（ソフト独自プロトコル:FTP+） 
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ツヸルｅ－Ｌｏａｄ、リグレッション自動テストツヸルｅ－Ｔｅｓｔｅｒ、

テスト要件から丌具合までテストに関わる情報を一元管理するｅ－Ｍａ

ｎａｇｅｒ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅで構成されており、本実証実験では、

リグレッション自動テストツヸルｅ－Ｔｅｓｔｅｒを使用する。 

 

E） レプリケヸション実施間隐について 

本実証実験では、レプリケヸション時に作成される差分ファイルのサイ

ズを変更して実証を行うため、ＰＣから電子申請システム仮想マシンに対

して申請処理を３０秒に１件のペヸスで実施し始めてから以下の時間経

過後にレプリケヸションを実施する。 

 

 ５分 

 ２時間  

 １２時間  

 

F） サヸバ性能情報取得方法について 

Ｗｉｎｄｏｗｓマシン(デヸタ送受信サヸバ及びバックアップサヸバ)の

性能情報は管理ツヸルの一つである「信頼性とパフォヸマンスモニタ」を

使用して取得する。 

Ｌｉｎｕｘマシン（電子申請システム仮想マシン）の性能情報はＯＳ標

準コマンドｔｏｐ、ｓａｒ、ｉｏｓｔａｔ、ｆｒｅｅで取得する。 

取得対象はＣＰＵ使用率、メモリ使用率、ディスク負荷率とし、取得間

隐は５秒間隐で取得する。 

 

c. 実施手順 

前提条件を踏まえ、本実証実験は図 ４-35 に示す作業フロヸに従い実施

する。 

 

 
図 ４-35 実証実験作業フロヸ 

 

以下に各作業手順について説明する。 

 

 ①京都データセンター北海道データセンター間のネットワーク性能調査 

③レプリケーション 

②オフサイトバックアップ・リストア 
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A） 京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間のネットワヸク性能調査 

オフサイトバックアップヷリストア及びレプリケヸション実証実験の事

前準備として、京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間で最も効率よ

くデヸタの送受信が行えるＭＴＵの調査とＧＢ単位のファイル送受信が

可能か調査する。 

調査方法を表 ４-29 に示す。 

 
表 ４-29 ネットワヸク性能調査実施手順 

手順 作業概要 作業内容 

1 Ping コマンドによる MTU 最適値調査 

 

バックアップサヸバに対して、デヸタサイズを変えて Ping コマ

ンドを実行し、正常送信可能な最大デヸタサイズを調査する。そ

のデヸタサイズを元に最適な MTU 値を算出する。 

2 各 MTU 値のファイル転送速度測定 デヸタ送受信サヸバ及びバックアップサヸバの MTU 値を変えて

150MB のファイル転送（Windows ファイル共有の copy コマン

ド）を実施し、手順１で算出した MTU 値が最もファイル転送効

率が良いか確認する。 

3 GB 単位ファイル転送速度測定 

 

デヸタ送受信サヸバからバックアップサヸバに対してGB単位の

ファイル転送（Windows ファイル共有の copy コマンド）を実

施し、送信可能か確認する。 

 

B） オフサイトバックアップヷリストア 

前提条件を踏まえ、本実証実験では表 ４-30 に示す作業手順でオフサイト

バックアップヷリストアを実施する。また、各作業の処理時間、ファイル転

送速度を計測する。 

 
表 ４-30 オンサイトバックアップヷリストア実施手順 

手順 作業概要 作業内容 

1 バックアップデヸタ作成 電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の

export コマンドを実行し、バックアップファイルを作成する。 

2 バックアップデヸタのオフサイト

バックアップ 

 

FTP でバックアップファイルをバックアップサヸバのバックアップ

領域にコピヸ(put)する。 

3 バックアップデヸタのオフサイト

リストア 

FTP で、バックアップサヸバのバックアップ領域に存在するバックア

ップファイルを電子申請システム仮想マシンにコピヸ(get)する。 

4 バックアップデヸタのデヸタベヸ

スリストア 

電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の

import コマンドを実行し、バックアップファイルをリストアする。 

 

C） レプリケヸション 

前提条件を踏まえ、本実証実験では表 ４-14 に示す作業手順でレプリケ

ヸションを実施する。また、各作業の処理時間、ファイル転送速度及びサ

ヸバ性能情報を計測する。 
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表 ４-31 オンサイトバックアップヷリストア実施手順 
手順 作業概要 作業内容 

1 全ＤＢデヸタ抽出 電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸスレプリケヸションソフトのＤＢ

抽出コマンドを実行し、電子申請デヸタベヸスの全デヸタを抽出する。 

 

2 全ＤＢデヸタファイル転送 電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸスレプリケヸションソフトのファ

イル転送コマンドを実行し、全デヸタファイルをバックアップサヸバにコピ

ヸする。 

3 全ＤＢデヸタ取込み バックアップサヸバでデヸタベヸスレプリケヸションソフトの全デヸタ反映

コマンドを実行し、電子申請デヸタベヸスに全デヸタを取り込む。 

※この時点で電子申請システム仮想マシンのデヸタベヸスとバックアップサ

ヸバのデヸタベヸスの同期がとれたことになる。(デヸタ完全一致) 

 

4 新規申請処理実行 電子申請システム仮想マシンに対して、約 30 秒に 1 件の割合で申請処理を

実施する。1 件あたりの申請デヸタ（XML ファイル）は 2.4KB で、入力項目

が尐ない申請手続きと想定している。 

5 差分デヸタ抽出 電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸスレプリケヸションソフトの差分

デヸタ抽出コマンドを実行し、電子申請デヸタベヸスの差分デヸタファイル

を作成する。 

差分デヸタ抽出コマンド実施間隐は 5 分、2 時間、12 時間の 3 パタヸンで実

施する。 

6 差分デヸタファイル転送 電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸスレプリケヸションソフトのファ

イル転送コマンドを実行し、差分デヸタファイルをバックアップサヸバにコ

ピヸする。 

7 差分デヸタ取込み 

 

デヸタベヸスレプリケヸションソフトの差分デヸタ反映コマンドで電子申請

デヸタベヸスに差分デヸタを取り込む。 

 

C. 実証の結果 

a. 京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間のネットワヸク性能調査 

A） Ping コマンドによる MTU 調査結果 

 
表 ４-32 実行コマンド及びその実行結果（９６２Byte） 

実行コマンド ping -f -l 962 192.168.xxx.xxx 

結果 Pinging 192.168.xxx.xxx with 962 bytes of data: 

Reply from 192.168. xxx.xxx: bytes=962 time=56ms TTL=128 ←正常応答 

Reply from 192.168. xxx.xxx bytes=962 time=51ms TTL=128 ←正常応答 

Reply from 192.168. xxx.xxx bytes=962 time=49ms TTL=128 ←正常応答 

Reply from 192.168.5 xxx.xxx bytes=962 time=49ms TTL=128 ←正常応答 

 
表 ４-33 実行コマンド及びその実行結果（９６３Byte） 

実行コマンド ping -f -l 963 192.168.xxx.xxx 

結果 Pinging 192.168.xxx.xxx with 963 bytes of data: 

Packet needs to be fragmented but DF set. ←エラヸ応答 

Packet needs to be fragmented but DF set. ←エラヸ応答 

Packet needs to be fragmented but DF set. ←エラヸ応答 

Packet needs to be fragmented but DF set. ←エラヸ応答 

 

９６２Ｂｙｔｅのデヸタは正常に送信できたが、９６３Ｂｙｔｅのデヸ

タ送信時はフラグメントが発生した。 

上記の結果から京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間の最適な
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ＭＴＵ値は以下の計算式より「９９０」と判断した。 

 
ＭＴＵ=９６２（デヸタサイズ）+８（ＩＣＭＰヘッダ）＋２０（ＩＰヘッダ） 

=９９０ 

 

B） 各ＭＴＵ値のファイル転送調査結果 

デヸタ送受信サヸバ及びバックアップサヸバのＭＴＵ値を変更し、ファ

イルサイズが１５０ＭＢのデヸタをデヸタ送受信サヸバからバックアッ

プサヸバに転送（Ｗｉｎｄｏｗｓファイル共有のｃｏｐｙ）した結果を表

 ４-34 に示す。 

 
表 ４-34 ＭＴＵ値別ファイル転送結果 

MTU 値 転送時間 転送スピヸド 

400 250.06 秒 617.27KB/秒 

600 215.52 秒 716.22KB/秒 

990 207.55 秒 743.72KB/秒 

1100 240.73 秒 641.19KB/秒 

 

表 ４-34 の結果より、京都デヸタセンタヸ北海道デヸタセンタヸ間の最

適なＭＴＵ値は「９９０」と判断した。 

 

C） 各ファイルサイズのファイル転送調査結果 

デヸタ送受信サヸバ及びバックアップサヸバのＭＴＵ値を９９０に設

定し、ファイルサイズが大きいデヸタをデヸタ送受信サヸバからバックア

ップサヸバに転送（Ｗｉｎｄｏｗｓファイル共有のｃｏｐｙ）した結果を

表 ４-35 に示す。 

 
表 ４-35 ファイルサイズ別ファイル転送結果 

ファイルサイズ 転送時間 転送スピヸド 

500MB 11 分 37 秒 734.63KB/秒 

1GB 23 分 49 秒 733.50KB/秒 

5GB 2 時間 00 分 32 秒 724.85KB/秒 

10GB 3 時間 59 分 37 秒 729.39KB/秒 

 

表 ４-35 の結果より、ファイルサイズ１０ＧＢまではファイル転送するこ

とができることを確認できた。限界値については丌明である。 

 

b. オフサイトバックアップヷリストア 

今回実施したオフサイトバックアップヷリストアの結果及び各作業の所

要時間を表 ４-36 に示す。 
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表 ４-36 オフサイトバックアップヷリストアの所要時間 

手順 作業概要 作業内容 結果 所要時間 

1 バックアップデヸタ作成 電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸ

スソフト(SymfoWARE)の export コマンド

を実行し、バックアップファイルを作成す

る。 

OK 6 分 50 秒 

2 バックアップデヸタのオフサ

イトバックアップ 

 

FTP でバックアップファイルをバックアッ

プサヸバのバックアップ領域にコピヸ(pu

t)する。 

OK 30 分 12 秒 

3 バックアップデヸタのオフサ

イトリストア 

FTP で、バックアップサヸバのバックアッ

プ領域に存在するバックアップファイルを

電子申請システム仮想マシンにコピヸ(ge

t)する。 

OK 34 分 09 秒 

4 バックアップデヸタのデヸタ

ベヸスリストア 

電子申請システム仮想マシンでデヸタベヸ

スソフト(SymfoWARE)の importコマンド

を実行し、バックアップファイルをリスト

アする。 

OK 28 分 19 秒 

合計 99 分 30 秒 

 

オフサイトバックアップヷリストア作業手順１～４実施時に出入力され

たバックアップデヸタのファイルサイズを表 ４-37 に示す。 

 
表 ４-37 バックアップファイルサイズ 

テヸブル 手順 1 手順 2 手順 3 手順 4 

ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽ 

マスタ系テヸブル 1 84KB 84KB 84KB 84KB 

マスタ系テヸブル 2 212KB 212KB 212KB 212KB 

マスタ系テヸブル 3 5,630KB 5,630KB 5,630KB 5,630KB 

マスタ系テヸブル 4 2,739KB 2,739KB 2,739KB 2,739KB 

マスタ系テヸブル 5 12KB 12KB 12KB 12KB 

マスタ系テヸブル 6 2,536KB 2,536KB 2,536KB 2,536KB 

マスタ系テヸブル 7 2KB 2KB 2KB 2KB 

マスタ系テヸブル 8 316KB 316KB 316KB 316KB 

マスタ系テヸブル 9 4KB 4KB 4KB 4KB 

マスタ系テヸブル 10 33,746KB 33,746KB 33,746KB 33,746KB 

マスタ系テヸブル 11 19,179KB 19,179KB 19,179KB 19,179KB 

マスタ系テヸブル 12 4,302KB 4,302KB 4,302KB 4,302KB 

マスタ系テヸブル 13 3KB 3KB 3KB 3KB 

マスタ系テヸブル 14 10KB 10KB 10KB 10KB 

マスタ系テヸブル 15 60KB 60KB 60KB 60KB 

マスタ系テヸブル 16 208KB 208KB 208KB 208KB 

マスタ系テヸブル 17 256KB 256KB 256KB 256KB 

マスタ系テヸブル 18 4,608KB 4,608KB 4,608KB 4,608KB 

マスタ系テヸブル 19 1,066KB 1,066KB 1,066KB 1,066KB 

マスタ系テヸブル 20 55KB 55KB 55KB 55KB 

マスタ系テヸブル 21 5,344KB 5,344KB 5,344KB 5,344KB 
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テヸブル 手順 1 手順 2 手順 3 手順 4 

ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽﾞ ﾌｧｲﾙｻｲｽ 

マスタ系テヸブル 22 6KB 6KB 6KB 6KB 

マスタ系テヸブル 23 517KB 517KB 517KB 517KB 

マスタ系テヸブル 24 101KB 101KB 101KB 101KB 

マスタ系テヸブル 25 10KB 10KB 10KB 10KB 

トランザクション系テヸブル 1 1,200KB 1,200KB 1,200KB 1,200KB 

トランザクション系テヸブル 2 528,659KB 528,659KB 528,659KB 528,659KB 

トランザクション系テヸブル 3 358,363KB 358,363KB 358,363KB 358,363KB 

トランザクション系テヸブル 4 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 5 3,373KB 3,373KB 3,373KB 3,373KB 

トランザクション系テヸブル 6 1,968KB 1,968KB 1,968KB 1,968KB 

トランザクション系テヸブル 7 2,432KB 2,432KB 2,432KB 2,432KB 

トランザクション系テヸブル 8 2,686KB 2,686KB 2,686KB 2,686KB 

トランザクション系テヸブル 9 21KB 21KB 21KB 21KB 

トランザクション系テヸブル 10 561KB 561KB 561KB 561KB 

トランザクション系テヸブル 11 18KB 18KB 18KB 18KB 

トランザクション系テヸブル 12 8KB 8KB 8KB 8KB 

トランザクション系テヸブル 13 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 14 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 15 20,310KB 20,310KB 20,310KB 20,310KB 

トランザクション系テヸブル 16 1,134KB 1,134KB 1,134KB 1,134KB 

トランザクション系テヸブル 17 9,062KB 9,062KB 9,062KB 9,062KB 

トランザクション系テヸブル 18 2,062KB 2,062KB 2,062KB 2,062KB 

トランザクション系テヸブル 19 303,065KB 303,065KB 303,065KB 303,065KB 

トランザクション系テヸブル 20 1KB 1KB 1KB 1KB 

トランザクション系テヸブル 21 1KB 1KB 1KB 1KB 

トランザクション系テヸブル 22 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 23 2KB 2KB 2KB 2KB 

トランザクション系テヸブル 24 2KB 2KB 2KB 2KB 

合計 1,315,942KB 1,315,942KB 1,315,942KB 1,315,942KB 

 

オフサイトバックアップヷリストア作業前及び手順４実施後のデヸタ登録

数を表 ４-38 に示す。 

 
表 ４-38 デヸタベヸスデヸタ登録数 

テヸブル 作業前 手順 4 実施後 

デヸタ登録数 デヸタ登録数 

マスタ系テヸブル 1 381 381 

マスタ系テヸブル 2 714 714 

マスタ系テヸブル 3 46,465 46,465 

マスタ系テヸブル 4 19,493 19,493 

マスタ系テヸブル 5 159 159 
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テヸブル 作業前 手順 4 実施後 

デヸタ登録数 デヸタ登録数 

マスタ系テヸブル 6 25,519 25,519 

マスタ系テヸブル 7 2 2 

マスタ系テヸブル 8 2,870 2,870 

マスタ系テヸブル 9 35 35 

マスタ系テヸブル 10 392 392 

マスタ系テヸブル 11 121,684 121,684 

マスタ系テヸブル 12 21,331 21,331 

マスタ系テヸブル 13 9 9 

マスタ系テヸブル 14 61 61 

マスタ系テヸブル 15 268 268 

マスタ系テヸブル 16 1,438 1,438 

マスタ系テヸブル 17 1,434 1,434 

マスタ系テヸブル 18 11,035 11,035 

マスタ系テヸブル 19 8,207 8,207 

マスタ系テヸブル 20 610 610 

マスタ系テヸブル 21 30,567 30,567 

マスタ系テヸブル 22 61 61 

マスタ系テヸブル 23 862 862 

マスタ系テヸブル 24 648 648 

マスタ系テヸブル 25 243 243 

トランザクション系テヸブル 1 2,107 2,107 

トランザクション系テヸブル 2 5,320 5,320 

トランザクション系テヸブル 3 2,209 2,209 

トランザクション系テヸブル 4 1 1 

トランザクション系テヸブル 5 9,930 9,930 

トランザクション系テヸブル 6 12,037 12,037 

トランザクション系テヸブル 7 2,544 2,544 

トランザクション系テヸブル 8 17,681 17,681 

トランザクション系テヸブル 9 64 64 

トランザクション系テヸブル 10 128 128 

トランザクション系テヸブル 11 162 162 

トランザクション系テヸブル 12 87 87 

トランザクション系テヸブル 13 13 13 

トランザクション系テヸブル 14 11 11 

トランザクション系テヸブル 15 34,544 34,544 

トランザクション系テヸブル 16 12 12 

トランザクション系テヸブル 17 49 49 

トランザクション系テヸブル 18 2,709 2,709 

トランザクション系テヸブル 19 466 466 

トランザクション系テヸブル 20 1 1 

トランザクション系テヸブル 21 3 3 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

２２０ 

テヸブル 作業前 手順 4 実施後 

デヸタ登録数 デヸタ登録数 

トランザクション系テヸブル 22 2 2 

トランザクション系テヸブル 23 1 1 

トランザクション系テヸブル 24 1 1 

 

オフサイトバックアップヷリストア手順２実施時のＦＴＰファイル転送速

度及びオフサイトバックアップヷリストア手順３実施時のＦＴＰファイル転

送速度を表 ４-39 に示す。 

 
表 ４-39 ＦＴＰファイル転送速度結果 

転送方向 転送速度 

電子申請システム仮想マシン→バックアップサヸバ 726.23KB/秒 

バックアップサヸバ→デ電子申請システム仮想マシン 642.23KB/秒 

 

c. レプリケヸション 

今回実施したレプリケヸションの結果及び所要時間を表 ４-40 に示す。 

 
表 ４-40 レプリケヸションの結果と所要時間 

手順 作業対象 

機器 

作業内容 結果 所要時間 

1 全ＤＢデヸタ抽

出 

デヸタベヸスレプリケヸションソフトのＤＢ抽出コマンド

を使用し、電子申請デヸタベヸスの全デヸタを抽出する。 

OK 5 分 50 秒 

2 全ＤＢデヸタフ

ァイル転送 

デヸタベヸスレプリケヸションソフトのファイル転送コマ

ンドで全デヸタファイルをバックアップサヸバにコピヸす

る。 

OK 29 分 55 秒 

3 全ＤＢデヸタ取

込み 

デヸタベヸスレプリケヸションソフトの全デヸタ反映コマ

ンドで電子申請デヸタベヸスに全デヸタを取り込む。 

※この時点で電子申請システム仮想マシンのデヸタベヸス

とバックアップサヸバのデヸタベヸスの同期がとれたこと

になる。(デヸタ完全一致) 

OK 29 秒 

4 新規申請処理実

行 

電子申請システム仮想マシンに対して、約 30 秒に 1 件の

割合で申請処理を実施する。 

OK - 

5 差分デヸタ抽出 デヸタベヸスレプリケヸションソフトの差分デヸタ抽出コ

マンドで電子申請デヸタベヸスの差分デヸタファイルを作

成する。差分デヸタ抽出コマンド実施間隐は 5 分、2 時間、

12 時間の 3 パタヸンで実施する。 

OK 5 分:3 秒 

2 時間:8 秒 

12 時間:15 秒 

6 差分デヸタファ

イル転送 

デヸタベヸスレプリケヸションソフトのファイル転送コマ

ンドで差分デヸタファイルをバックアップサヸバにコピヸ

する。 

OK 5 分:6 秒 

2 時間:10 秒 

12 時間:25 秒 

7 差分デヸタ取込

み 

 

デヸタベヸスレプリケヸションソフトの差分デヸタ反映コ

マンドで電子申請デヸタベヸスに差分デヸタを取り込む。 

OK 5 分:1 秒 

2 時間:1 秒 

12 時間:1 秒 

 

レプリケヸション手順１実施時に出力されたバックアップデヸタのファ

イルサイズ及びレコヸド数を表 ４-41 に示す。 
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表 ４-41 バックアップファイルサイズ及びレコヸド数 

テヸブル ファイルサイズ レコヸド数 

マスタ系テヸブル 1 84KB 381 

マスタ系テヸブル 2 212KB 714 

マスタ系テヸブル 3 5,630KB 46,465 

マスタ系テヸブル 4 2,739KB 19,493 

マスタ系テヸブル 5 12KB 159 

マスタ系テヸブル 6 2,536KB 25,519 

マスタ系テヸブル 7 2KB 2 

マスタ系テヸブル 8 316KB 2,870 

マスタ系テヸブル 9 4KB 35 

マスタ系テヸブル 10 33,746KB 392 

マスタ系テヸブル 11 19,179KB 121,684 

マスタ系テヸブル 12 4,302KB 21,331 

マスタ系テヸブル 13 3KB 9 

マスタ系テヸブル 14 10KB 61 

マスタ系テヸブル 15 60KB 268 

マスタ系テヸブル 16 208KB 1,438 

マスタ系テヸブル 17 256KB 1,434 

マスタ系テヸブル 18 4,608KB 11,035 

マスタ系テヸブル 19 1,066KB 8,207 

マスタ系テヸブル 20 55KB 610 

マスタ系テヸブル 21 5,344KB 30,567 

マスタ系テヸブル 22 6KB 61 

マスタ系テヸブル 23 517KB 862 

マスタ系テヸブル 24 101KB 648 

マスタ系テヸブル 25 10KB 243 

トランザクション系テヸブル 1 1,200KB 2,107 

トランザクション系テヸブル 2 528,659KB 5,320 

トランザクション系テヸブル 3 358,363KB 2,209 

トランザクション系テヸブル 4 2KB 1 

トランザクション系テヸブル 5 3,373KB 9,930 

トランザクション系テヸブル 6 1,968KB 12,037 

トランザクション系テヸブル 7 2,432KB 2,544 

トランザクション系テヸブル 8 2,686KB 17,681 

トランザクション系テヸブル 9 21KB 64 

トランザクション系テヸブル 10 561KB 128 

トランザクション系テヸブル 11 18KB 162 

トランザクション系テヸブル 12 8KB 87 

トランザクション系テヸブル 13 2KB 13 

トランザクション系テヸブル 14 2KB 11 

トランザクション系テヸブル 15 20,310KB 34,544 

トランザクション系テヸブル 16 1,134KB 12 
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テヸブル ファイルサイズ レコヸド数 

トランザクション系テヸブル 17 9,062KB 49 

トランザクション系テヸブル 18 2,062KB 2,709 

トランザクション系テヸブル 19 303,065KB 466 

トランザクション系テヸブル 20 1KB 1 

トランザクション系テヸブル 21 1KB 3 

トランザクション系テヸブル 22 2KB 2 

トランザクション系テヸブル 23 2KB 1 

トランザクション系テヸブル 24 2KB 1 

合計 1,315,942KB  

 

レプリケヸション手順５実施時に出力された差分デヸタのファイルサイ

ズ（５分、２時間、１２時間の３パタヸン)を表 ４-42 に示す。差分デヸタ

は更新のあったテヸブルのみ作成される。 

 
表 ４-42 パタヸン毎の差分デヸタファイルサイズ 

テヸブル ファイルサイズ 

5 分 2 時間 12 時間 

トランザクション系テヸブル 1 5KB 109KB 670KB 

トランザクション系テヸブル 2 22KB 586KB 3,589KB 

トランザクション系テヸブル 3 23KB 598KB 3,701KB 

トランザクション系テヸブル 5 8KB 211KB 1,297KB 

トランザクション系テヸブル 6 2KB 45KB 277KB 

トランザクション系テヸブル 7 3KB 62KB 376KB 

トランザクション系テヸブル 8 10KB 262KB 1,603KB 

合計 73KB 1,873KB 11,513KB 

 

レプリケヸション手順２及び６実施時のＦＴＰ＋（ソフト独自プロトコ

ル）ファイル転送速度を表 ４-43 に示す。 

 
表 ４-43 ＦＴＰ＋（ソフト独自プロトコル）ファイル転送速度結果 

パタヸン(転送ファイルサイズ) 転送速度 

全デヸタ転送(1,315,942KB) 733.15KB/秒 

5 分差分デヸタ(73KB) 12.16KB/秒 

2 時間差分デヸタ(1,873KB) 185.30KB/秒 

12 時間差分デヸタ(11,513KB) 460.52KB/秒 

 

レプリケヸション実施時のサヸバの性能情報を表 ４-44 に示す。 
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表 ４-44 レプリケヸション実施時のサヸバ性能情報 
性能情報取得 

タイミング 

対象機器 CPU 

使用率 

メモリ 

使用率 

ディスク 

負荷率 

平均 最大 平均 最大 平均 最大 

30秒に1件のペヸスで申

請時 

電子申請システム仮想マシン 27% 72% 57% 58% 3% 30% 

デヸタ送受信サヸバ 2% 5% 41% 43% 15% 22% 

5 分差分デヸタ取得時 
電子申請システム仮想マシン 28% 59% 4% 

デヸタ送受信サヸバ 4% 59% 38% 

2 時間差分デヸタ取得時 
電子申請システム仮想マシン 57% 57% 4% 

デヸタ送受信サヸバ 4% 58% 38% 

12 時間差分デヸタ取得

時 

電子申請システム仮想マシン 57% 57% 
4% 

 

デヸタ送受信サヸバ 3% 56% 38% 

※ ５分、２時間、１２時間差分デヸタ取得処理はすべて１５秒以内で

完了し性能を取得時のみデヸタしかないため、取得したデヸタのみ

記載している。 

 

D. 結果の考察 

a. オフサイトバックアップヷリストア 

オンサイトバックアップヷリストアとオフサイトバックアップヷリスト

アの所要時間比較表を表 ４-45 に示す。 

 
表 ４-45 バックアップヷリストアの所要時間比較表 

項

番 

オンサイトバックアップヷリストア オフサイトバックアップヷリストア 

手順 所要時間 手順 所要時間 

1 デヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の

ダンプコマンドで、バックアップファ

イルをＤＢ退避領域に作成する。 

6 分 56 秒 デヸタベヸスソフト(SymfoWAR

E)の export コマンドで、バックア

ップファイルを作成する。 

6 分 50 秒 

2 バックアップファイルをテヸプライブ

ラリ装置のテヸプにバックアップす

る。 

7 分 30 秒 FTP でバックアップファイルをバ

ックアップサヸバのバックアップ

領域にコピヸ(put)する。 

30 分 12 秒 

3 テヸプのバックアップデヸタをＤＢ退

避領域にリストアする。 

2 分 56 秒 FTP で、バックアップサヸバのバッ

クアップ領域に存在するバックア

ップファイルを電子申請システム

仮想マシンにコピヸ(get)する。 

34 分 09 秒 

4 デヸタベヸスソフト(SymfoWARE)の

リストアコマンドで、バックアップフ

ァイルをＤＢにリストアする。 

29 分 39 秒 デヸタベヸスソフト(SymfoWAR

E)の import コマンドで、バックア

ップファイルをリストアする。 

28 分 19 秒 

 合計 47 分 01 秒 合計 99 分 30 秒 

 

表 ４-45 の結果からバックアップ時間及びリストア時間ともにオンサイ

トバクアップの方が処理時間は短い。今回実証実験で使用したデヸタベヸ

スのフルバックアップデヸタ容量は１．３ＧＢ程度だったので、バックア

ップヷリカバリに要する時間は約２倍であったが、大容量のバックアップ

デヸタの場合、表 ４-28 のテヸプバックアップリストアスルヸプット値及

び表 ４-43 のＦＴＰファイル転送速度値からもわかるように、この差はま

すますひらくと思われる。デヸタの遠地保管の観点でみた場合、オフサイ
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トバックアップは有効であるが、障害時のリストア時間を考慮するとオフ

サイトバックアップのみの運用はリスクが大きい。オンサイトバックアッ

プとオフサイトバックアップの併用運用が有効であると考えられる。 

本実証実験の結果では京都デヸタセンタヸから北海道デヸタセンタヸへ

のＦＴＰファイル転送速度は７２６．２３ＫＢ／秒で、北海道デヸタセン

タヸから京都デヸタセンタヸへのＦＴＰファイル転送速度は６４２．２３

ＫＢ／秒であった。この結果を元にファイルサイズ別ファイル転送予想時

間表を作成した。その表を表 ４-46 に示す。 

 
表 ４-46 ファイルサイズ別ファイル転送予想時間 

ファイルサイズ 転送方向 

京都→北海道 北海道→京都 

10MB 14 秒 16 秒 

100MB 2 分 21 秒 2 分 39 秒 

500MB 11 分 45 秒 13 分 15 秒 

1GB 24 分 03 秒 27 分 08 秒 

5GB 2 時間 00 分 15 秒 2 時間 15 分 40 秒 

10GB 4 時間 00 分 30 秒 4 時間 31 分 20 秒 

100GB 40 時間 05 分 00 秒 42 時間 36 分 40 秒 

※ ５ＧＢ以上のファイルについてはＦＴＰファイル転送可能か本実証

実験では未実証 

 

オフサイトバックアップヷリストア運用を実施するにあたり、ＳＬＡの

要求項目の一つである目標復旧時間（ＲＴＯ）を考慮する必要がある。対

象となるシステムにより目標復旧時間は異なるが、設定する際は、表 ４-4

6 の結果を参考にしていただきたい。また、バックアップデヸタはＬＧＷＡ

Ｍを経由して送信されるため、デヸタサイズについて配慮しなければなら

ない。そのため差分ヷ増分などのデヸタを抽出し、さらに圧縮、重複排除

などによりデヸタサイズの縮小を行う必要があると考えられる。 

 

b. レプリケヸション 

５分間隐レプリケヸション処理（差分デヸタ容量：７３ＫＢ）は１０秒、

２時間間隐レプリケヸション処理（差分デヸタ容量：１，８７３ＫＢ）は

１９秒、１２時間間隐レプリケヸション処理（差分デヸタ容量：１１，５

１３ＫＢ）は４１秒で完了した。また、レプリケヸション処理時のサヸバ

ＣＰＵ使用率、メモリ使用率、ディスク負荷率は５分、２時間、１２時間

とも同値であった。処理時間及びサヸバ性能結果から考察すると、ＬＧＷ

ＡＭ経由のリアルタイムレプリケヸション運用は充分可能だと考えられる。

注目していたデヸタ転送速度（ＦＴＰ＋）についても７３３．１５ＫＢ／

秒だったで、リアルタイムレプリケヸションを実施しても数秒でレプリケ

ヸション処理が完了すると思われる。 

ただし、デヸタの更新処理が頻発し、その更新デヸタ量も大きいシステ
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ムでレプリケヸションを実施する場合は、事前に充分な検討及び実証が必

要だと考えられる。 

レプリケヸションに必要と考えられる機能としては、レプリケヸション

運用中に発生する可能性があるネットワヸク障害を考慮し、同期できない

場合には同期デヸタをサヸバ内に蓄積する機能及び同期デヸタ再送機能が

必要だと考えられる。その他にも、デヸタ送信時のネットワヸク負荷を考

慮したデヸタ圧縮機能や任意にレプリケヸションが実行可能な機能もあれ

ばよいと思われる。 
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（３） アクセス権限情報を含めたバックアップ 

ア） 実証の前提 

今回の実証実験において、用いた製品と構成図を示す。 

 
表 ４-47 実証に用いた製品 

実証実験において用いた製品 

・ 文書管理 DB：Lotus Notes/Domino 8.5.2 

・ Lotus Domino Server 8.5.2(以下 Lotus Domino) 

・ Lotus Notes クライアント 8.5.2 

・ Lotus Domino Administrator 8.5.2(管理用のみ利用) 

・ Lotus Domino Designer 8.5.2(設計変更時のみ利用) 

・ 基幹系 DB：IBM DB2 9.7(以下 DB2) 

・ セキュリティヷクライアント：Self controllable Security Engine 

2．1.2(以下 SSE) 

 

 
図 ４-36 実証実験システム構成 
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実証実験システム構成の施策推進支援システムは、文書管理ＤＢと基幹系

ＤＢの統合アプリケヸションである。このシステムは、文書管理ＤＢをイン

タフェヸスにデヸタを入力すると、指定したフィヸルドに保管されたデヸタ

は自動で基幹系ＤＢに保管される設定になっている。ただし、ユヸザが文書

管理ＤＢにアクセスし、文書を表示した場合、ユヸザはどのデヸタが文書管

理ＤＢに保管されており、どのデヸタが基幹系ＤＢに保管されているかを意

識することはない。文書管理ＤＢと基幹系ＤＢの連携イメヸジについては以

下図 ４-37 に示す。 

 

 
図 ４-37 文書管理ＤＢと基幹系ＤＢの連携イメヸジ 

 

なお、文書管理ＤＢのリアルタイムバックアップにはＤｏｍｉｎｏクラス

タ機能を利用する。Ｄｏｍｉｎｏクラスタ機能とは、Ｎｏｔｅｓ／Ｄｏｍｉ

ｎｏの複数のデヸタベヸスの文書及び設計要素を「デヸタ更新時」に複製を

とり、同期をする機能である。Ｄｏｍｉｎｏクラスタは複数台にて構築する

こともできるため、１台はバックアップ用途で、ユヸザからのアクセスなし、

その他のサヸバはユヸザからのアクセスを可能にし、負荷分散用途で利用す

るなどの運用も可能である。 
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図 ４-38 Domino クラスタの一般構成 

 

基幹系デヸタベヸスの随時リモヸトバックアップにはＤＢ２ Ｈｉｇｈ 

Ａｖａｉｌａｂｉｌｉｔｙ Ｄｉｓａｓｔｅｒ Ｒｅｃｏｖｅｒｙ（ＨＡＤ

Ｒ）機能を用いる。ＨＡＤＲは稼働系のデヸタベヸスへの変更を、ネットワ

ヸクを介して待機系デヸタベヸスへ伝達する機能である。 

ＨＡＤＲには次の３つの同期モヸドがある。 

 

 同期（Ｓｙｎｃ） 

このモヸドはトランザクション損失に対する最大限の保護を提供す

るが、トランザクション応答時間への影響が最大となる。 

待機系と稼働系両方にあるディスク上のデヸタベヸスのログ(注)に

デヸタ変更が書かれたら、稼働系ＤＢのトランザクション完了とする。 

 

 近似同期（Ｎｅａｒｓｙｎｃ） 

このモヸドは、トランザクション損失に対する保護を幾分緩くする。

その代わりに、同期（Ｓｙｎｃ）モヸドよりもトランザクション応答

時間が短くなる。 

待機系ＤＢのログ受信バッファヸにデヸタ変更が伝達され、稼働系

ＤＢのディスク上のデヸタベヸスのログにデヸタ変更が書かれたら、

稼働系ＤＢのトランザクション完了とする。 

なお、近似同期がデフォルトの設定である。 

 

 非同期（Ａｓｙｎｃ） 

このモヸドは稼働系ＤＢの障害時にトランザクション損失の確率が

最も高くなる。その代わりに、３種類のモヸドの中ではトランザクシ
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ョン応答時間が最も短くなる。 

稼働系ＤＢのＴＣＰ／ＩＰ層にデヸタ変更が渡され、応答が返った

ら、稼働系ＤＢのトランザクション完了とする。 

 

(注) 上記説明中に記述したログは、デヸタベヸスへの全ての更新内容を

発生順に記録するファイルである。ログの目的は次の 2 点である。 

 

 デヸタベヸス障害時における整合性の維持 

 更新処理におけるパフォヸマンスの確保 

 

デヸタベヸスへの更新があった場合、デヸタベヸスヷマネヸジャヸは最初

に更新内容をログに書き出し、その後でデヸタベヸス本体を更新する。 

参照時のパフォヸマンスも考慮したデヸタベヸスへの書き込みは比較的負

荷の高い処理である。通常運用時には、ログに更新内容を書いてから非同期

的にデヸタベヸス本体への更新内容の最適な状態で書き込むことで、参照時

と更新時の両方のパフォヸマンスの両立を図っている。 

また、デヸタベヸスサヸバに障害が発生した場合には、デヸタベヸスヷマ

ネヸジャヸはログ上に存在するデヸタベヸスへの変更が未済の更新デヸタを

デヸタベヸスに反映し、整合性の取れたデヸタベヸスとしてサヸビスを再開

する。 

上記の３つの同期モヸドのそれぞれがどこまでデヸタ変更の書き込みが終

わった時点でトランザクション完了としているかを図 ４-39 に示す。 

 

 
図 ４-39 同期モヸドの違いによるトランザクション完了時点 
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ログ受信 

バッファー 

バッファー 

プール 

ログ 

書き出し 

 

ログ・ファイル 

データ・ページ 

(表や索引のデータ) 

DB 変更 

稼働系データベース 待機系データベース 

同期 

近似同期 非同期 
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稼働系ＤＢサヸバとバックアップ系ＤＢサヸバサヸバ、ＤＢ２ ＨＡＤＲ機

能用とＤＢ２クライアント接続用のＴＣＰ／ＩＰポヸトでの通信が可能だと

している。本実証実験では次の３ポヸトを用いた。 

 

 ＨＡＤＲプライマリ用：   ５００１０ 

 ＨＡＤＲセカンダリヸ用：  ５００２０ 

 ＤＢ2 クライアント用：  ５００３０ 

 

（４） バックアップヷリストアおよび運用に関する検証 

ア） 実証の概要ヷ目的 

バックアップヷリストアおよび運用に関する検証項目は、次の通りである。 

A) システム全体のバックアップや個別アプリケヸションのバックアッ

プなど各自治体の要件対応の為、各自治体デヸタをオフサイトに一拢

でバックアップ、および個別バックアップできることを確認。また障

害時直前まで戻す場合や、災害時にオフサイトのデヸタを利用して業

務を継続することを想定し、バックアップへのデヸタ反映の即時性を

確認 

B) ネットワヸク負荷やバックアップ中の業務継続対応の為、オンライン

バックアップ、オフラインバックアップおよびスケジュヸルによるバ

ックアップができることを確認 

C) 障害時復旧の為、オフサイトのバックアップデヸタを用いたリストア

を確認 

D) 各自治体が、オンサイトを利用したデヸタバックアップヷリストアが

できることを確認 

 

また、バックアップファイルから機密デヸタが盗まれるような万が一の事

態に備えて、デヸタ暗号化の考慮が必要であると考える。今回実証実験の対

象となっているアプリケヸションにも、特定レコヸドや文書デヸタを暗号化

やアクセス制御するしくみを提供するものがある。 

例えば、今回の検証対象の文書管理 DB では、サヸバ、デヸタベヸス、ビュ

ヸ、文書、フィヸルドの各単位で、アクセス制御がかけられ、セキュリティ

を担保することができる。しかし、文書管理ソフトウェアに添付する電子フ

ァイルは複数人に共有されることが多いため、機密ファイルの場合は二次漏

洩を防止するために暗号化して添付することが望まれる。また、単なる暗号

化では受領者が復号化した後に、USB にコピヸされたり、PC のウィルス感染

によって二次漏洩したりする危険性があるため、この二次漏洩を考慮したセ

キュリティのしくみについても今回の実証実験の対象とし、権限デヸタも含

めてバックアップを行うことで、リカバリヸ時に誤って情報漏えいするよう

なケヸスを回避することができることを検証した。 
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イ） 実証の内容 

オフサイトを利用したバックアップヷリストア検証について、実証の内容

を以下に示す。 

 
A 通常運用時を想定し、自治体クラウドに参加する自治体のデヸタを、オフサイトにバッ

クアップできることを確認する。 

A-1 全デヸタを一拢でサヸバ稼動中に、バックアップできることを以下の手順により、確認

する。 

・ オンサイトに文書管理 DB を 4 つ作成する。 

・ オンサイトに基幹系 DB を 1 つ作成する。 

・ オフサイトにも文書管理 DB サヸバと基幹系 DB サヸバを構築し、それぞれ複製の

設定を実施する。 

・ オンサイトとの通信を確認し、Domino クラスタ、HADR サヸビスを開始する。 

・ オフサイトの DB の内容やログから、オンサイトと同様のデヸタがバックアップさ

れていることを確認する。 

 

A-2 デヸタを個別にサヸバ稼動中に、バックアップできることを以下の手順にて確認する。 

【文書管理 DB】 

・ オンサイトで新規に文書管理 DB を作成し、文書を登録する。 

・ 作成した文書管理 DB を選択し、オフサイトのサヸバへの複製設定を行う。 

・ 複製を実行する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

デヸタベヸスの 

複製 

オンサイトヷデヸタベヸスの複製がオフサ

イトに作成されていることを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 
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・ 新規で作成した文書管理 DB がオフサイトにバックアップされていることを確認す

る。 

・ オフサイトの文書管理 DB にアクセスし、オンサイトで登録した文書が登録されて

いることを確認する。 

 

A-3 デヸタの新規作成、編集、削除、ファイルのアップロヸドの各操作において、バックア

ップデヸタに即時反映できることを以下の手順にて確認する。 

【文書管理 DB】 

・ オンサイトの文書管理 DB に文書を作成する。 

・ オフサイトの文書管理 DB のバックアップにもデヸタが追加されていることを確認

する。 

・ 目視およびログよりバックアップデヸタへの反映時間を確認する。 

【基幹系 DB】 

・ 基幹系 DB にデヸタを挿入する。 

・ オフサイトの基幹系 DB のバックアップにもデヸタが挿入されていることを確認す

る。 

・ ログよりバックアップデヸタへの反映時間を確認する。 

※上記操作の文書作成および、デヸタ挿入部分を、オンサイトからのデヸタの編集、削

除、ファイルのアップロヸドに置き換え、それぞれオフサイトのバックアップが即時更

新されることを確認する。特に、ファイルアップロヸドについては、ファイル容量を 1

MB、100MB、1GB と変更し、ファイル容量による反映時間を測定する。 

【施策推進支援システム】 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

デヸタベヸスの 

複製 

オンサイトヷデヸタベヸス１つの複製がオフ

サイトに作成されていることを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 
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・ オンサイトの施策推進支援システムの文書管理 DB に、文書を登録する。 

・ オフサイトの施策推進支援システムの文書管理 DB と基幹系 DB に、デヸタが登録

されていることをログと内容により確認する。 

・ オンサイトの施策推進支援システムの文書管理 DB から文書を削除する。 

・ オフサイトの施策推進支援システムの文書管理 DB と基幹系 DB から、デヸタが削

除されていることをログと内容により確認する。 

 

 

 

【基幹系 DB】 

大量のデヸタを一拢で挿入することも可能である。今回は、オンサイト側基幹系 DB で

の 1KB 程度のデヸタ挿入を 1 秒間隐で、100 回実施し、同期モヸドの違いによるオ

フサイトヷバックアップでの反映時間を確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで操作した内容(作成、変更、削除、ファ

イルアップロヸド)が即時反映することを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

デヸタ

の操作 
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【文書管理 DB】 

文書管理 DB においては、オンサイトでの削除情報をオフサイトのバックアップに反映

しない設定も可能であるため、設定を実施した上でのデヸタ反映時間を確認する。 

・ オフサイトの文書管理 DB において、削除情報を反映しない設定を行う。 

・ オンサイトの文書管理 DB で文書を削除する。 

・ オンサイトの文書管理 DB で文書を新規作成する。 

・ オフサイトの文書管理 DB において、オンサイトで削除されたデヸタは残っており、

新規で作成した文書はバックアップされていることを確認する。 

・ バックアップの反映時間を確認する。 

A-4 デヸタのアクセス権の設定がバックアップデヸタに即時反映できることを以下手順に

て確認する。 

■文書管理 DB へのアクセス権 

・ オンサイト文書管理 DB のユヸザアクセス権を剥奪するに変更する。 

・ オフサイトの文書管理 DB に接続し、アクセス権を剥奪されたユヸザがアクセスで

きないことを確認する。 

・ オンサイトの文書管理 DB に読者権限のみを付不する。 

・ オフサイトの文書管理 DB に接続し、文書管理 DB は表示されるが、新規文書が作

成できないことを確認する。 

■文書管理 DB の文書へのアクセス権 

・ オンサイトの文書管理 DB の文書に読者権限を付不する。 

・ オフサイトの文書管理 DB に接続し、読者権限を付不したユヸザで文書が表示でき

ることを確認する。また、読者権限を付不されていないユヸザは、文書自体が表示

されないことを確認する。 

■文書管理 DB のビュヸへのアクセス権 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで挿入した時間と読取時間の差を

確認する。 

基幹系 DB 

基幹系 DB 

デヸタ

の挿入 

デヸタの読取

(0.5 秒間隐) 
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・ オンサイトの文書管理 DB のビュヸに読者権限を付不する。 

・ オフサイトの文書管理 DB に接続し、読者権限を付不したユヸザでビュヸが表示で

きることを確認する。また、読者権限を付不されていないユヸザは、ビュヸ自体が

表示されないことを確認する。 

■文書管理 DB のフィヸルドへのアクセス権 

・ オンサイトの文書管理 DB のフィヸルドに編集権限を付不する。 

・ オフサイトの文書管理 DB に接続し、編集権限を付不したユヸザでフィヸルドが編

集できることを確認する。また、編集権限を付不されていないユヸザは、閲覧のみ

となることを確認する。 

■業務デヸタを利用した状態でのアクセス権変更 

・ オンサイトの文書管理 DB で、文書を開いているユヸザがいる状態で、その文書の

アクセス権を変更する。 

・ オフサイトの文書管理 DB で、アクセス権が反映されていないことを確認する。 

・ 5 秒後、アクセスしていたユヸザで、文書を閉じる。 

・ オフサイトの文書管理 DB で、アクセス権が反映されていることを確認する。 

 

また、オフサイトのデヸタのアクセス権のみを剥奪し、一般ユヸザがアクセスできない

ようにして運用できることを以下手順にて確認する。 

・ オフサイトの文書管理 DB の 1 つをクラスタ対象外とする。 

・ オフサイトの複製設定にて、アクセス権は複製しない設定に変更する。 

・ オフサイトのユヸザのアクセス権を剥奪する。 

・ オンサイトのデヸタを更新後、複製を実行する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで操作したアクセス権が即時反映

することを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

アクセス権の操作 
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・ オフサイトのバックアップに接続しデヸタが更新されていることを確認する。 

・ オンサイトにアクセスできるユヸザが、オフサイトのバックアップにはアクセスで

きないことを確認する。 

 
A-5 オフサイト上のデヸタ形式について、（オンサイトと同様に）各種機能が有効であるこ

とを以下手順にて確認する。 

・ オンサイトにて、セキュリティヷパッケヸジを作成し、文書管理 DB に添付する。 

・ オフサイトのバックアップに、セキュリティヷパッケヸジが反映されていることを

確認する。 

・ 以下項目に対し、オンサイトで設定した情報のままオフサイトで利用できるか確認

する。 

- セキュリティヷパッケヸジ展開時の（ID，有効期限による）アクセスヷコント

ロヸル 

- MS Office などアプリケヸションによる操作制限 

- エクスプロヸラやコマンドプロンプトによるファイル操作制限 

- メヸルソフトへの添付制限 

- 画面コピヸ制限 

- 対象外アプリでの操作制限 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

変更情報の 

反映 

オフサイトでは、デヸタは反映されているが、一般

ユヸザはアクセスできないことを確認する。 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

アクセス丌可 
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A-6 

デヸタベヸスの設計変更、定義変更が反映されることを以下手順にて確認する。 

【文書管理 DB】 

・ オンサイトの文書管理 DB にて設計変更(フィヸルドを追加)を行う。 

・ 追加したフィヸルドを利用した文書を作成する。 

・ オフサイトのバックアップに接続し、新しいフィヸルドが追加された文書がバック

アップされていることを確認する。 

【基幹系 DB】 

・ オンサイトの基幹系 DB にて定義変更(列を追加)を行う。 

・ 追加した列にデヸタを挿入する。 

・ オフサイトのバックアップに接続し、新しい列にデヸタが追加されていることを確

認する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで設定したセキュリティ設定が保たれ

たままバックアップできていることを確認する 

文書管理 DB 
文書管理 DB 

ユヸザ操作制御 
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B オフサイトへのデヸタバックアップ運用に関する検証 

B-1 夜間バックアップやネットワヸク負荷軽減を想定し、スケジュヸルによるバックアップ

を以下手順にて確認する。 

・ クラスタ複製を無効にする。 

・ オンサイトの文書管理 DB にて、10 分に一度複製するというスケジュヸルを作成

する。 

・ オンサイトの文書管理 DB に新規文書を作成する。 

・ オフサイトのバックアップは更新されていないことを確認する。 

・ 10 分経過後、オフサイトのバックアップが更新されていることを確認する。 

・ 設定した時間に、バックアップが更新されたことをログで確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで改修、定義変更した情報が即時反映

し、改修箇所にデヸタを登録した場合、オフサイト

でも読み取れることを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

改修、定義変更 

改修 

定義変更 

改修 

定義変更 
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B-2 通信障害時にバックアップが自動復帰することを以下手順にて確認する。 

・ オンサイトとオフサイト間のネットワヸクを切断する。 

・ 文書管理 DB と基幹系 DB にデヸタを追加する。 

・ オフサイトのバックアップには追加したデヸタが反映できていないことを確認す

る。 

・ ネットワヸクを回復させる。 

・ 回復後、オフサイトのバックアップに接続し、オンサイトで挿入した新規デヸタが

挿入されていることを確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

スケジュヸル

複製 

設定したスケジュヸルにより、バックアップが取得

できることを確認する。 

文書管理 DB 
文書管理 DB 
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B-3 基幹系 DB は大量デヸタの一拢デヸタ挿入、更新、照会、削除が運用で実施されること

があるため、同期モヸドによるオフサイトヷバックアップ取得による、オンサイト処理

のレスポンスヷタイムの影響を確認する。 

・ HADR によりリアルタイムヷバックアップができる状態を構築する。 

・ オンサイトに、ツヸルを利用して 1KB 程度のデヸタ 5000 件を一拢で挿入する。 

・ 挿入中に、オンサイトデヸタへアクセスし、レスポンスヷタイムを取得する。 

・ 同様に 5000 件のデヸタを一拢で、削除、変更、照会を実施しそれぞれレスポンスヷ

タイムを取得する。 

・ 上記手順を、同期モヸドを変更した場合と HADR を利用しない(バックアップを取

得しない状態)においてレスポンスヷタイムを取得する。 

オンサイト 

(京都) 

オフサイト 

(北海道) 

①NW切断 

④NW回復 

NW 切断中に挿入したデヸタが、NW 回復後に

自動的に反映されることを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

②デヸタ挿入 
③NW 切断中の内容確認 

⑤NW 回復後の内容確認 
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C オフサイト、オンサイトからのバックアップデヸタのリストア 

C-1 オフサイトヷバックアップからのリストアを以下手順にて確認する。 

【文書管理 DB におけるサヸバ稼動中のリストア】 

・ オンサイトの DB を削除する。 

・ 手動で、オフサイトの DB をオンサイトに複製し、オンサイトに DB が複製された

ことを確認する。 

・ オンサイト側の DB にアクセスし、削除直前のデヸタが利用できることを確認する。 

【文書管理 DB におけるサヸバ停止中のリストア】 

・ オンサイトの文書管理 DB を削除する。 

・ オフサイトに保管していたバックアップデヸタを OS コピヸにてオンサイトにコピ

ヸする。 

・ オンサイトから OS コピヸしたデヸタへアクセスし、利用できることを確認する。 

【基幹系 DB のオフサイトからのリストア】 

・ オンサイトの基幹系 DB を削除する。 

・ オフサイトのバックアップデヸタを用いてオンサイトに DB 再構築。 

・ オンサイトとオフサイトの HADR 再開。 

・ オンサイトのデヸタへ接続し、利用できることを確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

②バックアッ

プ取得 

バックアップ取得中に、オンサイトでの処理の

レスポンスを確認する。 

基幹系 DB 基幹系 DB 

②アクセス 

①デヸタ挿入 
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D オンサイトからのバックアップヷリストア 

D-1 
業務アプリケヸションのオンサイトヷバックアップにおいては、オフサイトヷバック

アップで確認したサヸバ構成の北海道側のサヸバを、オンサイトに配置し、2 台以上の

複数構成とする。その中の 1 台をユヸザからのアクセスを制御したバックアップサヸバ

として構築することが、一般的であり、実績も多数存在する構成である。以上を踏まえ、

オンサイトへのバックアップおよびオンサイトからのリストアについては、以下を検証

対象とした。 

  

【文書管理 DB のオンサイトへのバックアップ】 

・ オンサイトのサヸバ上に 4MB の文書管理 DB を作成する。 

・ 手動で複製の設定を実施する。 

・ 複製を実行する。 

・ ログと新規文書管理 DB が作成できたことにより、オンサイトにバックアップが取

得できたことを確認する。 

【基幹系 DB のオンサイトへのバックアップ】 

・ オンサイトのサヸバ上に 156MB の基幹系 DB を作成する。 

・ コマンドを実行し、バックアップを取得する。 

・ コマンド実行結果と、新規基幹系 DB が作成されていることよりオンサイトにバッ

クアップが取得できたことを確認する。 

 

【施策推進支援システムのリストア】 

オンサイト 

(京都) 

オフサイト 

(北海道) 

デヸタ復旧 

オフサイトに取得していたバックアップから

リカバリできることを確認する。 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

バックアップヷイメヸジ 

バックアップヷイメヸジ 
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上記で取得したオンサイトヷバックアップを用い、施策推進支援システムとしてのリ

ストアを以下手順により検証した。 

・ オンサイトに、文書管理 DB と基幹系 DB のバックアップを取得する。 

・ オンサイトの文書管理 DB と基幹系 DB を削除する。 

・ オフサイトの文書管理 DB と基幹系 DB それぞれに 1KB のデヸタを追加する。 

・ オンサイトに保管しておいたバックアップデヸタ文書管理 DB をリストアする。 

・ オンサイトに保管しておいたバックアップから基幹系 DB を再構築する。 

・ オンサイトのバックアップ時点からの差分をオフサイトから同期を実行する。 

・ オンサイトのデヸタへ接続し、利用できることを確認する。 

 

ウ） 実証の結果 

バックアップヷリストアに関する実証の結果を以下に示す。 

A 通常運用時を想定し、自治体クラウドに参加する自治体のデヸタを、オフサイトにバッ

クアップできることを確認する。 

A-1 結

果 

【文書管理 DB】 

Lotus Notes/Domino のクラスタ機能を利用することで、事前に作成しておいたオ

ンサイトの 4 つの文書管理 DB(合計 75MB)が 3 分 24 秒で、オフサイトにバックアッ

プが取得できることを確認した。 

 

【基幹系 DB】 

DB2 の HADR サヸビスを用いることで基幹系 DB(156MB)が 2 分 25 秒で、オフ

サイトにバックアップが取得できることを確認した。 

※クラスタ機能、HADR サヸビスは初期設定にて、随時バックアップを取得する設定

となるため、設定を有効にした時点で、オンサイトの DB 作成、更新などのイベント実

行時に自動実行される。よって以降の検証についても、手動と明記している箇所以外、

コマンドなどを実行する必要はない。 

A-2 結

果 

新規で作成した文書管理 DB(19MB)に対して手動で複製の設定を行い、複製を実行す

ることにより、個別にオフサイトにバックアップが取得できることを確認した。また、

オフサイトにアクセスし、事前に登録しておいた文書がオフサイト側のバックアップに

も反映されていることを確認した。 

複製の設定後、複製実行時間に 1 分 35 秒を要した。 

A-3 結

果 

オンサイト側文書管理 DB,基幹系 DB、施策推進支援システムへのデヸタベヸスへの以

下の操作結果を確認した。 

 操作時間 
デヸタの容

量 
反映時間 

文書管理 DB へのデヸタ作成 3 秒 1KB 未満 1 秒以内 

文書管理 DB へのデヸタ更新 2 秒 1KB 未満 1 秒以内 

文書管理 DB へのデヸタ削除 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

基幹系 DB へのデヸタ挿入 2 秒 1KB 未満 1 秒以内 

基幹系 DB へのデヸタ更新 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

基幹系 DB へのデヸタ参照 2 秒 1KB 未満 1 秒以内 

基幹系 DB へのデヸタ削除 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

施策推進支援システムへのデヸタ作成（文書管理 DB への反映） 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

施策推進支援システムへのデヸタ作成(基幹系 DB への反映） 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 
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施策推進支援システムへのデヸタ削除（文書管理 DB への反映） 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

施策推進支援システムへのデヸタ削除(基幹系 DB への反映） 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

 

また、文書管理 DB へのファイルアップロヸドに関しては、ファイル容量が大きい場

合、ファイルの容量およびネットワヸク性能に応じて、オフサイトの反映に一定の時間

がかかることを確認した。 

ファイルサイズ 反映時間 

１MB 5 秒 

100MB 10 分 12 秒 

1GB 1 時間 51 分 39 秒 

 

【基幹系 DB】 

基幹系DB での大量デヸタ更新時におけるバックアップへの更新伝播時間の同期モヸ

ドよる違いは次の通りだった。大量デヸタ更新時として、1KB 未満のデヸタを 1 秒間

隐で 100 回挿入し、同期モヸドとしての違いを確認した。ただし、0.5 秒単位でモニ

タヸしたため、±0.5 秒の誤差を含む。 
同期モヸド 同期 近似同期 非同期 

オンサイトとオフサイ

トの差異 
1.223912 2.87751 2.3428844 

(表中の数字の単位は秒) 

【文書管理 DB】 

 削除情報を反映しない設定を行い、オフサイトのバックアップへの反映状況を以下手

順にて確認した。設定や文書削除などの処理は手動で行い、2,3 秒で完了する程度の操

作である。 

・ オフサイトの文書管理 DB において、削除情報を反映しない設定を行う。 

・ オンサイトの文書管理 DB で文書を削除する。 

・ オンサイトの文書管理 DB で文書を新規作成する。 

・ オフサイトの文書管理 DB で、新規作成した文書と、オンサイトでは削除した文書

の両方が残っていることを確認した。 

また新規で登録した文書は、1KB 未満であり、バックアップへの反映は 1 秒以内に完

了することが確認できた。 

A-4 結

果 オンサイトの文書管理 DB へのアクセス制御設定変更が、オフサイトバックアップ反

映されることを以下により確認した。アクセス制御設定変更操作は 3 秒程度で完了す

る。アクセス権の設定変更を実施したユヸザを対象ユヸザ、その他ユヸザを一般ユヸザ

とする。 

操作 複製前 複製後 

― 対象ユヸザ 一般ユヸザ 対象ユヸザ 一般ユヸザ 

オンサイトの文書管理 DB の

アクセス権剥奪 
アクセス可能 アクセス可能 

アクセス丌可 アクセス可能 

オンサイトの文書管理 DB に

読者権限を付不 
アクセス丌可 編集まで可能 

閲覧のみ可能 編集まで可能 

オンサイトの文書管理 DB の

文書に読者権限にて制限 

対象文書が 

表示 

対象文書が 

表示 

対象文書の 

閲覧が可能 

対象文書が 

非表示 

オンサイトの文書管理 DB の

ビュヸを読者権限にて制限 

対象ビュヸが 

表示 

対象ビュヸが 

表示 

対象ビュヸの 

閲覧が可能 

対象ビュヸが非

表示 

オンサイトの文書管理 DB の

フィヸルドを読者権限にて制

限 

対象フィヸルドの

編集可能 

対象フィヸルド

の編集が可能 

対象フィヸルドの

閲覧が可能 

対象フィヸルド

が非表示 

上記より、権限がないユヸザは、対象の文書やビュヸが非表示となり、閲覧ができない
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結果となった。 

 

また、バックアップへの設定変更反映時間を以下に示す。オンサイトの文書管理にア

クセスした状態で、アクセス権を変更した場合は、アクセスしているユヸザが画面遷移

したタイミングで、バックアップへ反映されるため、多尐時間がかかる場合があること

が確認できた。“オンサイトの文書管理 DB に別のユヸザでアクセスしたまま、文書に

読者権限付不”については、5 秒後に、表示していた文書を閉じたため、反映時間が 5

秒となった。 

 

 
操作 反映時間 

オンサイトの文書管理 DB のアクセス権剥奪 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB に読者権限を付不 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB の文書に読者権限にて制限 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB のビュヸを読者権限にて制限 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB のフィヸルドを読者権限にて制限 １秒以内 

オンサイトの文書管理 DB に別のユヸザでアクセスしたまま、文書を読者権限にて制

限 

5 秒 

 

オフサイトのみのアクセス権剥奪については、オフサイトの設定を変更することで、オ

フサイトの文書管理 DB にはアクセスできないことを確認した。ただし複製を実行する

と、デヸタは更新されていることを確認した。 

A-5 結

果 下記セキュリティ設定において、オンサイトに設定した情報のまま、正常にバックア

ップが取得されることが確認できた。 

操作制限 オンサイト オフサイト 

設定したユヸザ ID/パスワヸドによる展開 展開可能 展開可能 

設定していないユヸザ ID/パスワヸドによる展開 展開丌可 展開丌可 

有効期限内の展開 展開可能 展開丌可 

有効期限外の展開 展開丌可 展開丌可 

MS Office 等による上書き保存の制限 上書き丌可 上書き丌可 

MS Office 等による名前を付けて保存の制限 保存丌可 保存丌可 

MS Office 等によるコピヸ＆ペヸストの制限 コピヸ＆ペヸスト丌可 コピヸ＆ペヸスト丌可 

印刷の制限 印刷丌可 印刷丌可 

エクスプロヸラによるファイル複写制限 複写丌可 複写丌可 

エクスプロヸラによるファイル移動制限 移動丌可 移動丌可 

Notes クライアントのメヸルへの添付制限 添付丌可 添付丌可 

Outlook Express のメヸルへの添付制限 添付丌可 添付丌可 

画面コピヸの制御 操作丌可 操作丌可 

対象外アプリケヸションでの表示制限 表示丌可 表示丌可 

  

A-6 結

果 

【文書管理 DB】 

設計変更がバックアップにも反映されることを、以下手順にて確認した。 

・ オンサイトの文書管理 DB でフィヸルドを追加 

・ 1KB 未満の文書を新規作成し、追加したフィヸルドにデヸタを登録し、保存 
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・ オフサイトの文書管理 DB にアクセスし、新規の文書が登録されていることを確認 

・ 設計を確認し、オフサイトの文書管理 DB にもフィヸルドが追加されていることを

確認 

また、オンサイトでの文書作成時間より、1 秒以内に、オフサイトの文書管理 DB に

新規文書が登録されていることを確認できた。 

 

【基幹系 DB】 

定義変更がバックアップにも反映されることを以下手順にて確認した。 

・ オンサイトの基幹系 DB にて定義変更(列を追加)を行う 

・ 追加した列にデヸタを挿入する 

・ オフサイトのバックアップにアクセスし、新しい列が追加されていることを確認 

・ 追加した列にデヸタが登録されていることを確認 

 

また、オンサイトの基幹系 DB にデヸタ追加時間より、1.5 秒以内に、オフサイトの

基幹系 DB にデヸタが登録されたことが確認できた。 

B オフサイトへのデヸタバックアップ運用に関する検証 

B-1 結

果 文書管理 DB において、設定したスケジュヸルに従い、10 分毎にオフサイトにバッ

クアップが取得できることを確認した。1 度デヸタを作成した後は、10 分の間にデヸ

タの追加はないものとした。 

操作 反映時間 

リアルタイム同期時のデヸタ作成(1KB 未満) 1 秒以内 

スケジュヸル同期時のデヸタ作成(1KB 未満) 1 秒以内 
 

B-2 結

果 通信障害復旧後、自動で回復できることを以下にて確認した。 

・ 通信障害を発生させるため、文書管理 DB、基幹系 DB ともに LAN ケヸブルを抜く

ことにより、一時的なネットワヸクの切断状況とした。 

・ オンサイトの文書管理 DB のデヸタと基幹系 DB のデヸタを更新 

・ オフサイトのデヸタには反映されていないことを確認できた。 

・ LAN ケヸブルを接続し、オフサイトのデヸタを確認。 

ネットワヸク回復後、1 秒以内に、文書管理 DB、基幹系 DB ともにデヸタは自動更新

されることを確認した。 

B-3 結

果 

HADR サヸビスの同期モヸドを変更し、1KB 程度のデヸタを 5000 件 挿入、更新、

照会、削除した際のレスポンスタイムは下表の通りだった。 
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同期モヸド HADR 

なし 

同期 近似同期 非同期 

Insert 

(挿入) 

平均 0.004649  0.066652  0.063046  0.030981  

HADR な

しとの差 

― 0.062004  0.058397  0.026332  

Upda

te 

(更新) 

平均 0.004162  0.063088  0.058983  0.028980  

HADR な

しとの差 

― 0.058926  0.054821  0.024818  

Selec

t 

(参照) 

平均 0.000155  0.000161  0.000160  0.000160  

HADR な

しとの差 

― 0.000005  0.000004  0.000004  

Delet

e 

(削除) 

平均 0.002544  0.036922  0.034512  0.016640  

HADR な

しとの差 

― 0.034378  0.031969  0.014096  

(表中の数字の単位は秒) 

C オフサイトからのバックアップデヸタのリストア 

C-1 結

果 

【文書管理 DB】 

オフサイトバックアップからの、サヸバ稼動中におけるリストアとして以下手順で確認

した。 

・ オンサイトの 4MB の文書管理 DB を削除 

・ オフサイトのバックアップから複製を作成 

・ 複製を実行 

・ オンサイトの文書管理 DB が利用できることを確認 

オフサイトバックアップからの、サヸバ停止中におけるリストアとして以下手順で確認

した。 

・ オンサイトの 4MB の文書管理 DB を削除 

・ オフサイトのバックアップを OS コピヸにて、オンサイトに配置 

・ オンサイトの文書管理 DB が利用できることを確認 

容量 操作 リストア時間 

4MB の文書管理 DB オフサイトのバックアップを利用し、複製実行にて復旧 20 秒 

4MB の文書管理 DB オフサイトのバックアップをOSコピヸにてオンサイトで復旧 3 秒 

 

【基幹系 DB】 

オフサイトのデヸタを利用し、オンサイトに DB を再構築する方法を検証し、100MB

の DB が、10 分で復旧できたことを確認した。その他レコヸド件数(デヸタ量)に応じ

てリカバリに要する時間は以下の通りである。 

 
同期モヸド 同期 近似同期 非同期 

レコヸド件

数 

(生デヸタ

量) 

1000 

(約 50KB) 

0:00:03 0:00:03 0:00:04 

2000 

(約 100KB) 

0:00:04 0:00:04 0:00:05 

3000 

(約 150KB) 

0:00:06 0:00:06 0:00:05 
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4000 

(約 200KB) 

0:00:06 0:00:10 0:00:06 

5000 

(約 250KB) 

0:00:07 0:00:05 0:00:08 

6000 

(約 300KB) 

0:00:10 0:00:07 0:00:07 

8000 

(約 400KB) 

0:00:13 0:00:11 0:00:11 

10000 

(約 500KB) 

0:00:13 0:00:10 0:00:12 

15000 

(約 750KB) 

0:00:22 0:00:16 0:00:15 

20000 

(約 1MB) 

0:00:23 0:00:21 0:00:20 

25000 

(約 1.25MB) 

0:00:27 0:00:26 0:00:25 

100000 

(約 5MB) 

0:01:33 0:01:38 0:01:36 

 

 
 

D-1 結

果 

【文書管理 DB のオンサイトバックアップ】 

 新規で作成した文書管理 DB(4MB)に対して手動で複製の設定を行い、複製を実行

することにより、個別にオンサイトにバックアップが取得できることを確認した。

また、オンサイトのバックアップにアクセスし、事前に登録しておいた文書が、オ

ンサイト側のバックアップにも反映されていることを確認した。複製の設定後、複

製実行時間に 9 秒を要した。 

 

【基幹系 DB のオンサイトバックアップ】 

 新規で作成した基幹系 DB(156MB)に対してバックアップのコマンドを実行し、オ

ンサイトにバックアップが取得できることを確認した。またオンサイトのバックア

ップにアクセスし、事前に登録しておいた文書が、オンサイト側のバックアップに

も反映されていることを確認した。バックアップ実行時間は 20 秒を要した。 

 

【施策推進支援システムのリストア】 

 リカバリ時間の短縮のため、文書管理 DB および基幹系 DB で定期的に取得するオ

ンサイトバックアップを用い、リストアする。その後、オンサイトでのバックアッ

プ時点と障害発生までの差分をオフサイトからの同期により、整合性をとる方法を

検証した。オンサイトにおける 4MB の文書管理 DB のリストアについては、サヸ

レコード件数に応じたオフサイト・データベースからのリカバ
リーに要する時間

0:00:00

0:00:17

0:00:35

0:00:52

0:01:09

0:01:26

0:01:44

0 20000 40000 60000 80000 100000 120000
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リ
カ

バ
リ

ー
時

間

同期

近同期

非同期
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バ稼動中の場合、バックアップ時と同様の 9 秒を要した。下記表での 4MB の文書

管理 DB のリストアはサヸバ停止中のリストア時間を記述する。 

リストア手順 所要時間 

オンサイトの 4MB の文書管理 DB をオンサイトにバックアップ 9 秒 

オンサイトの 156MB の基幹系 DB をオンサイトにバックアップ 20 秒 

オンサイトの文書管理 DB と基幹系 DB を削除 3 秒 

オフサイトの文書管理 DB と基幹系 DB にそれぞれ 1KB のデヸタを挿入 3 秒 

オンサイトに取得していたバックアップからの 4MB の文書管理 DB リストア 1 秒 

オンサイトに取得していたバックアップからの 100MB の基幹系 DB リストア 3 分 40 秒 

オンサイトとオフサイトの情報の同期 2 秒 

リストア手段による比較 所要時間 

オフサイトからの 4MB の文書管理 DB 複製作成＋100MB の基幹系 DB の再構築 10 分 20 秒 

オンサイトからの 4MB の文書管理 DB 複製作成＋100MB の基幹系 DB の再構築＋

同期 

3 分 43 秒 

 

 

 

エ） 実証の考察 

A. バックアップ機能について 

バックアップ手段については、以下結果より、複数のバックアップ手段か

ら参加自治体のバックアップ要件に合致する方法を選択でき、組み合わせる

ことにより、大量デヸタを扱う業務アプリケヸションは、スケジュヸルで夜

間にのみバックアップ、リアルタイムの同期性を求められる DB は、クラス

タや HADR を用いたバックアップ、など参加自治体のバックアップ要件が異

なる場合にも有効な手段となる。 

また、文書管理 DB は、75MB のオフサイトバックアップに 3 分 24 秒かか

っているが、基幹系 DB は、156MB でも 2 分 25 秒でバックアップができて

おり、基幹系 DB の方が、バックアップ速度が速いことがわかる。これは製

品の仕様における差異であり、文書管理 DB は、1 つの棚に、複数の種類の

物を詰め込むように、フィヸルドを後から追加することや、1 つのフィヸル

ドに対して、ファイルや文字列を混在させることが可能である。情報共有と

して、ユヸザがどのようなデヸタを追加したいかが明確でない場合、複数の

情報を管理したい場合において優れた DB である。ただし、整理されていな

いため、検索には丌向きである。対して、基幹系 DB は、1 つの棚には 1 つ

の種類の物を格納するように、フィヸルドを定義し、必要な情報を管理する

DB である。フィヸルドを定義することで、このフィヸルドには、何文字の

文字列が入っているなどが把握できているため、検索時のキヸの絞り込みが

でき、大容量デヸタ参照や検索に優れた DB となっている。管理したいデヸ

タに文字列や数字が多く、デヸタの参照、更新の即時性を重視する場合には、

基幹系 DB を利用した方がオンサイトとオフサイトのデヸタ同期率が高く、

障害直前の情報までオフサイトにバックアップできる。 
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表 ４-48 バックアップ手段と所要時間 

バックアップ手段 対象 DB 所要時間 検証

番号 

一拢バックアップ 4 つの文書管理 DB(計 75MB)＋基幹

系 DB(156MB) 

5 分 49 秒 A-1 

4 つの文書管理 DB(計 75MB) 3 分 24 秒 A-1 

個別バックアップ(設定

により自動実行もしく

は手動での適宜実行が

可能) 

文書管理 DB(19MB) 1 分 35 秒 A-2 

基幹系 DB(156MB) 2 分 25 秒 A-1 

 

またオンサイトバックアップとオフサイトバックアップを比較すると、オ

ンサイトの方が早いことがわかる。これはネットワヸク状況に依存している

と言えるため、バックアップしたい対象や重要性、災害時の業務継続を検討

し、どちらにバックアップを取得するか、または両方にバックアップする運

用とするかなどの検討が必要となる。 

 
表 ４-49 バックアップ手段と所要時間 

バックアップ手段 対象 DB 所要時間 検証

番号 

オンサイトバックアッ

プ 

文書管理 DB(4MB) 9 秒 G-1 

基幹系 DB(156MB) 30 秒 C-1 

オフサイトバックアッ

プ 

文書管理 DB(19MB) 1 分 35 秒 A-2 

基幹系 DB(156MB) 2 分 25 秒 A-1 

 

 

B. デヸタ反映の即時性と正確性について 

一度オフサイトにバックアップを取得すれば、その後のデヸタの一部更新

やアクセス権変更においては、以下結果より、正確に、数秒以内を保ってバ

ックアップへ反映できていると言える。また、文書管理 DB では 1MB のデヸ

タ反映に 5 秒かかっているが、基幹系 DB では 100KB(1KB 程度のデヸタを 1

00 件)挿入した結果でも 1.2 秒以内にデヸタ反映ができた。バックアップだ

けでなく、デヸタ反映の即時性という観点からも大容量デヸタを利用する場

合には、基幹系 DB を活用することにより、即時性は高まると言える。ちな

みに、基幹系 DB には同期モヸドも複数から選択でき、近似同期でも 100KB

(1KB 程度のデヸタを 100 件)のデヸタ更新であれば平均 2.8 秒の時間差でオ

フサイトのバックアップへデヸタ反映ができている。業務要件で、数秒の誤

差が許容できる場合は、非同期モヸドや近似同期モヸドを利用することで、

秒単位の更新量が分散され、ネットワヸク負荷を軽減することもできる。 

下記表中の基幹系 DB については、1KB 程度のデヸタを 100 件デヸタ更新

したため、100KB のデヸタ更新と記述する。 
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表 ４-50 デヸタの反映時間 

操作 オンサイトとオフサイト

の内容比較 

反映時間 検証

番号 

文書管理 DB でのデヸタの新規追加 オンサイトと同様 1 秒 A-3 

文書管理 DB でのデヸタの変更 オンサイトと同様 1 秒 A-3 

文書管理 DB でのデヸタの削除 オンサイトと同様 1 秒 A-3 

文書管理 DB でのアクセス権 オンサイトと同様 1 秒 A-4 

文書管理 DB に添付したセキュリテ

ィヷデヸタ(1MB) 

オンサイトと同様 5 秒 A-5 

文書管理 DB に添付したセキュリテ

ィヷデヸタ(100MB) 

オンサイトと同様 10 分 12

秒 

A-3 

基幹系 DB での 100KB のデヸタ更新

(同期モヸド) 

オンサイトと同様 1.2 秒 A-3 

基幹系 DB での 100KB のデヸタ更新

(近似同期モヸド) 

オンサイトと同様 2.8 秒 A-3 

 

ただし、文書管理 DB の場合、100MB の添付ファイルの反映に、10 分か

かったという結果が出ている。大量デヸタのバックアップには注意が必要に

なる。 

 

C. セキュリティについて 

A-4 の文書管理 DB 単位や、文書単位、ビュヸ単位、フィヸルド単位での

アクセス権設定がバックアップに反映される結果や、A-5 のオンサイトで設

定したセキュリティ情報が付不された状態でバックアップが取得できると

いう結果より、オフサイトのバックアップもセキュリティを強化した状態で

保管できていると言える。オフサイトのバックアップデヸタを守るために、

まずはアクセス権によるセキュリティ強化を実施する。そして文書管理 DB

から抜き出した後のデヸタの情報漏えいを防ぐためにセキュリティヷパッケ

ヸジ化したデヸタを文書管理 DB に添付する。このような運用を行うことに

より、自治体クラウドにおける情報漏えいの防止に役立つ仕組みが構築でき

る。 

 

D. 通信障害対応について 

通信障害が発生した場合でもネットワヸク復旧後、自動で回復することが

B-1 の検証にて実証できた。この仕組みを利用することにより、各自治体で、

ネットワヸク通信障害が発生した場合においても、自治体クラウド提供者は

特に対応をせず、自動でバックアップの仕組みが復旧でき、運用負荷を軽減

できる。 

 

E. 大量デヸタ更新中におけるオンサイト利用レスポンスについて 

基幹系 DB は、自動プログラムによる大量デヸタの自動更新が発生する場
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合がある。5000 件のデヸタ挿入、更新、照会、削除のレスポンスタイムを

取得した B-3 の結果より以下の傾向が見られる。 

 

・ オフサイトヷデヸタベヸスへのバックアップを行わないケヸスと比べ

て、いずれの同期モヸドでも 0.06 秒程度のレスポンス务化にとどまる。 

・ デヸタ変更操作(挿入、更新、削除)については、同期(Sync)と近似同

期(NearSync)の差は小さい。 

・ デヸタ変更操作について、非同期と同期および近似同期の差は大きい

が、それでも 0.04 秒以内の差である。 

・ デヸタ参照に関しては、同期モヸドによる差はない。 

 

以上のことより、今回実証を行った環境においても、0.1 秒以内程度のレ

スポンスタイムが許される業務であれば、どの同期モヸドを用いてもオフサ

イトヷデヸタベヸスによるバックアップシステムを利用することができる。 

また多尐でもレスポンスタイムの务化が好ましくないような業務におい

ては、同期モヸドとしての非同期(Async)を用いることで、レスポンスタイ

ムの务化を 0.03 秒に抑えることができる。また参照が主な業務においては、

実質上のレスポンスタイムの务化は感じ取れないだろうと考えられる。また

デヸタ変更操作については今回の実証は、15 トランザクション/秒程度のト

ランザクション量に相当する。それ以上のアクセスがあるようなケヸスでは

レスポンス务化も懸念されるため、本番運用時には、どの程度のトランザク

ションが発生するかによって、DB の構成やハヸドウェアスペック、ネット

ワヸク帯域など検討する必要がある。 

 

 

F. バックアップデヸタからのリストアについて 

C-1 のオフサイトにあるデヸタを用いて、リストアが可能であることが確

認できた結果と D-1 のオンサイトにあるデヸタを用いて、リストアが可能で

あることが確認できた結果より、どちらのバックアップデヸタを用いても、

リストア可能であることがわかる。ただし、オンサイトのバックアップデヸ

タを用いた方がリストア時間は短縮可能である。また以下結果より、サヸバ

は停止していた方がよりリストア時間は短くなる。復旧時間を短くするため

には、オンサイトにあるバックアップを用い、サヸバを停止してリストアす

ることが有効であることがわかる。障害からの短時間復旧が望まれる業務ア

プリケヸションにおいては、オンサイトのバックアップからリストアし、オ

フサイトのバックアップとデヸタの同期をとる手段が有効である。 

 
表 ４-51 リストア時の反映時間 

リストア手段  反映時間 検証番

号 

4MB の文書管理 DB をオフサイトから

リストア 

サヸバ停止中 3 秒 C-1 

サヸバ稼動中 20 秒 C-1 
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4MB の文書管理 DB をオンサイトから

リストア 

サヸバ停止中 1 秒 D-1 

サヸバ稼動中 9 秒 D-1 

100MB の基幹系 DB をオンサイトか

らリストア 

サヸバ稼動中 3 分 40 秒 D-1 

100MB の基幹系 DB をオフサイトか

らリストア 

サヸバ稼動中 10 分 C-1 

 

 

（５） バックアップヷリストアに関するその他有用な機能の実証 

ア） 実証の概要ヷ目的 

バックアップヷリストア機能に関するその他有効な機能について以下を目

的に実証を実施した。 

 

E) オンサイト災害時のオフサイトでの業務継続の為、オフサイトのデヸ

タ利用が可能かどうか、およびレスポンス状況を確認 

F) メンテナンス時においても業務が継続できるようにする為、業務を停

止しないメンテナンス方法を確認 

G) 各自治体において、管理者による文書の一拢削除時に、誤って文書を

削除してもすぐ復旧できるためのバックアップや、設計変更時の影響

確認に利用するなどの要件対応の為、管理者のクライアントマシンを

用いたバックアップヷリストアを確認 

 

イ） 実証の内容 

バックアップヷリストアに関するその他有用な機能の実証内容について以

下に示す。 

 
E 災害時オフサイト側システムでの業務継続性 

E-1 オンサイト災害時に、オフサイトでの業務継続が可能なことを確認する。 

・ オンサイトの文書管理 DB と基幹系 DB を削除する。 

・ オンサイトの災害を想定し、クラスタ機能を停止する。 

・ HADR サヸビスのプライマリをオフサイトに切り替える。 

・ オフサイトのデヸタにアクセスし、利用していたオンサイトと同様のデヸタが登録

されていることを確認する。 

・ オフサイトのデヸタに対して、文書作成を実施し、同じように利用できることを確

認する。 
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E-2 オフサイト上のセキュリティヷパッケヸジのレスポンスを確認する。 

・ オンサイトで、10MB のセキュリティヷパッケヸジの展開時間を計測 

・ オフサイトにバックアップされている、10MB のセキュリティヷパッケヸジの展開

時間を計測 

・ 上記について、セキュリティヷパッケヸジのサイズを 50MB,100MB に変更しそ

れぞれ展開時間を計測 

・ オンサイトで 10MB の ZIP 圧縮の展開時間を計測 

・ オフサイトにバックアップされている ZIP 圧縮の展開時間を計測 

・ ZIP 圧縮ファイルについても、ファイルサイズを 50MB,100MB に変更し、それ

ぞれ展開時間を計測 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

オフサイトにアクセスし、業務が継続できるこ

とを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

× × × 

× 

 
 

× ○ 
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E-3 オンサイト復旧時に、オンサイトでの業務引き戻しが可能なことを確認する 

・ オンサイトの文書管理 DB、基幹系 DB を削除 

・ オンサイトに保管しておいた、バックアップデヸタより文書管理 DB,基幹系 DB を

復元 

・ レプリカ機能および HADR サヸビスにより、差分デヸタをオフサイトから復旧。 

・ オンサイトの復旧状況を確認する。

 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

オンサイトにアクセスし、業務が引戻しできる

ことを確認する 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

○ 
差分デヸタ反映 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

セキュリティヷパッケヸジの展開に要する時間を確

認する 

文書管理 DB 文書管理 DB ○ 
 

 

× 

× 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

２５６ 

F メンテナンス時の業務継続性 

F-1 セキュリティ対応などの必要な製品修正（Fix Pack）の適用時に、業務を停止せずメ

ンテナンスを実施できることを確認する。 

・ オフサイトのサヸバを停止する。 

・ オンサイトでデヸタを追加する。 

・ オフサイトのサヸバに修正モジュヸルを適用する。 

・ オフサイトのサヸバを起動し、修正モジュヸルのバヸジョンが異なっていても、オ

ンサイトで作業していたデヸタが同期されることを確認する。 

 
G クライアントマシンを利用したバックアップヷリストア 

G-1 デヸタを個別にクライアントに、バックアップできることを以下手順にて確認する。 

・ オンサイトの文書管理 DB を選択し、手動で複製設定を行う。 

・ クライアントに複製する。 

・ クライアントに複製した文書管理 DB にアクセスし、オンサイトの文書管理 DB と

同様の内容であることを確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オフサイト 

(北海道) 

オフサイトが製品修正を適用した状態でも、デ

ヸタの同期が取られることを確認する。 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

文書管理 DB 

基幹系 DB 

操作デヸタ反映 

製品修正適用後 

製品修正適用後 
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G-2 クライアントに、スケジュヸル設定にてバックアップできることを以下手順にて確認す

る。 

・ クライアントの複製設定より、スケジュヸルを設定する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB に文書を追加する。 

・ クライアント上の文書管理 DB が更新されていないことを確認する。 

・ 設定したスケジュヸル経過後、再度クライアント上の文書管理 DB を確認し、文書

が追加されていることを確認する。 

・ スケジュヸルを、クライアント起動時、クライアント停止時に変更し、それぞれ設

定時のみに複製が実行されることを確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オンサイト 

(京都クライアント) 

デヸタベヸスの 

複製 

オンサイトヷデヸタベヸス１つの複製がクラ

イアントに作成されていることを確認する 

文書管理 DB 文書管理 DB 
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G-3 デヸタの新規作成、編集、削除、ファイルのアップロヸドがクライアントのバックアッ

プデヸタに反映できることを確認する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB に文書を追加する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB にデヸタが反映されることを確認す

る。 

・ オンサイトサヸバの文書管理 DB の文書を変更する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB に更新デヸタが反映されることを確

認する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB の文書を削除する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB からも文書が削除されることを確認

する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB に、1MB のファイルを添付する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB にも 1MB のファイルが添付されて

いることを確認する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB に、100MB のファイルを添付する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB にも 100MB のファイルが添付され

ていることを確認する。 

オンサイト 

(京都) 
オンサイト 

(京都クライアント) 

デヸタベヸスの 

自動差分複製 

オンサイトヷデヸタベヸス１つの複製がスケジュヸル設

定によりロヸカルに作成されていることを確認する 

文書管理 DB 文書管理 DB 
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また、オンサイトサヸバでの削除情報が、クライアントの文書管理 DB に伝播しない設

定を以下手順にて確認した。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB で、削除情報を反映しない設定を行う。 

・ オンサイトサヸバ上で文書を作成する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB に反映されていることを確認する。 

・ オンサイトサヸバ上で文書を削除する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB に反映されているか確認する。 

G-4 デヸタのアクセス権の設定がクライアントの文書管理 DB に反映できることを以下手

順にて確認する。 

■文書管理 DB の暗号化による制御 

・ クライアント上での暗号化設定を行い、他ユヸザでアクセスする。 

・ クライアント上の文書管理 DB は、暗号化により開けないことを確認する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB のアクセス権を剥奪する。 

・ 複製を実行し、クライアント上の文書管理 DB にアクセス権を剥奪されたユヸザが

アクセスできないことを確認する。 

■文書管理 DB へのアクセス権 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB に読者権限のみを付不する。 

・ 複製を実行し、クライアントの文書管理 DB に接続し、文書管理 DB は表示される

が、新規文書が作成できないことを確認する。 

■文書管理 DB の文書へのアクセス権 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB の文書に読者権限を付不する。 

・ 複製を実行し、クライアントの文書管理 DB に接続し、読者権限を付不したユヸザ

オンサイト 

(京都) 
オンサイト 

(京都クライアント) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで操作した内容(作成、変更、削除、ファ

イルアップロヸド)が反映することを確認する 

文書管理 DB 文書管理 DB 

デヸタ

の操作 
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で文書が表示できることを確認する。また、読者権限を付不されていないユヸザは、

文書自体が表示されないことを確認する。 

■文書管理 DB のビュヸへのアクセス権 

・ オンサイトサヸバの文書管理 DB のビュヸに読者権限を付不する。 

・ 複製を実行し、クライアントの文書管理 DB に接続し、読者権限を付不したユヸザ

でビュヸが表示できることを確認する。また、読者権限を付不されていないユヸザ

は、ビュヸ自体が表示されないことを確認する。 

■文書管理 DB のフィヸルドへのアクセス権 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB のフィヸルドに編集権限を付不する。 

・ 複製を実行し、クライアントの文書管理 DB に接続し、編集権限を付不したユヸザ

でフィヸルドが編集できることを確認する。また、編集権限を付不されていないユ

ヸザは、閲覧のみとなることを確認する。 

 

 
 

G-5 デヸタベヸスの設計変更がクライアント側へ反映されることを以下手順にて確認する。 

・ オンサイトサヸバ上で文書管理 DB の改修(フィヸルドの追加)を実施する。 

・ 改修したフィヸルドを利用し、文書を作成する。 

・ クライアント上の文書管理 DB でも同じ改修が反映されていることを確認する。 

・ 改修したフィヸルドを利用した文書もクライアント上に反映されていることを確認

する。 

オンサイト 

(京都) 
オンサイト 

(京都クライアント) 

変更情報の 

反映 

オンサイトで操作したアクセス権が反映する

ことを確認する 

文書管理 DB 
文書管理 DB 

アクセス権の操作  
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G-6 クライアントにバックアップしたデヸタを用いて、リストアできることを確認する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB を削除する。 

・ クライアント上の文書管理 DB から、オンサイトサヸバ上へ複製の設定を実施する。 

・ 複製を実行する。 

・ オンサイトサヸバ上の文書管理 DB が、削除直前の状態で利用できることを確認す

る。  

 

 

 

オンサイト 

(京都) 
オンサイト 

(京都クライアント) 

複製 

クライアント上のバックアップを用いて、オンサイト

サヸバの DB がリストアできることを確認する 

文書管理 DB 文書管理 DB 

 

  

オンサイト 

(京都) 
オンサイト 

(京都クライアント) 

改修情報の 

反映 

オンサイトで改修した情報がクライアント上のバ

ックアップ反映し、改修箇所にデヸタを登録した場

合、クライアント上でも読み取れることを確認する 

文書管理 DB 
文書管理 DB 

改修、定義変更 

改修 
改修 
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ウ)実証結果 

バックアップヷリストアに関するその他有用な機能の実証結果について以

下に示す。 

E 災害時オフサイト側システムでの業務継続性 

E-1

結果 

オフサイトのデヸタにアクセスした時点から、災害直前までのデヸタを利用し、オンサ

イトと同様、文書作成などの業務が継続できることを確認した。文書管理 DB において

は、負荷分散装置を配置し、自動切換えを行うことが一般的であり、切り替え時間は一

般的には 1 秒程度であるが、今回は負荷分散装置を用意していないため、検証外とする。

基幹系 DB においては、プライマリの切り替えに 2 秒を要した。 

E-2

結果 

オフサイトヷバックアップを業務アプリケヸションとして利用した場合のレスポンスに

ついて、オンサイト利用時と比較検証をした。比較検証には、異なるファイルサイズの

セキュリティヷパッケヸジ(10MB、50MB、100MB)を使用し、このセキュリティヷ

パッケヸジには、複数の Office 文書が保管されているものとする。また、参考デヸタと

して ZIP 圧縮されたデヸタを利用し、展開の時間を比較測定した。 

レスポンス測定は以下結果となった。 

【操作について】 

サヸバ上の文書管理 DB に保管されているセキュリティヷパッケヸジ化された添付ファ

イルをダブルクリックすると、自動的にロヸカルの一時フォルダに保管され、クライア

ント上で展開用ランチャが起動する。このランチャが起動するまでの時間を”ランチャ

が開くまでの時間”とする。 

また、ランチャが起動し、その後「展開」を選択すると、パッケヸジが展開され、保管

されていた複数ファイルが利用できるようになる。このパッケヸジを展開する時間を”

保護フォルダが開くまでの時間”とする。 
サイズ 操作 オンサイト オフサイト 

10MB 

ランチャが開くまでの時間 2.07 36.03 

保護フォルダが開くまでの時

間 

4.17 
4.46 

50MB 

ランチャが開くまでの時間 6.04 175.32 

保護フォルダが開くまでの時

間 

6.54 
6.88 

100MB 

ランチャが開くまでの時間 10.70 341.86 

保護フォルダが開くまでの時

間 

8.42 
9.07 

(表内の数字の単位は秒) 

比較として、ZIP 圧縮されたファイルの展開は以下となった。 

【操作について】 

サヸバ上の文書管理 DB に保管された ZIP 圧縮ファイルも、ダブルクリックすると、自

動的にロヸカルの一時フォルダに保管され、クライアント上で展開用ランチャが起動す

る。このランチャが起動するまでの時間を”ZIP ランチャが開くまでの時間”とする。 

また、ZIP ランチャが起動し、その後「展開」を選択すると、ZIP ファイルが展開され、

保管されていた複数ファイルが利用できるようになる。この ZIP ファイルが展開される

までの時間を”ZIP ファイルが開くまでの時間”とする。 
サイズ 操作 オンサイト オフサイト 

10MB 
ZIP ランチャが開くまでの時間 1.39 22.49 

ファイルが開くまでの時間 1.89 2.12 

50MB 
ZIP ランチャが開くまでの時間 3.89 109.42 

ファイルが開くまでの時間 11.23 11.83 

100MB ZIP ランチャが開くまでの時間 9.06 291.39 
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ファイルが開くまでの時間 10.49 11.58 

(表内の数字の単位は秒) 

E-3

結果 

オンサイト復旧後に、再度オンサイトにアクセスし、災害中オフサイトで追加したデヸ

タが反映された状態で、オンサイトにて業務ができることを確認した。また引き戻し操

作には、基幹系 DB におけるプライマリの変更に 2 秒、その後のデヸタ同期は、デヸタ

更新量を 1KB 以下としたため、1 秒程度で引き戻しが完了した。 

F メンテナンス時の業務継続性 

F-1

結果 

オフサイトへのバックアップを一時停止し、オフサイトのサヸバに修正モジュヸルを適

用した。 

その後、オフサイトへのバックアップを有効にすると、オンサイトでの変更デヸタを反

映し、修正モジュヸルバヸジョンが異なっていても、デヸタ自体の同期に問題がないこ

とを確認した。 

また、以下手順を踏むことで、業務を継続したまま段階的にオフサイト、オンサイトと

もに修正モジュヸルが適用できることを確認した。 

・ オフサイトの製品修正モジュヸルを適用し、同期を取った後、ユヸザヸアクセスを

オフサイトに切り替える。 

・ オンサイトのサヸバを停止する。 

・ オンサイトに修正モジュヸルを適用する。 

・ オンサイトを起動し、オフサイトと同期を取る。 

・ ユヸザヸアクセスをオンサイトに切り替える。 

G クライアントマシンを利用したバックアップヷリストア 

G-1

結果 

4MB の文書管理 DB において、手動で複製を実行することにより、オンサイトのクラ

イアントに 9 秒でバックアップが取得できることを確認した。 

G-2

結果 

以下のスケジュヸル設定による、クライアントへのバックアップ状況を確認した。 

スケジュヸル設定 バックアップされたタイミング 

3 分毎でのバックアップ 
3 分ごとにバックアップデヸタが更新されることを確

認 

クライアント起動時にバックアップ 

クライアント起動時にバックアップが更新されること

を確認。以降サヸバのデヸタを更新しても、クライアン

トのバックアップは更新されないことを確認 

クライアント停止時にバックアップ 

サヸバでデヸタを更新しても、バックアップに反映され

ないことを確認。クライアントを停止するタイミング

で、バックアップの取得が実行されることを確認。 

また一度複製したデヸタに対しては、その後差分のみの複製のため、どのスケジュヸル

設定でも、軽いデヸタであれば 1 秒以内にクライアントへ反映された。1 秒以内に、反

映できないデヸタについては、G-3 にて検証する。 
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G-3

結果 

オンサイトサヸバヸ上の文書管理 DB への、以下の操作がロヸカルのバックアップに反

映されることを確認した。 

 

 操作時間 デヸタの容量 反映時間 

文書管理 DB へのデヸタ作成 3 秒 1KB 未満 1 秒以内 

文書管理 DB へのデヸタ更新 2 秒 1KB 未満 1 秒以内 

文書管理 DB へのデヸタ削除 1 秒 1KB 未満 1 秒以内 

 

削除情報を反映しない設定を行い、クライアント上のバックアップへの反映状況を以下

手順にて確認した。設定や文書削除などの処理は手動で行い、2,3 秒で完了する程度の

操作である。 

・ クライアント上の文書管理 DB において、削除情報を反映しない設定を行う。 

・ サヸバ上の文書管理 DB で文書を削除する。 

・ サヸバ上の文書管理 DB で文書を新規作成する。 

・ クライアント上の文書管理 DB で、新規作成した文書と、オンサイトでは削除した

文書の両方が残っていることを確認した。 

 

文書管理 DB へのファイルアップロヸドについては、ファイルの容量およびネットワヸ

ク性能に応じて、クライアント上の文書管理 DB への反映に一定の時間がかかることを

確認した。今回の環境においては、以下結果となった。また、オフサイトでの反映時間

と比較しておく。 

ファイルサイズ 
オンサイトヷバックアップへの反映時

間 

オフサイトヷバックアップへの反映時

間 

１MB 1 秒 5 秒 

100MB 10 秒 10 分 
 

G-4

結果 

オンサイトサヸバヸ上の文書管理 DB へのアクセス制御設定変更が、クライアントのバ

ックアップに反映されることを以下により確認した。アクセス制御設定変更操作は 3 秒

程度で完了する。 

また、操作後は常に複製を実行するものとし、アクセス権の設定変更を実施したユヸ

ザを対象ユヸザ、その他ユヸザを一般ユヸザとする。 

 

操作 複製前 複製後 

― 対象ユヸザ 一般ユヸザ 対象ユヸザ 一般ユヸザ 

クライアント上の DB を対象ユヸザの ID

で暗号化し、対象ユヸザ以外のアクセス

を制限 

アクセス可能 アクセス可能 アクセス可能 アクセス丌可 

暗号化解除後、オンサイトの文書管理 DB

のアクセス権剥奪 
アクセス可能 アクセス可能 アクセス丌可 アクセス可能 

オンサイトの文書管理 DB に読者権限を

付不 
アクセス丌可 編集まで可能 

閲覧のみ可能 編集まで可能 

オンサイトの文書管理 DB の文書に読者

権限にて制限 

対象文書が 

表示 

対象文書が 

表示 

対象文書の 

閲覧が可能 

対象文書が 

非表示 

オンサイトの文書管理 DB のビュヸを読

者権限にて制限 

対象ビュヸが 

表示 

対象ビュヸが 

表示 

対象ビュヸの 

閲覧が可能 

対象ビュヸが

非表示 

オンサイトの文書管理 DB のフィヸルド

を読者権限にて制限 

対象フィヸル

ドの編集可能 

対象フィヸル

ドの編集が可

能 

対象フィヸル

ドの閲覧が可

能 

対象フィヸル

ドが非表示 

上記より、権限がないユヸザは、対象の文書やビュヸが非表示となり、閲覧ができない

結果となった。 
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また、クライアントヷバックアップへの設定変更反映時間を以下に示す。 

操作 反映時間 

オンサイトの文書管理 DB のアクセス権を剥奪 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB に読者権限を付不 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB の文書に読者権限にて制限 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB のビュヸを読者権限にて制限 1 秒以内 

オンサイトの文書管理 DB のフィヸルドを読者権限にて制限 １秒以内 
 

G-5

結果 

オンサイトの文書管理 DB で、フィヸルドの追加を実施し、追加したフィヸルドを利用

し、文書を作成すると、クライアント上のバックアップにも、新しいフィヸルドを利用

した文書が登録されていることが確認できた。 

また、オンサイトでの文書作成後の複製時点より、1 秒以内に、クライアント上のバッ

クアップに新規文書が登録されていることを確認できた。 

G-6

結果 

クライアントからの複製を実行することにより、19MB の文書管理 DB が 9 秒でオン

サイトサヸバヸ上にリストアできることを確認した。 

 

エ)実証の考察 

A. オフサイトを利用した業務の継続性について 

E-1 のリアルタイムでデヸタの同期が取られているため、バックアップデ

ヸタを利用しても、業務が継続できることが確認できた実証結果より、職員

にとっては、オフサイトのバックアップを利用しても機能面では全く同じア

プリケヸションを利用する状況になる。ただし、以下結果より、デヸタ容量

の大きいファイルを取り扱う場合、アプリケヸションには依存せず、バック

アップへの反映や、オフサイトからのダウンロヸドに時間がかかっているこ

とがわかる。よってネットワヸクやマシンに依存して、オフサイトの業務ア

プリケヸション利用の操作に時間のかかる可能性がある。オフサイトのバッ

クアップデヸタを一時的に業務で使用するためには、オフサイトシステムに

も、相応のマシンリソヸスやディスク構成、デヸタ領域が必要になる。 

 
表 ４-52 検証結果比較 

比較項目 所要時間 検証

番号 

100MB のファイルのオフサイトバックアップへの反

映時間 

10 分 12 秒 A-3 

100MB のファイルのオンサイトバックアップへの反

映時間 

10 秒 G-3 

オフサイトでの 10MB のセキュリティヷパッケヸジ展

開(ランチャ起動まで) 

36.03 秒 E-2 

オンサイトでの 10MB のセキュリティヷパッケヸジ展

開(ランチャ起動まで) 

2.07 秒 E-2 

オフサイトでの 10MB の ZIP ファイル展開(ランチャ

起動まで) 

22.49 秒 E-2 

オンサイトでの 10MB の ZIP ファイル展開(ランチャ 1.39 秒 E-2 
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起動まで) 

 

また、復旧時間については、今回の実証では災害中のオフサイトでのデヸ

タ更新を 1KB 程度としたため、プライマリの切り替えに 2 秒、オフサイトの

デヸタとの同期に 1 秒の計 3 秒を復旧に要した。災害中のデヸタ更新量、災

害継続時間によって復旧時間は比例し長くなることが想定される。 

 

B. メンテナンス時の業務継続性について 

F-1 の製品に修正モジュヸルを適用する場合において、多尐オフサイト、

オンサイトで製品修正モジュヸルのバヸジョンが異なっていても、デヸタの

同期には問題がないことが確認できた。この結果より、各自治体が一拢で修

正モジュヸルを適用することが難しい場合でも、段階的に修正モジュヸルを

適用することができる。この仕組みは、様々な自治体が参加する自治体クラ

ウドにおいて、有効な機能となる。 

 

C. 管理者のクライアントへのバックアップヷリストアについて 

G-1、G-2 の管理者のクライアント上にもオフサイトと同様に、バックア

ップを取得できるという結果より、突発的な作業前にバックアップを取得し

ておく(例えば文書の一拢削除作業時において、誤って削除した文書の復旧用

や設計変更を実施したいときの既存環境への影響確認用)など、管理者が任意

の時点でのバックアップを手元に保管することができる。自治体クラウド環

境でも、要件によって各自治体がバックアップ運用を検討することができ有

効となる。また、以下結果より短時間でバックアップヷリストアしたい場合

には、オンサイトでのバックアップが有効である。 

 
表 ４-53 バックアップ時の所要時間 

操作 所要時間 検証番号 

オフサイトへの 19MB の文書管理 DB バックアップ 1 分 35 秒 A-2 

オンサイトへの 19MB の文書管理 DB バックアップ 9 秒 G-1 

 
表 ４-54 リストア時の所要時間 

操作 所要時間 検証番号 

オフサイトからの 19MB の文書管理 DB リストア 20 秒 C-1 

オンサイトからの 19MB の文書管理 DB リストア 9 秒 G-6 

 

 

D. 管理者のクライアント上のバックアップデヸタの反映について 

オフサイトバックアップと同様、以下結果より管理者のクライアント上に

あるバックアップデヸタに各種デヸタを反映させることができることが実

証できた。クライアント上のバックアップも、オフサイトのバックアップと

同様正確な情報をバックアップできる仕組みとして有効である。 
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表 ４-55 検証結果 

操作 サヸバとクライアン

トの内容比較 

反映時間 検証番号 

文書管理 DB でのデヸタの新規追加 サヸバと同様 1 秒 G-3 

文書管理 DB でのデヸタの変更 サヸバと同様 1 秒 G-3 

文書管理 DB でのデヸタの削除 サヸバと同様 1 秒 G-3 

文書管理 DB でのアクセス権 サヸバと同様 1 秒 G-4 

文書管理 DB に添付したセキュリティヷ

デヸタ(1MB) 

サヸバと同様 1 秒 G-3 

文書管理 DB に添付したセキュリティヷ

デヸタ(100MB) 

サヸバと同様 10 秒 G-3 
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（６） 障害時のバックアップサヸバへの切替え 

ア） オフサイトバックアップ実証 

A. 実証の概要ヷ目的 

a. 目的 

地域災害等の発生時において業務継続性を確保するためには、業務デヸ

タを定期的に遠隐拠点へバックアップしておくこと（オフサイトバックア

ップという。）が有効とされている。 

本実証実験は、総合行政ネットワヸク（ＬＧＷＡＮ）上でオフサイトバ

ックアップを実施し、業務を継続するための機能性及び実用性について確

認することを目的とした。 

 

b. 概要 

京都府デヸタセンタヸと北海道デヸタセンタヸにそれぞれメヸルサヸバ

を構築し、拠点間でメヸルデヸタのオフサイトバックアップを行う。バッ

クアップは、いわゆる通常のファイルバックアップではなく、差分情報を

短間隐で定期的に伝送する方式（以下、「オンライン同期方式」という）

で実施することとする。オンライン同期方式は、通常のファイルバックア

ップによるオフサイトバックアップに比して次のような利点がある。本実

証では、このオンライン同期方式の有用性についても併せて確認した。オ

ンライン同期方式は、Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ｓｅｒｖｅｒ ２０１０に搭載

されている機能（Ｄａｔａｂａｓｅ Ａｖａｉｌａｂｌｅ Ｇｒｏｕｐ）

を利用する。 

 

c. オンライン同期方式の利点 

 一般的なオフサイトバックアップは、半日または日単位でデヸタを伝

送するため、地域災害等によるシステム障害が発生した場合に、デヸ

タの損失量が多くなる可能性が高い。一方、オンライン同期方式では、

差分情報を短間隐で伝送するためデヸタの損失量は尐なくなる。 

 片方の拠点のメヸルサヸバに障害が発生した後に、簡易な操作で正常

に稼働しているメヸルサヸバに処理が切り替わるように構成するこ

とが出来る。そのため、復旧時間の短縮が期待され、エンドユヸザヸ

に対する影響が尐なくなる。 

 

B. 実証の内容 

a. 実施にあたっての条件 

 京都府デヸタセンタヸ及び北海道デヸタセンタヸ間のＬＧＷＡＮにお

いてＶＰＮ接続が確立していること。 

 京都府デヸタセンタヸ及び北海道デヸタセンタヸにおいて使用可能な
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物理サヸバはそれぞれ１台ずつ。 

 すべての仮想マシンは事業者の実証環境にて作成済み。また、必要なソ

フトウェア等のインストヸルや諸設定についても事前実施済み。 

 実証実験環境のネットワヸク構成上の制約により、クライアント PC（仮

想マシン）は庁内 LAN ではなく、京都府デヸタセンタヸの仮想化サヸ

バと同じセグメントに配置。 

 

b. 利用したツヸル／ソフトウェア等 

利用したツヸル／ソフトウェア等 

 Microsoft Windows Server 2008 R2 Hyper-V（仮想化サヸバ） 

 Active Directory Domain Services（認証サヸバ） 

 Microsoft Exchange Server 2010（メッセヸジングヷグルヸプウェアサヸ

バヸ） 

 Windows 7 Enterprise（クライアント） 

 Microsoft Outlook 2010（メヸルクライアント） 
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Hyper-V 2.0
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Hyper-V 管理マネージャ
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京都府物理サーバー
(仮想化サーバー）

仮想マシン
（メールサーバー）
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.NET Framework 4.0

System Center Operations 
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図 ４-40 オフサイトバックアップ実証におけるサヸバ構成（京都府デヸタセンタヸヷ北海道デヸタセンタヸ 
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c. 実証方法 

A） オフサイトバックアップ実証 

総合行政ネットワヸク（ＬＧＷＡＮ）上でオフサイトバックアップを実

施し、問題なく利用出来ることを確認するため、以下の実証実験を実施し

た。実証実験の大まかな流れを下表に示す。 

 
表 ４-56 オフサイトバックアップ実証内容 

No. 実施内容 

1 実証実験に使用する仮想環境を構築する。 

2 クライアントから京都府メヸルサヸバにアクセス出来ることを確認する。 

3 クライアントからメヸルを送信する。 

4 仮想環境のメヸルサヸバで意図的に障害を発生させる。 

（仮想マシンを停止する。） 

5 京都府メヸルサヸバから北海道メヸルサヸバに処理を切替えるため、コマンドを実行す

る。 

6 メヸルクライアントを再起動して北海道メヸルサヸバにアクセスする。 

7 事前に送信したメヸルを確認する。 

No.3 のメヸル送信は複数のパタヸンにて実施する。No.3～7 の手順を繰り返し実施す

る。 

 

 運用性を確認するための実験環境として、京都府デヸタセンタヸの仮想化

サヸバ上に仮想環境の京都府メヸルサヸバを構築した。同じく、北海道デ

ヸタセンタヸの仮想化サヸバ上に仮想環境の北海道メヸルサヸバを構築

した。 

 
表 ４-57 実証の位置付け 

仮想マシン 実証実験における位置付け 

京都府メヸルサヸバ 
京都府デヸタセンタヸの仮想化サヸバ上で稼働するメヸ

ルサヸバがインストヸルされた仮想マシン。本実証実験

シナリオでは、京都府メヸルサヸバに障害が発生するこ

とを想定して実施する。 

京都府クライアント 京都府メヸルサヸバを利用するエンドユヸザヸの端末。 

北海道メヸルサヸバ 北海道デヸタセンタヸの仮想化サヸバ上で稼働するメヸ

ルサヸバがインストヸルされた仮想マシン。本実証実験

シナリオでは、京都府メヸルサヸバの待機系（副系）サ

ヸバである。 

 

ＬＧＷＡＮにおけるオフサイトバックアップの技術実証及び有用性の

確認のため、障害発生以前のメヸルサヸバ及びクライアントの正常性を確

認した。京都府メヸルサヸバ及び京都府メヸルサヸバとクライアントとの

通信が、正常であることを確認するため、以下について確認した。 
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表 ４-58 確認項目 

No. 確認項目 

1 実証実験環境に仮想マシンのインポヸトが完了した時点において、仮想マシンの設

定画面に表示されている値が、事業者の実証環境において設定したものと同じ値で

あるか。 

2 仮想マシンの起動前後に、仮想化サヸバ上のイベントログに仮想マシンに関連する

“警告”または“エラヸ”のログが表示されていないか。 

3 仮想マシンの起動後に、仮想マシン上のイベントログに“警告”または“エラヸ”

が表示されていないか。 

4 エラヸメッセヸジが表示されずに、メヸルクライアント2が起動するか。 

5 メヸルクライアントの接続状況が、“オンライン”と表示されているか。 

6 自分宛（ログインユヸザヸ）にテスト メヸル3を送信出来るか。 

7 自分宛（ログインユヸザヸ）のテスト メヸルを受信出来るか。 

 

オンライン同期方式による差分情報の伝送が正常に動作することを確

認するため、障害発生前にメヸルを送信した。本実証実験で使用するＥｘ

ｃｈａｎｇｅ Ｓｅｒｖｅｒ ２０１０のオンライン同期は、１ＭＢ単位

で差分ログデヸタをコピヸする仕様であることから、機能実証に必要なデ

ヸタサイズを１ＭＢ及び５ＭＢとした。メヸル送信パタヸンは下表のとお

りである。 

 
表 ４-59 メヸルの送信パタヸン 

No. メヸル送信パタヸン デヸタサイズ 

1 テストユヸザヸ1 からテストユヸザヸ2 に対して、1 MB の

ファイルを添付したメヸルを 1 通送信する。 

1 MB 

2 テストユヸザヸ1 からテストユヸザヸ2 に対して、1 MB の

ファイルを添付したメヸルを 5 通送信する。 

5 MB 

 

メヸル送信後、ＬＧＷＡＮに接続された京都府メヸルサヸバと北海道メ

ヸルサヸバにおいて、オンライン同期方式が正常に稼働していることを確

認するため、以下について確認した。下表の確認項目は、京都府メヸルサ

ヸバ障害発生前に実施した。 

 

 

 

 

 

                                      
2 Microsoft Outlook 2010 
3 テスト メヸルの内容は次のとおり。（メヸル件名：テスト メヸル本文：テスト 添付ファイル：なし 

テキスト形式） 
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表 ４-60 メヸル送信パタヸンＮｏ．１の確認項目 

No. 確認項目 

1 メヸル送信後に京都府メヸルサヸバのデヸタベヸスログが作成されるフォ

ルダ4に同期用のファイルが作成されるか。 

2 京都府メヸルサヸバの同期用のファイルと同数のファイルが、北海道メヸル

サヸバのデヸタベヸスログが格納される既定のフォルダにコピヸされるか。 

3 京都府メヸルサヸバ及び北海道メヸルサヸバのイベントログにオンライン

同期に関連する“警告”または“エラヸ”のログが表示されていないか。 

 
表 ４-61 メヸル送信パタヸンＮｏ．２の確認項目 

No. 確認項目 

1 メヸル送信後に京都府メヸルサヸバのデヸタベヸスログが作成されるフォル

ダに同期用のファイルが作成されるか。 

2 京都府メヸルサヸバの同期用のファイルと同数のファイルが、北海道メヸル

サヸバのデヸタベヸスログが格納される既定のフォルダにコピヸされるか。 

3 京都府メヸルサヸバ及び北海道メヸルサヸバのイベントログにオンライン同

期に関連する“警告”または“エラヸ”のログが表示されていないか。 

 

京都府メヸルサヸバに障害が発生している状況を用意するため、仮想化

ソフトウェアの管理ツヸルを用いて、京都府メヸルサヸバの仮想マシンを

停止（シャットダウン）した。京都府メヸルサヸバの仮想マシンを停止し

たことで、京都府メヸルサヸバとクライアントとの通信が途絶し、メヸル

アイテムにアクセス出来ないことを確認するため、以下について確認した。 

 
表 ４-62 メヸル送信パタヸンＮｏ．１の確認項目 

No. 確認項目 

1 メヸルクライアントの起動時に、「サヸバは利用出来ません」とメッセヸジダ

イアログが表示され、起動に失敗するか。 

2 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、京都府メヸルサヸバのメヸルデヸタ

ベヸスの接続情報を参照した際に、「インフォメヸションストアサヸビスに接

続出来ません」と警告メッセヸジが表示されるか。 

3 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、京都府メヸルサヸバのデヸタベヸス

コピヸのステヸタスを参照した際に、“サヸビス停止”と表示されるか。 

 
表 ４-63 メヸル送信パタヸンＮｏ．２の確認項目 

No. 確認項目 

1 メヸルクライアントの起動時に、「サヸバは利用出来ません」とメッセヸジダイ

アログが表示され、起動に失敗するか。 

2 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、京都府メヸルサヸバのメヸルデヸタベ

ヸスの接続情報を参照した際に、「インフォメヸションストアサヸビスに接続出

                                      
4 フォルダのパスは、次のとおり。 C:\Program Files\Microsoft\Exchange 

Server\V14\Mailbox\MDB01 
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来ません」と警告メッセヸジが表示されるか。 

3 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、京都府メヸルサヸバのデヸタベヸスコ

ピヸのステヸタスを参照した際に、“サヸビス停止”と表示されるか。 

 

京都府メヸルサヸバの仮想マシンを停止後、北海道メヸルサヸバにフェ

ヸルオヸバヸクラスタヸサヸビスを強制的に認識させるため、北海道メヸ

ルサヸバでプロンプトを起動し、フェヸルオヸバヸクラスタヸサヸビスを

再起動するコマンドを実行した 。実行したコマンドについて下表に示す。 

 
表 ４-64 実行コマンド 

実行したコマンド コマンド処理内容 

NET STOP CLUSSVC 

 

（オンライン同期方式に必要な）フェヸルオヸバ

ヸクラスタヸサヸビスを停止する。 

NET START CLUSSVC /fq 

 

（オンライン同期方式に必要な）フェヸルオヸバ

ヸクラスタヸサヸビスを強制的に開始する。 

 

コマンドが正常に実行されたことを実証するため、以下について確認し

た。 

 
表 ４-65 確認項目 

No. 確認項目 

1 コマンド実行後、コマンドプロンプトにそれぞれ次のメッセヸジが表示される

か。 

 

サヸビス停止時：「Cluster Service サヸビスは正常に停止されました」 

サヸビス開始時：「Cluster Service サヸビスは正常に開始されました」 

2 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、北海道メヸルサヸバのデヸタベヸス

コピヸのステヸタスを参照した際に、“マウント済み5”と表示されるか。 

 

クライアントの接続先を、停止した京都府メヸルサヸバから、北海道メ

ヸルサヸバに切り替えるため、北海道メヸルサヸバでメヸルサヸバの管理

用コマンドシェル6を起動し、コマンドを実行した。実行したコマンドにつ

いて下表に示す。 

 
表 ４-66 実行コマンド 

実行したコマンド コマンド処理内容 

Set-MailboxDatabase MDB01 –RpcCli

entAccessServer EX-HOK-V.cloud-test.l

ocal 

クライアントの接続先サヸバを “EX-HOK-V”

（北海道サヸバのホスト名）に切替える。 

                                      
5 メヸルサヸバヸにメヸルボックス デヸタベヸスを認識させ、操作可能にすることを「マウントする」と

いう。ここでは、京都府メヸルサヸバヸにマウントされていたメヸルボックスデヸタベヸスコピヸを、北

海道メヸルサヸバヸで正常に認識した状態を指す。 
6 Exchange Management Shell 
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コマンドが正常に実行されたことを実証するため、以下について確認し

た。 

 
表 ４-67 確認項目 

No. 確認項目 

1 コマンドの実行後、コマンドシェルにエラヸメッセヸジが表示されないか。 

2 クライアントの接続先サヸバの詳細ステヸタスを取得する次のコマンド 

 

Get-MailboxDatabase MDB01  | Format-List 

 

を実行し、RpcClientAccessServer の値が、"EX-HOK-V”（北海道サヸバのホス

ト名）であるか。 

 

B） 障害発生時におけるクライアント操作実証 

メヸルクライアントには接続先のメヸルサヸバの情報が格納されるた

め、メヸルクライアントのアカウント設定で接続先サヸバを変更する必要

がある。 

障害が発生した京都府メヸルサヸバから北海道メヸルサヸバに接続先

を切替えた後、クライアント側で必要な操作について実証するため、テス

トユヸザヸ2 でログインしたクライアントで、メヸルクライアントを起動し、自動

アカウント設定ウィザヸドを実行することで北海道メヸルサヸバに再接

続が可能であるか下表の確認項目について確認した。 

 
表 ４-68 確認項目 

No. 確認項目 

1 メヸルクライアント起動後に「サヸバは利用出来ません」のメッセヸジダイアログ

が表示され、“再試行”を選択した際に、オプション画面に遷移するか。 

2 オプション画面にて“アカウント設定”を選択し、続けて“修復”を選択した際に、

アカウントの修復ウィザヸドが起動するか。 

3 アカウントの修復ウィザヸドの電子メヸルアカウント情報を入力するテキストボ

ックスにログインユヸザヸであるテストユヸザヸ2 の名前とメヸルアドレスがそれ

ぞれ自動設定されるか。 

4 アカウントの修復ウィザヸドで“サヸバ設定のオンライン検索処理”の以下の処理

が正常に完了したか。 

ネットワヸク接続の確立 

サヸバ設定の検索 

サヸバへのログオン 

5 続けて、「変更を有効にするには、Outlook を再起動する必要があります。」のメ

ッセヸジダイアログが表示されるか。 

6 アカウントの修復ウィザヸドが終了し、「電子メヸルアカウントの設置が完了しま

した。」とメッセヸジが表示されるか。 
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No. 確認項目 

7 メヸルクライアント を再起動後、ステヸタスバヸの“Microsoft Exchange の接

続状態”を参照し、動作状況タブに表示される接続先のサヸバが、北海道メヸルサ

ヸバ（EX-HOK-V.cloud-test.local）となっているか。 

 

再接続に成功した後、京都府メヸルサヸバの障害発生前に送信したメヸ

ルアイテムを北海道メヸルサヸバに接続して閲覧出来るか確認した。 

 
表 ４-69 メヸル送信パタヸンＮｏ．１の確認項目 

No. 確認項目 

1 京都府メヸルサヸバの障害発生以前に送信した 1MB のファイルを添付した 1 通の

メヸルを北海道メヸルサヸバに接続した際に閲覧出来るか。 

 
表 ４-70 メヸル送信パタヸンＮｏ．２の確認項目 

No. 確認項目 

1 
京都府メヸルサヸバの障害発生以前に送信した 1MB のファイルを添付した 5 通の

メヸルを北海道メヸルサヸバに接続した際に閲覧出来るか。 

 

C. 実証の結果 

総合行政ネットワヸク（ＬＧＷＡＮ）上でオフサイトバックアップを実施

し、問題なく利用出来ることを実証するため、以下の実証実験を行い、次の

結果が得られた。 

 

a. オフサイトバックアップの実証結果 

環境は事業者の検証環境で作成した仮想マシンを使用することで本実証

実験を実施した。 

ＬＧＷＡＮにおけるオフサイトバックアップの技術実証及び有用性の確

認のため、障害発生以前のメヸルサヸバ及びクライアントの正常性につい

て確認した。 

実証の結果については下表のとおりである。 

 
表 ４-71 実証の結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 実証実験環境に仮想マシンのイン

ポヸトが完了した時点において、仮

想マシンの設定画面に表示されて

いる値が、事業者の実証環境におい

て設定したものと同じ値であるか。 

京都府メヸルサヸバ、北海道メヸルサヸバ、認

証サヸバ及びクライアントの、すべての仮想マ

シンの設定値において事業者の実証環境にて

設定した値と同一であった。 

2 仮想マシンの起動前後に、仮想化サ

ヸバ上のイベントログに仮想マシ

京都府仮想化サヸバ及び北海道仮想化サヸバ

のイベントログにおいて、仮想マシンに関する
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ンに関連する“警告”または“エラ

ヸ”のログが表示されていないか。 

“警告”、または“エラヸ”のログが表示され

ることなく起動ヷ動作した。 

3 仮想マシンの起動後に、仮想マシン

上のイベントログに“警告”または

“エラヸ”が表示されていないか。 

京都府メヸルサヸバ、北海道メヸルサヸバ、認

証サヸバ及びクライアントの仮想マシンのイ

ベントログにおいて、仮想マシンに関する“警

告”、または“エラヸ”のログが表示されるこ

となく起動ヷ動作した。 

4 エラヸメッセヸジが表示されずに、

メヸルクライアントが起動するか。 

エラヸメッセヸジが表示されることなく、メヸ

ルクライアントが起動した。 

5 メヸルクライアントの接続状況が、

“オンライン”と表示されている

か。 

メヸルクライアントの接続状況を示すステヸ

タスバヸの表示内容が、起動直後の“接続中”

から 10 秒で“オンライン”に変更された。 

6 自分宛（ログインユヸザヸ）にテス

ト メヸルを送信出来るか。 

自分宛にテスト メヸルを送信し、 

送信済みアイテムフォルダにアイテムが移動

した。 

7 自分宛（ログインユヸザヸ）のテス

ト メヸルを受信出来るか。 

自分宛に送信したテスト メヸルを受信し、メ

ッセヸジを閲覧出来た。 

 

京都府メヸルサヸバから北海道メヸルサヸバに短期間で差分情報を定期

的に伝送する方式が正常に動作することを実証するため障害発生前にメヸ

ルを送信した。 

メヸルを送信した結果については下表のとおりである。 

 
表 ４-72 実証の結果 

No. 内容 
デヸタ

サイズ 
実証の結果 

送信に要し

た時間7 

1 

テストユヸザヸ1 からテス

トユヸザヸ2 に対して、1MB

のファイルを添付したメヸ

ルを 1 通送信する。 

1MB 

送信処理を実行後、送信済み

フォルダに格納されたこと

で正常にメヸルが送信され

たことを確認した。 

5 秒 

2 

テストユヸザヸ1 からテス

トユヸザヸ2 に対して、1MB

のファイルを添付したメヸ

ルを 5 通送信する。 

5MB 

送信処理を実行後、送信済み

フォルダに格納されたこと

で正常にメヸルが送信され

たことを確認した。 

20 秒 

 

メヸル送信後、ＬＧＷＡＮに接続された京都府メヸルサヸバと北海道メ

ヸルサヸバにおいて、オンライン同期方式が正常に稼働していることを確

認した結果は下表のとおりである。下表の確認項目は、京都府メヸルサヸ

バ障害発生前に実施した。 

 

 

                                      
7 送信ボタン押下後、送受信が完了し送信済みフォルダにアイテムが移動するまでに要した時間。 
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表 ４-73 メヸル送信パタヸンＮｏ．１の確認項目 

No. 確認項目 実証の結果 要した時間 

1 
メヸル送信後に京都府メヸ

ルサヸバのデヸタベヸスロ

グが作成されるフォルダ8に

同期用のファイルが作成さ

れるか。 

メヸル送信後に京都府メ

ヸルサヸバのデヸタベヸ

スログファイルが格納さ

れるフォルダに同期用の

ファイルが作成されたこ

とを確認した。 

メヸル送信完了後から、

京都府メヸルサヸバにデ

ヸタベヸスログファイル

が作成されるまでに要し

た時間は 10 秒であった。 

2 京都府メヸルサヸバの同期

用のファイルと同数のファ

イルが、北海道メヸルサヸ

バのデヸタベヸスログが格

納される既定のフォルダに

コピヸされるか。 

京都府メヸルサヸバの同

期用のファイルと同数の

ファイルが、北海道メヸル

サヸバのデヸタベヸスロ

グが格納される既定のフ

ォルダにコピヸされたこ

とを確認した。 

メヸル送信完了後から、

北海道メヸルサヸバにデ

ヸタベヸスログファイル

がコピヸされるまでに要

した時間は 30 秒であっ

た。 

3 京都府メヸルサヸバ及び北

海道メヸルサヸバのイベン

トログにオンライン同期に

関連する“警告”または“エ

ラヸ”のログが表示されて

いないか。 

京都府メヸルサヸバ及び

北海道メヸルサヸバのイ

ベントログにオンライン

同期に関連する“警告”ま

たは“エラヸ”のログが表

示されていないことを確

認した。 

- 

 

メヸル送信パタヸンＮｏ．１において、メヸル送信後から北海道メヸル

サヸバにデヸタベヸスログファイルがコピヸされ、オンライン同期が完了

するまでの３０秒間で使用した、北海道メヸルサヸバのネットワヸク帯域

は、平均値：５４．５ＫＢ／ｓｅｃ、最大値：１５６．９ＫＢ／ｓｅｃで

あった。 

 
表 ４-74 メヸル送信パタヸン No.2 の確認項目 

No. 確認項目 実証の結果 要した時間 

1 
メヸル送信後に京都府メ

ヸルサヸバのデヸタベヸ

スログが作成されるフォ

ルダに同期用のファイル

が作成されるか。 

メヸル送信後に京都府メヸ

ルサヸバのデヸタベヸスロ

グファイルが格納されるフ

ォルダに同期用のファイル

が作成されたことを確認し

た。 

メヸル送信完了後から、

京都府メヸルサヸバにデ

ヸタベヸスログファイル

が作成されるまでに要し

た時間は 40 秒であった。 

2 京都府メヸルサヸバの同

期用のファイルと同数の

京都府メヸルサヸバの同期

用のファイルと同数のファ

メヸル送信完了後から、

北海道メヸルサヸバにデ

                                      
8 フォルダのパスは、次のとおり。 C:\Program Files\Microsoft\Exchange 

Server\V14\Mailbox\MDB01 
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ファイルが、北海道メヸル

サヸバのデヸタベヸスロ

グが格納される既定のフ

ォルダにコピヸされるか。 

イルが、北海道メヸルサヸ

バのデヸタベヸスログが格

納される既定のフォルダに

コピヸされたことを確認し

た。 

ヸタベヸスログファイル

がコピヸされるまでに要

した時間は 135 秒であっ

た。 

3 京都府メヸルサヸバ及び

北海道メヸルサヸバのイ

ベントログにオンライン

同期に関連する“警告”ま

たは“エラヸ”のログが表

示されていないか。 

京都府メヸルサヸバ及び北

海道メヸルサヸバのイベン

トログにオンライン同期に

関連する“警告”または“エ

ラヸ”のログが表示されて

いないことを確認した。 

- 

 

メヸル送信パタヸンＮｏ．２において、メヸル送信後から北海道メヸル

サヸバにデヸタベヸスログファイルがコピヸされ、オンライン同期が完了

するまでの１３５秒間で使用した、北海道メヸルサヸバのネットワヸク帯

域は、平均値：４０．３ＫＢ／ｓｅｃ、最大値：７９３．６ＫＢ／ｓｅｃ

であった。 

京都府メヸルサヸバに障害が発生している状況を用意するため、仮想化

ソフトウェアの管理ツヸルを用いて、京都府メヸルサヸバの仮想マシンを

停止させた。確認項目に対する実証の結果については下表のとおりである。 

 
表 ４-75 実証の結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 
メヸルクライアントの起動時に、「サヸバは

利用出来ません」とメッセヸジダイアログが

表示され、起動に失敗するか。 

メヸルクライアントを起動した際

に、メッセヸジダイアログに「サヸ

バは利用出来ません」と表示された。 

2 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、京

都府メヸルサヸバのメヸルデヸタベヸスの

接続情報を参照した際に、「インフォメヸシ

ョンストアサヸビスに接続出来ません」と警

告メッセヸジが表示されるか。 

北海道メヸルサヸバの管理コンソヸ

ルで、京都府メヸルサヸバのメヸル

デヸタベヸスの接続情報を参照した

際に、「インフォメヸションストア

サヸビスに接続出来ません」と警告

メッセヸジが表示された。 

3 北海道メヸルサヸバの管理コンソヸルで、京

都府メヸルサヸバのデヸタベヸスコピヸの

ステヸタスを参照した際に、“サヸビス停止”

と表示されるか。 

北海道メヸルサヸバの管理コンソヸ

ルで、京都府メヸルサヸバのデヸタ

ベヸスコピヸのステヸタスを参照し

た際に、“サヸビス停止”と表示さ

れた。 

 

京都府メヸルサヸバの仮想マシンを停止後、北海道メヸルサヸバにフェ

ヸルオヸバヸクラスタヸサヸビスを認識させるため、北海道メヸルサヸバ

でコマンドプロンプトを起動、フェヸルオヸバヸクラスタヸサヸビスを再

起動するコマンドを実行した。フェヸルオヸバヸクラスタヸサヸビスを再
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起動するコマンドの実行が完了するまでに要した時間は、２０秒であり、

コマンドの実行結果については下表のとおりである。 

 
表 ４-76 実証の結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 コマンド実行後、コマンドプロン

プトにそれぞれ次のメッセヸジが表

示されるか。 

 

サヸビス停止時：「Cluster Servi

ce サヸビスは正常に停止されまし

た」 

サヸビス開始時：「Cluster Servi

ce サヸビスは正常に開始されまし

た」 

コマンド実行後、コマンドプロンプトに

それぞれ次のメッセヸジが表示されたこと

を確認した。 

 

サヸビス停止時：「Cluster Service サヸ

ビスは正常に停止されました」 

サヸビス開始時：「Cluster Service サヸ

ビスは正常に開始されました」 

2 北海道メヸルサヸバの管理コンソ

ヸルで、北海道メヸルサヸバのデヸ

タベヸスコピヸのステヸタスを参照

した際に、“マウント済み9”と表示

されるか。 

北海道メヸルサヸバの管理コンソヸル

で、北海道メヸルサヸバのデヸタベヸスコ

ピヸのステヸタスを参照した際に、“マウン

ト済み”と表示されたことを確認した。 

 

クライアントの接続先を、停止した京都府メヸルサヸバから北海道メヸ

ルサヸバに切替えるため、北海道メヸルサヸバでメヸルサヸバの管理用コ

マンドシェルを起動、コマンドを実行した。京都府メヸルサヸバから、北

海道メヸルサヸバに切替えるコマンドの実行が完了するまでに要した時間

は８秒であった。確認結果は下表のとおりである。 

 
表 ４-77 確認結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 コマンドの実行後、コマンドシェルにエラ

ヸメッセヸジが表示されないか。 

コマンドの実行後、コマンドシェル

にエラヸメッセヸジが表示されてい

ないことを確認した。 

2 クライアントの接続先サヸバの詳細ステヸ

タスを取得する次のコマンド 

 

Get-MailboxDatabase MDB01  | For

mat-List 

 

を実行し、RpcClientAccessServer の値

が、"EX-HOK-V”（北海道サヸバのホスト名）

であるか。 

Get-MailboxDatabase MDB01  

| Format-List 

 

の実行結果で RpcClientAccessSer

ver の値が、"EX-HOK-V”と表示され

たことを確認した。 

 

京都府メヸルサヸバから北海道メヸルサヸバに接続先が切り替わったこ

                                      
9 メヸルボックスが保管されるメヸルデヸタベヸスに接続した状態になると、“マウント済み”と表示さ

れる。 
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とを確認した上で、メヸルクライアントを起動し、自動アカウント設定ウ

ィザヸドを実行することで北海道メヸルサヸバに再接続がされるか確認し

た。確認結果は下表のとおりである。メヸルクライアントのアカウント設

定を自動構成するウィザヸドを実行し、アカウント構成処理が完了するま

でに要した時間は１５０秒であった。 

 
表 ４-78 実証の結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 メヸルクライアント起動後に「サヸバは

利用出来ません」のメッセヸジダイアロ

グが表示され、“再試行”を選択した際

に、オプション画面に遷移するか。 

メヸルクライアント起動後に「サヸバは利

用出来ません」のメッセヸジダイアログが

表示され、“再試行”を選択した際に、オ

プション画面に遷移したことを確認した。 

2 オプション画面にて“アカウント設定”

を選択し、続けて“修復”を選択した際

に、アカウントの修復ウィザヸドが起動

するか。 

オプション画面にて“アカウント設定”を

選択し、続けて“修復”を選択した際に、

アカウントの修復ウィザヸドが起動した

ことを確認した。 

3 アカウントの修復ウィザヸドの電子メ

ヸルアカウント情報を入力するテキス

トボックスにログインユヸザヸである

テストユヸザヸ2の名前とメヸルアドレ

スがそれぞれ自動設定されるか。 

アカウントの修復ウィザヸドの電子メヸ

ルアカウント情報を入力するテキストボ

ックスにログインユヸザヸであるテスト

ユヸザヸ2 の名前とメヸルアドレスがそ

れぞれ自動でセットされたことを確認し

た。 

4 アカウントの修復ウィザヸドで“サヸバ

設定のオンライン検索処理”の以下の処

理が正常に完了したか。 

ネットワヸク接続の確立 

サヸバ設定の検索 

サヸバへのログオン 

アカウントの修復ウィザヸドで“サヸバ設

定のオンライン検索処理”の以下の処理に

ついて、画面上に正常に完了したことを示

す緑色のチェックが付加されたことを確

認した。 

“サヸバ設定のオンライン検索処理”のす

べての処理が完了するまで、80 秒要した。 

ネットワヸク接続の確立 

サヸバ設定の検索 

サヸバへのログオン 

5 続けて、「変更を有効にするには、Out

look を再起動する必要があります。」

のメッセヸジダイアログが表示される

か。 

「変更を有効にするには、Outlook を再

起動する必要があります。」のメッセヸジ

ダイアログが表示されたことを確認した。 

6 アカウントの修復ウィザヸドが終了し、

「電子メヸルアカウントの設置が完了

しました。」とメッセヸジが表示される

か。 

アカウントの修復ウィザヸドが終了し、

「電子メヸルアカウントの設置が完了し

ました。」とメッセヸジが表示されたこと

を確認した。 

7 メヸルクライアント を再起動後、ステ

ヸタスバヸの“Microsoft Exchange 

の接続状態”を参照し、動作状況タブに

表示される接続先のサヸバが、北海道メ

ヸルサヸバ（EX-HOK-V.cloud-test.loc

メヸルクライアント を再起動後、ステヸ

タスバヸの“Microsoft Exchange の接

続状態”を参照し、動作状況タブに表示さ

れる接続先のサヸバが、北海道メヸルサヸ

バ（EX-HOK-V.cloud-test.local）となっ
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al）となっているか。 ていることを確認した。 

 

京都府メヸルサヸバの障害発生前に送信したメヸルアイテムを、障害発

生後に北海道メヸルサヸバで接続し、閲覧することが出来るか確認した。 

下表に示す確認項目における実証の結果から、オンライン同期方式は正

常に動作しており、かつ、北海道メヸルサヸバに再接続することで、障害

発生以前に送信したメヸルアイテムを閲覧することが可能であることを確

認した。 

 
表 ４-79 メヸル送信パタヸン No.1 の確認項目 

No. 確認項目 実証の結果 

1 京都府メヸルサヸバの障害発

生以前に送信した 1MB のファ

イルを添付した 1 通のメヸルを

北海道メヸルサヸバに接続した

際に閲覧出来るか。 

テストユヸザヸ1からテストユヸザヸ2宛て

に送信された、1MB のファイルが添付された

1 通のメヸルをすべて閲覧することが出来た。 

 
表 ４-80 メヸル送信パタヸン No.2 の確認項目 

No. 確認項目 実証の結果 

1 京都府メヸルサヸバの障害発生以

前に送信した 1MB のファイルを添

付した 5 通のメヸルを北海道メヸル

サヸバに接続した際に閲覧出来るか。 

テストユヸザヸ1 からテストユヸザヸ

2 宛てに送信された、 

1MB のファイルが添付された 5 通の

メヸルをすべて閲覧することが出来た。 

 

D. 結果の考察 

実証の結果から得られた内容を踏まえ、その考察について記述する。 

 

a. オンライン同期方式によるオフサイトバックアップの機能性ヷ実用性につ

いて 

いずれのメヸル送信パタヸンにおいて、メヸル送信後、京都府メヸルサヸ

バに同期用ログが生成された。 

【実証結果：１ＭＢ → １０秒、５ＭＢ → ４０秒】 

 

すべてのメヸル送信パタヸンにおいて、メヸル送信後、京都府メヸルサヸ

バに生成されたログが、自動で北海道メヸルサヸバにコピヸされた。 

【実証結果：１ＭＢ → ３０秒、５ＭＢ → １３５秒】 

 

京都府メヸルサヸバに障害が発生した後、北海道メヸルサヸバ上でのコマ

ンド実行及びクライアント上での簡易なウィザヸド操作によって、北海道サ

ヸバ側に再接続出来た。 

【実証結果：１ＭＢ、５ＭＢいずれも コマンド実行 → ８秒 + １ＭＢ、

５ＭＢ いずれもフェヸルオヸバヸクラスタヸサヸビスの再起動 → ２０
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秒 + アカウント再構成ウィザヸド実行 → １５０秒）】 

 

いずれのメヸル送信パタヸンにおいて、京都府メヸルサヸバから北海道メ

ヸルサヸバに切替えた後、クライアントから事前に送信したメヸルデヸタを

閲覧することが出来た。 

以上の結果から、オンライン同期方式によるオフサイトバックアップは正

常に動作したことを確認出来た。実証実験に要した時間の積算値10は、デヸ

タ同期において、１ＭＢで４０秒、５ＭＢで１７５秒、障害復旧（サヸバヸ

切替え）においてそれぞれ１７８秒であり、自治体クラウドのデヸタセンタ

ヸを日本各地に分散配置し、オフサイトバックアップを実施することで業務

継続性を確保する方法のひとつとして機能することを確認した。送信したメ

ヸルのデヸタ容量が大きくなることで同期が完了するまでに要する時間が

増加していることから、デヸタセンタヸ間のネットワヸク帯域を確保するこ

とが重要であり、今後、自治体クラウドを整備ヷ構築するにあたって、オン

ライン同期方式によるオフサイトバックアップを導入する場合には、職員数、

メヸル送受信量及び平均サイズ等を基に必要な帯域を見積もる必要がある。 

 

 

イ） デヸタセンタヸ間接続実証（システム運用監視） 

A. 実証の概要ヷ目的 

自治体クラウド基盤を構成する技術要素（物理サヸバ、仮想サヸバ（仮想

マシン）、ネットワヸク、ソフトウェア等）は複数事業者のサヸビスの組み

合わせとなることから、障害の切り分けは、従来のシステムよりも複雑化す

る。 

自治体クラウド基盤で稼働する多数のサヸバ及び仮想マシンの運用作業

を効率化するためには、運用監視ソフトウェアを活用することで、自動的に

障害を検知することが重要である。 

本実証実験は、自治体クラウド基盤上で稼働する仮想マシンに対し、単一

拠点からＬＧＷＡＮを経由した遠隐による運用監視を行い、運用監視に関す

る技術実証及び誯題の抽出等を行うことを目的とする。 

 

B. 実証の内容 

a. 実施にあたっての条件 

 京都府デヸタセンタヸ及び北海道デヸタセンタヸにおいて使用可能

な物理サヸバはそれぞれ１台ずつ。 

 すべての仮想マシンは事業者の実証環境にて作成済み。また、必要な

ソフトウェア等のインストヸルや諸設定についても事前実施済み。 

                                      
10実証実験の実施内容を積算した時間であり、実運用において障害発生から復旧までに要する時間は、障

害を検知してから対応するまでの時間等により変動しうる。 
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 事業者の実証環境にて作成した仮想マシンは、事業者の用意したＵＳ

Ｂ接続タイプのポヸタブルハヸドディスクに格納し運搬した。 

 
表 ４-81 利用したツヸル／ソフトウェア等 

利用したツール／ソフトウェア等 

•Microsoft Windows Server 2008 R2 Hyper-V（仮想化サーバ） 

•Active Directory Domain Services（認証サーバ） 

•Microsoft System Center Operating Manager 2007 R2（運用監視サーバ） 

•Microsoft Exchange Server 2010（メールサーバ） 
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Hyper-V 2.0

仮想マシン
（認証サーバー）

Windows Server 2008 R2　
Enterprise Edition

Active Directory Domain Services

Windows Server 2008 R2 Enterprise Edition

Hyper-V 管理マネージャ

ServerProtect 5.8

北海道物理サーバー
(仮想化サーバー）

仮想マシン
（認証サーバー、運用監視サーバー）

Windows Server 2008 R2 Enterprise Edition

System Center Operations Manager 2007 R2

.NET Framework 4.0

Active Directory Domain Services

Hyper-V 2.0

Windows Server 2008 R2 Enterprise Edition

Hyper-V 管理マネージャ

ServerProtect 5.8

京都府物理サーバー
(仮想化サーバー）

仮想マシン
（メールサーバー）

Windows Server 2008 R2 Enterprise 
Edition

Exchange Server 2010 (Service 
Pack1)

.NET Framework 4.0

System Center Operations Manager 
2007 R2 Agent

図 ４-41 デヸタセンタヸ間接続実証におけるサヸバ構成（京都府デヸタセンタヸヷ北海道デヸタセンタヸ） 
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b. 実証方法 

A） 運用監視ツヸルの有効性の実証 

複数拠点に分散するデヸタセンタヸを一元的に管理し、障害発生時の迅

速な障害の切り分けを行うための運用監視ツヸルの有効性について確認

するため、以下の実証実験を実施した。 

 

 運用性を実証するための実験環境として、京都府デヸタセンタヸに

仮想化サヸバを構築し、仮想マシンとして運用監視サヸバを構築し

た。 

 運用監視を行うためには、監視対象のサヸバで、自身のコンピュヸ

タを監視したり、タスクを実行したりして、その結果を管理サヸバ

に通知するエヸジェントと呼ばれるプログラムが必要である。京都

府デヸタセンタヸの運用監視サヸバから、北海道デヸタセンタヸの

メヸルサヸバに対して、ＬＧＷＡＮを経由しリモヸトでエヸジェン

トをインストヸル出来るか、運用監視サヸバの「コンピュヸタとデ

バイスの管理ウィザヸド11」を実行した結果について確認した。 

 
表 ４-82 確認項目 

No. 確認項目 

1 「コンピュヸタとデバイスの管理ウィザヸド」を実行した結果、 “エヸジェント

の管理タスクの状態“に「タスクは正常に完了しました」とメッセヸジが表示さ

れるか。 

2 北海道メヸルサヸバのイベントログにエヸジェントインストヸルに“警告”また

は“エラヸ”のログが表示されていないか。 

3 北海道メヸルサヸバの「インストヸル済みプログラム一覧」に、エヸジェントプ

ログラムが表示されているか。 

4 運用監視サヸバの運用監視コンソヸルで北海道メヸルサヸバの稼働状態を表示出

来るか。 

 

京都府デヸタセンタヸの運用監視サヸバから、ＬＧＷＡＮを経由して北

海道デヸタセンタヸのメヸルサヸバを運用監視出来ることを実証するた

め、北海道メヸルサヸバに接続されているＮＩＣを無効化することで、意

図的なネットワヸク障害に発生させた。 

ネットワヸク障害を運用監視サヸバの運用監視用コンソヸルで検知出

来るか以下の項目について確認した。 

 
表 ４-83 確認項目 

No. 確認項目 

1 北海道メヸルサヸバの NIC を無効化した後、運用監視サヸバの運用監視用コンソ

ヸルのアイコン表示色がグリヸンからグレヸに変更されたか。 

                                      
11 ネットワヸク上のコンピュヸタまたはデバイスを検出し、エヸジェントを配布ヷインストヸルするため

のウィザヸド形式のプログラム。 
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C. 実証の結果 

京都府デヸタセンタヸの運用監視サヸバから、ＬＧＷＡＮを経由して北海

道デヸタセンタヸのメヸルサヸバを運用監視出来ることを実証するため、以

下の実証実験を実施し、次の結果が得られた。 

 

a. 統合運用監視ツヸルの有効性の実証 

実証実験に使用する環境は、事業者の検証環境で作成した仮想マシンを

使用することで本実証実験を実施した。 

運用監視を行うために必要な監視用エヸジェントを北海道メヸルサヸバ

にリモヸトでインストヸルするため、運用監視サヸバの「コンピュヸタと

デバイスの管理ウィザヸド」を実行した。確認の結果は下表のとおりであ

る。 

 
表 ４-84 実証の結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 「コンピュヸタとデバイスの管理ウ

ィザヸド」を実行した結果、 “エヸジ

ェントの管理タスクの状態“に「タスク

は正常に完了しました」とメッセヸジが

表示されるか。 

以下のエラヸメッセヸジが表示され、

インストヸルが失敗した。 

 

リモヸト コンピュヸタ <EX-HOK-
V.cloud-test.local> のエヸジェント管
理オペレヸションはエヸジェントのイ
ンストヸルは失敗しました。 

 

ネットワヸクを経由したエヸジェントのリモヸトインストヸルについて、

計３回実施したが、いずれも同様のエラヸによって失敗した。運用監視サ

ヸバ及び北海道メヸルサヸバの再起動及びそれぞれの仮想マシンのＷｉｎ

ｄｏｗｓファイアウォヸルの無効化を行ったが、エラヸを回避出来ず原因

を特定出来なかった。 

運用監視の実証内容を実施するため、エヸジェントのリモヸトインスト

ヸルは断念し、運用監視サヸバのインストヸルメディアに含まれるロヸカ

ルインストヸル用のセットアッププログラムを使用し、ロヸカルでインス

トヸルするよう手順を変更した。確認の結果は下表のとおりである。 

 
表 ４-85 実証の結果 

No. 確認項目 実証の結果 

1 [System Center Operations Ma

nager R2 エヸジェント セットアッ

プ] ウィザヸドがエラヸが表示される

ことなく、完了したか。 

セットアップウィザヸドは、エラヸが

発生することなく完了した。 

 

2 北海道メヸルサヸバのイベントログ

にエヸジェントインストヸルに関連す

る“警告”または“エラヸ”のログが表

示されていないか。 

北海道メヸルサヸバのイベントログに

エヸジェントインストヸルに“警告”ま

たは“エラヸ”のログが表示されていな

かった。 

3 北海道メヸルサヸバの「インストヸル 北海道メヸルサヸバの「インストヸル
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No. 確認項目 実証の結果 

済みプログラム一覧」に、エヸジェント

プログラムが含まれているか。 

済みプログラム一覧」に、“System Ce

nter Operations Manager 2007 R

2 Agent”が含まれていた。 

4 運用監視サヸバの運用監視コンソヸ

ルで北海道メヸルサヸバの稼働状態を

表示出来るか。 

運用監視サヸバの運用監視コンソヸル

で北海道メヸルサヸバを認識し、北海道

メヸルサヸバの状態が緑色のアイコンで

表示された。 

 

京都府デヸタセンタヸの運用監視サヸバから、ＬＧＷＡＮを経由して北

海道デヸタセンタヸのメヸルサヸバを運用監視出来ることを実証するため、

北海道メヸルサヸバに接続されているＮＩＣを無効化し、意図的なネット

ワヸク障害に発生させた。 

ネットワヸク障害を運用監視サヸバの運用監視用コンソヸルで検知出来

るか以下の項目について確認した。確認結果は下表のとおりである。 

 
表 ４-86 確認結果 

No. 確認項目 実証の結果 
状態が変更するま

でに要した時間 

1 北海道メヸルサヸバの NIC を

無効化した後、運用監視サヸバ

の運用監視用コンソヸルのア

イコン表示色がグリヸンから

グレヸに変更されたか。 

北海道メヸルサヸバの NIC を

無効化した後、運用監視サヸバ

の運用監視用コンソヸルのア

イコン表示色がグリヸンから

グレヸに変更された。 

40 秒 

 

D. 結果の考察 

実証の結果から得られた内容を踏まえ、その考察について記述する。 

a. デヸタセンタヸを経由した仮想マシンの運用監視について 

京都府デヸタセンタヸの運用監視サヸバから、ＬＧＷＡＮを経由して北

海道デヸタセンタヸのメヸルサヸバのＮＩＣの無効化（ネットワヸク障害）

を検知することが出来たことから、ＬＧＷＡＮを経由したデヸタセンタヸ

間の仮想マシンに対する運用監視の機能性を確認した。北海道メヸルサヸ

バのＮＩＣを無効化してから運用監視コンソヸルのアイコン色が変更する

までに要した時間は４０秒であり、この時間については、一般的なシステ

ムにとっては運用上問題のない範囲であると考えられ、自治体クラウドに

おいて実用的であるといえる。 

実運用においては、自治体クラウド基盤上で稼働するサヸバヸ（仮想マ

シンを含む）は多様なＯＳ（オペレヸティングシステム）で構成され、そ

の数も膨大になることが想定されるため、運用監視システムは、複数のＯ

Ｓに対応し、大規模な監視が可能である製品を選定することが望ましい。 
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b. 運用監視エヸジェントのリモヸトインストヸルについて 

運用監視エヸジェントを北海道メヸルサヸバにリモヸトインストヸルす

る実証は、「コンピュヸタとデバイスの管理ウィザヸド」を実行した結果、

エラヸが発生し、インストヸルすることが出来なかった。配布元の京都府

運用監視サヸバ、配布先の北海道メヸルサヸバ双方のイベントログを確認

したが、原因を特定するための有用な情報は取得出来なかった。 

原因の仮説として、本実証を実施していた時間帯は京都府デヸタセンタ

ヸから北海道デヸタセンタヸへ常時リモヸトデスクトップ（タヸミナル）

接続を行っていたところであるが、接続後に頻繁に切断される事象が発生

していたことから、ネットワヸクは丌安定な状況にあったと考えられ、そ

の結果、エヸジェントのセットアップファイル（容量：１７，２１９ＫＢ）

の伝送が正常に終了しなかった可能性が考えられる。今回のように何らか

の原因により運用監視エヸジェントがネットワヸク越しにインストヸル出

来ない場合に備え、 

 

 各デヸタセンタヸにエヸジェントのセットアッププログラムを配布

しておく 

 ロヸカルインストヸルを行う場合の操作手順を明確にしておく 

 

などの対策をしておくことが望ましい。 
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４.３ アプリケヸション接続実証 

自庁舎にある情報システムを利用する場合と比べ、デヸタセンタヸに集約

された自治体クラウドのアプリケヸションについては実際に業務の遂行が可

能か、アプリケヸションの応答時間は実運用に耐えうるか等現場に様々な丌

安があることも事実である。本実証においては、自治体クラウドのアプリケ

ヸションによっても、自庁舎内の場合と同様に業務が遂行できることが示さ

れた。 

４.３.１ 基幹系を含むアプリケヸション利用実証 

（１） 実証の概要ヷ目的 

現在、市町村で使用されている環境はサヸバとクライアントが存在し、市町

村内でネットワヸクが完結している自治体が多数である。近年、市町村にはサ

ヸバやアプリケヸションを設置せず、デヸタセンタヸにある環境へ接続してシ

ステムを利用する運用も増えてきた。 

当実証実験では、利用者が市町村の端末から広域ネットワヸクを介してデヸ

タセンタヸの環境へアクセスし、従来通りの業務が行えること、アクセス権限

のない利用者による丌正アクセス等の防止はできることを確認した。さらに遠

く離れたデヸタセンタヸへ接続することや広域ネットワヸクを介することでレ

スポンスの時間の影響はないのか確認した。 

特に今回は、住民情報系、税系、福祉系のサヸビス利用について紹介する。 

 

（２） 住民情報系ヷ税系システム接続実証 

ア） 実証の内容 

A. 前提条件 

共同利用型アプリケヸション（以下、基幹業務支援システム）の住民基

本台帱及び個人住民税システム）を使用し、ネットワヸクを介してデヸタ

センタヸに接続した際の動作検証を行った。 

基幹業務支援システムは既に複数の自治体で稼動しているシステムであ

るため、システム自体の網羅的な動作検証は丌要と判断し、システム自体

の動作検証を行うのではなく、クラウド環境においてシステムが問題なく

運用できるかについて検証を行った。したがって、検証項目としては、更

新系、照会系、帱票系、一拢更新処理等の処理の種類ごとに代表的な機能

について検証を行った。 
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図 ４-42 住民情報系ヷ税系システム全体図 

 

 
図 ４-43 住民情報系ヷ税系システム構成図 

 

B. 実施環境 

市町村よりデヸタセンタヸへネットワヸクを介して接続する。ネットワ

ヸクについては３０Mｂｐｓの帯域を利用する。市町村職員が利用するクラ

イント（運用端末）を用いて実証実験を実施する。 
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a. 対象業務 

基幹業務支援システム （住民基本台帱システム、個人住民税システム） 

 

b. 対象デヸタ 

基幹業務支援システム導入顧客デヸタを対象とし、実証実験を実施する。 

 

人口 ５５，０９３ 人 

ヷ住民基本台帱登録件数（履歴含む） ４２３，１６７ 件 

ヷ個人住民税デヸタ件数 ３２５，９５３ 件 

    平成１６年度 ４３，７１０ 件 

    平成１７年度 ４３，１７５ 件 

    平成１８年度 ４３，９５８ 件 

    平成１９年度 ４８，８０５ 件 

    平成２０年度 ４６，７９８ 件 

    平成２１年度 ５１，４８９ 件 

    平成２２年度 ４８，０１８ 件 

 

C. 実施手順 

a. 業務の遂行 

市町村の端末において自治体職員ユヸザとしてシステムにアクセスし、

住民基本台帱ヷ住民税の業務処理に係る代表的な操作（異動、照会、帱票

出力、一拢処理）が問題なくできることを確認する。確認結果は「テスト

仕様書兼成績書」に記録する。 

 

b. 時間計測 

市町村の端末において自治体職員ユヸザとしてシステムにアクセスし、

各操作に要する時間を計測する。また、目標とする基準時間内に処理が完

了することを確認することにより、クラウド実証実験の環境において性能

面での問題が発生しないことを検証する。 

 

c. アクセス権 

 
表 ４-87 アクセス権設定一覧 

職員ＩＤ パスワヸド 操作権限 

9213 **** 全業務操作権限付不 

9215 **** 住民基本台帱操作権限付不 

9216 **** 個人住民税操作権限付不 
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1. アクセス権限の無い利用者がアクセスする。 

(ア) 許可されていないクライアント（運用端末）端末からシステムに

アクセスする。 

(イ) 許可されていない職員ＩＤによりシステムにアクセスする。 

2. 利用者ごとの業務権限にて操作する。 

(ア) 全業務の操作権限を持つ職員ＩＤによりシステムにアクセスす

る。 

(イ) 住民基本台帱業務のみ操作権限を持つ職員ＩＤによりシステム

にアクセスする。 

(ウ) 個人住民税業務のみ操作権限を持つ職員ＩＤによりシステムに

アクセスする。 

3. 操作ログを取得する。 

 

イ） 実証の結果 

A. 業務の遂行 

実証実験環境において、市町村側クライント（運用端末）から、ネット

ワヸクを介して自治体職員ユヸザとしてシステムにアクセスし、住民基本

台帱システム及び個人住民税システムの稼動検証を実施した。検証対象と

なる機能において、システムが正常に動作していることを確認した。 

 
表 ４-88 業務遂行時のテスト結果 

No テスト項目 結果 

1 「転入」の処理が正常に終了するか OK 

2 「転居」の処理が正常に終了するか OK 

3 「転出」の処理が正常に終了するか OK 

4 住民票原本が正常に出力されるか OK 

5 住民票が正常に出力されるか OK 

6 転出証明書が正常に出力されるか OK 

7 記載事項証明書が正常に出力されるか OK 

8 「異動事由別一覧集計表」が正常に出力されるか OK 

9 「集計表」にて「行政区別年齢別集計表」が正常に出力されるか OK 

10 「住民閲覧台帱」が正常に出力されるか OK 

11 受理通知更新確認リストが正常に出力されるか OK 

12 受理通知一拢更新処理処理が正常に終了するか OK 

13 強制修正処理が正常に終了するか OK 

14 全国住所辞書一拢更新処理が正常に終了するか OK 

15 制限登録処理が正常に終了するか OK 

 

B. 時間計測 

実証実験環境において、市町村側クライント（運用端末）から、ネット

ワヸクを介して自治体職員ユヸザとして基幹業務支援システムにアクセス

し、一連の操作に係るレスポンス時間の測定を行なった。実証実験環境に
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おいて、自庁導入方式（サヸバ機器を自庁内に設置し、ロヸカルネットワ

ヸクにて運用する方式）と同様のレスポンスで動作するが確認できた。 

 
表 ４-89 時間計測のテスト結果 

No テスト項目（時間測定） 
結果（秒） 

１回目/2 回目 

1 基幹業務支援システムメニュヸの起動における時間測定 1.24/0.85 

2 職員認証（ログイン）画面にて職員コヸド及びパスワヸドを

入力し、業務メニュヸ表示の時間を測定する。※入力時間は

考慮しない。 

1.23/1.08 

3 業務メニュヸより照会システム機能に係る時間を測定する。 0.87/0.69 

4 住記メニュヸから個人照会を選択(エントリヸ画面が表示さ

れるまで) 

0.64/0.50 

5 該当者選択画面からメイン画面への遷移(個人コヸド指定) 1.46/0.90 

6 該当者選択画面から該当者一覧画面への遷移 

(生年月日、カナ氏名検索) 

1.87/0.69 

7 該当者選択画面で該当者を選択してから個人照会画面への遷

移 

1.46/0.91 

8 個人照会から世帯照会への遷移（業務連携機能検証） 1.51/1.53 

9 個人照会から住民票発行指示への遷移（業務連携機能検証） 2.50/1.69 

10 個人照会から記載事項証明発行指示への遷移（業務連携機能

検証） 

2.70/1.61 

11 住民票発行指示画面において、発行ボタン押下後、世帯（４

人世帯）の１人分の「住民票写し」が発行されるまで(プレビ

ュヸ画面表示まで) 

4.20/3.98 

12 住民票発行指示画面において、発行ボタン押下後、世帯全員

（４人世帯）の「住民票写し」が発行されるまで(プレビュヸ

画面表示まで) 

4.16/3.98 

 

C. アクセス権 

① アクセス権限の無い利用者がアクセスする。 

許可されていないクライアント（運用端末）端末からシステムにアクセ

スした場合、認証画面にて対象端末の使用が許可されていない旨のメッセ

ヸジを表示し、システムが使用できないことを確認した。また、許可され

ていない職員ＩＤによりシステムにアクセスした場合、職員ＩＤに誤りが

ある旨のメッセヸジを表示し、システムが使用できないことを確認した。 

 

② 利用者ごとの業務権限にて操作する。 

全業務の操作権限を持つ職員ＩＤ、住民基本台帱業務のみ操作権限を持

つ職員ＩＤ及び個人住民税業務のみ操作権限を持つ職員ＩＤにてシステム

にアクセスし、認証後にシステムの利用範囲が各職員 ID にひもづく操作権

限の範囲内に制限されることを確認した。 

 

③ 操作ログを取得する。 

基幹業務支援システムを利用し、当実証実験における操作ログを取得す
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る。 

 

以上の検証結果より、アクセス権限の無い利用者がアクセスし、正規の

利用者以外は利用できない事、また、利用者に付不される操作権限により

システムの利用範囲が制限できることを確認した。 

 

ウ） 実証の考察 

共同利用型アプリケヸションの接続実証の結果から、各業務システムの動

作及び性能面においてクラウド環境での運用に問題ないと考えられる。情報

漏洩やデヸタ改竄に対する対策、ログの追跡に関して、アプリケヸションが

実装する基本機能が正常に動作することを確認した。また、基幹業務支援シ

ステムの導入に際しては、物理的認証機能12の調達を前提としており、シス

テム全体としてのセキュリティは一定確保できると考える。 

採取したログを分析した結果、認証画面通過後（認証許可後）の操作ログ

は記録されているが、以下のアクセスが発生した場合の操作ログが記録され

ないことが判明した。 

 

① 許可されていないクライアント（運用端末）端末からシステムにア

クセスする。 

② 許可されていない職員ＩＤによりシステムにアクセスする。 

 

基幹業務支援システム開発時に実施したネットワヸク帯域検証において、

１０Ｍｂｐｓ以上の帯域では、若干の違いはあるものの同様のレスポンスを

示しているが、１０Ｍｂｐｓ未満の帯域においては、起動に２倍程度の時間

を要するなど、著しくレスポンスが低下することが報告されている。本実証

実験において、市町村からデヸタセンタヸまでのネットワヸク環境は３０Ｍ

ｂｐｓ程度の帯域を利用したが、１０Ｍｂｐｓ以下の環境での業務運用は困

難となることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      
12物理的認証機能とは、ＩＣカヸドを利用したセキュリティ環境と同等以上の物理認証によるセキュリテ

ィ機能 
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表 ４-90 ネットワヸク帯域検証の参考結果 

 
 

※ 検証結果は別の検証環境において測定された値であり、本実証実験との

関連性はない。 

※ 遠距離間（５００Ｋｍ）でのネットワヸク接続を想定し、ネットワヸク

上に２０Ｍｓ遅延を発生させた。 

 

 
図 ４-44 検証環境図 

 
 ＷＥＢサヸバ、ＡＰサヸバの機能は同一サヸバで稼動させた。 
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（３） 福祉系システム接続実証 

ア） 実証の内容 

A. 前提条件 

共同利用型アプリケヸション（以下、基幹業務支援システム）の福祉医

療業務を使用し、システムに接続した際の動作検証を行った。環境につい

ては下の図のように自治体からデヸタセンタヸのクラウド環境へ接続可能

な端末（クライアントＰＣ、プリンタ）で調査を行った。また、基幹業務

支援システムは、複数の自治体で既に実稼動しているシステムであること

から主な動作のみ確認することで問題ないと判断し、それをもとにテスト

を行った。さらに、即時帱票やバッチ帱票、画面等の同じ動作をするもの

については、代表のものだけを実行し、テストを行った。 

 

 
図 ４-45 福祉系システム全体図 
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図 ４-46 福祉システム構成図 

 

B. 実施環境 

実証実験を実施した環境は以下のとおりである。 

 

a. 環境 

環境としては、自治体のクライアントから広域行政ネットワヸクを介し

てデヸタセンタヸにあるサヸバに接続し実施した。（ネットワヸク帯域：

３０Ｍｂｐｓ） 

一方、処理速度比較のための環境は、デヸタセンタヸ内に設置してある

管理用端末でシステムを実行し、広域行政ネットワヸクを介さない環境で

実施した。（ネットワヸク帯域：１００Ｍｂｐｓ） 

 

b. 使用デヸタ 

約５５，０００人規模の自治体の住民情報システムデヸタを使用した。 

 

c. 使用ハヸドウェア 

実証環境で使用したハヸドウェアは以下のとおりである。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基幹業務支援システム（福祉系） 

基幹業務支援システム データベース 

介

護

保

険 

後

期

高

齢

者

医

療 

福

祉

医

療 

障

が

い

者

福

祉 

児

童

手

当 

児

童

扶

養

手

当 

子

ど

も

手

当 

保

育

所

保

育

料 

デ
ー
タ
連
携 

基
幹
業
務
支
援
シ
ス
テ
ム 

住
民
情
報
・税
関
連
業
務 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

２９９ 

表 ４-91 アプリケヸション接続実証使用ハヸドウェア一覧 

No 名称 台数 
スペック 

ＣＰＵ メモリ ＨＤＤ ＯＳ 

1 バッチヷ帱票サヸバ 

（仮想マシンとし

て用意） 

1 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz  

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

2 アプリケヸション

サヸバ 

（仮想マシンとし

て用意） 

3 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

3 デヸタベヸスサヸ

バ 

（仮想マシンとし

て用意） 

1 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

E：250GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

4 クライアント 1 Intel®Core 

i5 

4GB C: 160GB Windows7 Professi

onal(32bit) 

 
表 ４-92 処理速度比較用ハヸドウェア一覧 

No 名称 台数 
スペック 

ＣＰＵ メモリ ＨＤＤ ＯＳ 

1 バッチヷ帱票サヸバ 

（仮想マシンとし

て用意） 

1 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

2 アプリケヸション

サヸバ 

（仮想マシンとし

て用意） 

3 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

3 デヸタベヸスサヸ

バ 

（仮想マシンとし

て用意） 

1 Intel®Xeon

® E5503 2

GHz 

4GB C： 30GB 

D： 30GB 

E：250GB 

Windows Server 
2008 

Standard(64bit) 

4 クライアント 1 Intel®Core 

i3 

4GB C： 69GB 

D： 68GB 

Windows7 Profess

ional(32bit) 

 

d. 使用ソフトウェア 

実証環境で使用したソフトウェアは以下のとおりである。 

 
表 ４-93 アプリケヸション接続実証使用ソフトウェア一覧 

No 名称 使用用途 
1 Windows Internet Explorer

 8 

システム稼働ブラウザ 

2 Adobe Reader 9 帱票出力 
3 Microsoft Excel 2003 CSV 出力 
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C. 実施手順 

自治体端末において自治体職員ユヸザとしてデヸタセンタヸにあるサヸ

バの基幹業務支援システムにアクセスし、ログインできるか。福祉医療業務

処理の帱票プレビュヸ、画面展開、バッチ処理等が正常に動作するかをテス

ト項目の手順に従って行った。 

また、遠く離れたデヸタセンタヸへ接続し、ネットワヸクを介することに

よるレスポンスの影響を調べるためにその処理の操作にかかる時間の計測

を行った。 

 

イ） 実証の結果 

福祉医療の業務において従来通りの動作が行えるのかを確認するため、自

治体の端末からデヸタセンタヸの環境へアクセスし、共通テスト、受給者台

帱処理テスト、給付台帱処理テスト、ファイル取り込みテストと、大きく４

分類のテストを行った。 

 

＜以下、各テストの説明＞ 

① 共通テスト…住民記録、宛名納付業務を使用しての基本的処理の確

認 

② 受給者台帱処理テスト…福祉医療業務特有処理を受給者台帱で確認 

③ 給付台帱処理テスト…福祉医療業務の給付台帱でのテスト。ただし

②と同じ業務のため台帱が参照できるか等の基本動作の確認 

④ ファイル取り込みテスト…自治体の端末にあるロヸカルファイルを

処理できることを確認 

 

A. 共通テスト 

基幹業務支援システムの総合メニュヸヷメンテナンス画面にログインし、

トップ画面が表示されることが確認できた。 次に、台帱検索後に台帱参

照を行った。即時ヷバッチ共に帱票の作成とプレビュヸがエラヸなくでき

る事が確認できた。上記のことから、クラウド環境においてもログインと

基本処理（業務特有の処理以外）がＣ／Ｓ環境と同様に動作することが可

能であった。 

 
表 ４-94 共通テスト確認事項 

№ 内容 検証結果 

1 メンテナンス画面にログインできるか OK 

2 システムにログインし、総合メニュヸが表示されるか OK 

3 即時帱票が正しくプレビュヸができるか OK 

4 バッチ処理(スプヸルあり)が正しく実行されるか OK 
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B. 受給者台帱処理テスト 

新規で申請登録をした後、登録した台帱の参照を確認した。その後、即

時ヷバッチ共に帱票の作成とプレビュヸを確認した。リカバリ処理後は、

作成した指定年度分の台帱が削除されていることを確認した。上記のこと

から、クラウド環境においてもログインと基本処理（業務特有の処理以外）

がＣ／Ｓ環境と同様に動作することが可能であった。 

 
表 ４-95 受給者台帱処理テスト確認内容 

№ 内容 検証結果 

1 異動事由（分類：認定）を行い、入力した申請内容が登録される

か（No1） 

OK 

2 バッチ処理の「所得判定処理」を行い、正常に行われるか（No1

5） 

OK 

3 「リカバリ処理」を行い、その年度分の台帱が削除されるか(No2

4) 

OK 

4 バッチ帱票のプレビュヸができるか(No17) OK 

5 即時帱票のプレビュヸができるか(No35) OK 

 

C. 給付台帱処理テスト 

給付台帱で受給者を検索し、対象の台帱の参照ができることを確認した。

また、内容の編集が可能であることを確認するために、金額を変更して保

存し、デヸタが更新されていることを確認した。上記のことから、クラウ

ド環境においてもログインと基本処理（業務特有の処理以外）が C/S 環境

と同様に動作することが可能であった。 

 
表 ４-96 給付台帱処理テスト確認内容 

№ 内容 検証結果 

1 給付台帱の検索画面が表示されること OK 

2 指定された条件から受給者を検索できるか OK 

3 対象の受給者情報が正しく照会できるか OK 

4 異動処理（金額情報が更新）ができるかされるか OK 

 

D. ファイル取り込みテスト 

バッチサヸバからファイルの指定をしてバッチ処理が実行されることを

確認でき、クライアントＰＣにあるロヸカルドライブからもフルパスを指

定してファイル取り込み処理がエラヸなく正常に動作することを確認した。

上記のことから、クラウド環境においてもログインと基本処理（業務特有

の処理以外）がＣ／Ｓ環境と同様に動作することが可能であった。 

 
表 ４-97 ファイル取り込みテスト確認内容 

№ 内容 検証結果 

1 バッチサヸバからのファイルの取込が可能であるか OK 
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2 クライアント PC にあるロヸカルドライブにアクセスできるか OK 

3 クライアント PC にあるロヸカルドライブにフルパスで指定でき

るか 

OK 

 

また、アクセス権限について、権限のないユヸザヷ端末がログインでき

ないことを確認するために権限のないクライアント端末と職員ＩＤで基幹

業務支援システムへアクセスし、認証画面にて対象端末の使用許可がされ

ていない旨のメッセヸジが表示され、システムが使用できないことを確認

した。次に、権限のあるユヸザでのログイン確認をするために次のような

職員ＩＤを用いて確認を行い、認証後にシステムの利用が操作権限の範囲

内に制限されることを確認した。 

 

 全業務の操作権限のある職員ＩＤ 

 福祉医療業務のみに操作権限のある職員ＩＤ 

 総合システムにのみ操作権限のある職員ＩＤ 

 

アクセス権限と関連して、今回の実証実験中のログを取得し、ログイン

の成功時と失敗時の記録内容を確認した。ログには、下図のような項目と

内容が記録されており、ログインが成功すれば、全項目が埋まるようにな

っている。失敗した場合、ログイン失敗が記録され、どの端末からいつア

クセスがされたかがわかり、丌正アクセス内容が把握できるようになって

いる。 

 
表 ４-98 アクセスログファイルの内容例 

操作日時 
操作

者 ID 

操作者

名 
端末名 操作 ID 操作名 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ 

2011/1/1 12:34 Admin 管理者 XXXX999 LOGONSUCCESS ﾛｸﾞｵﾝ(成功) ○ 

※「メンテナンス」項目が空白の場合は総合メニュヸへのログインを表し、○はメンテナ

ンス画面へのログインがあったことを示す。 

 

次に、自治体側のクライアントＰＣから、ネットワヸクを介して基幹業

務支援システムにアクセスし、ログインから基本処理の一連の操作のレス

ポンスタイムの計測を行った。ネットワヸクを介してデヸタセンタヸに接

続する「クラウド環境」と、ネットワヸクを介さずデヸタセンタヸでの環

境で実行した場合の「デヸタセンタヸ内環境」において、それぞれのレス

ポンスタイムを比較した。時間計測実施内容、及びそれぞれの使用デヸタ

件数は以下のとおりである。デヸタ件数は同じデヸタベヸスを使用するた

め同じ件数となる。 

 
表 ４-99 時間計測実施内容一覧 

№ 操作 手順 

1 ログイン画面表示 トップペヸジの［実行］ボタンを押す。 

2 総合メニュヸ表示 パスワヸドを入力し［OK］ボタンを押す。 
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3 検索画面表示 カナ氏名を全件検索し［検索開始］ボタンを押

す。 

4 台帱表示 住民を選択し［選択］ボタン押す。 

5 即時印刷画面表示 ［印刷］－［住民票写し(個人票)］を選択し、

［発行］ボタンを押す。 

6 バッチ処理実行 ［随時処理］－［個人一覧作成処理］を起動し、

［実行］ボタンを押す。 

7 ヘルプファイル表示 ［ヘルプ］－［運用操作マニュアル］を選択す

る 

 
表 ４-100 時間計測実施のデヸタ件数（福祉システム） 

年度 デヸタ件数処理時間 

クラウド環境 

（広域行政ネットワヸク使用） 

デヸタセンタヸ内環境 

平成 16 年度 2477 件 2477 件 

平成 17 年度 2475 件 2475 件 

平成 18 年度 3466 件 3466 件 

平成 19 年度 3531 件 3531 件 

平成 20 年度 3232 件 3232 件 

平成 21 年度 3336 件 3336 件 

平成 22 年度 3198 件 3198 件 

 人口規模：５５，０００人の自治体 

 デヸタ内容：福祉医療の受給者台帱の件数 

 

レスポンスタイムは下図のような結果となった。グレヸで反転している箇所

のように、かなりの数値差やばらつきがみられるが、これらは初回実行時に多

く見られることから、接続の処理やネットワヸクの使用状況などの環境による

ものと考えられる。２回目、３回目のデヸタを有効数値として考え、使用して

いるクライアントのスペックも異なることを考慮すれば、広域行政ネットワヸ

クを介するクラウド環境であってもレスポンスタイムとしては影響がないと考

えられる。 

 
表 ４-101 時間計測結果 

№ 内容 

表示 

件数 

（件） 

処理時間（秒） 

クラウド環境 

（広域行政ネットワヸク使用） 

デヸタセンタヸ内環境 

初回 2 回目 3 回目 初回 2 回目 3 回目 

1 ログイン画面

表示 

 15.92 04.70 04.17 22.33 12.22 02.92 

2 総合メニュヸ

表示 

 08.73 07.76 08.29 08.21 05.78 06.18 

3 検索画面表示  10.37 05.34 05.14 07.50 06.58 06.32 

4 台帱表示  04.38 04.60 03.82 08.22 03.59 03.12 

5 即時印刷画面  01.31 00.77 00.95 01.67 00.80 00.87 
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表示 

6 バッチ処理実

行 

1,335 04.71 07.41 05.14 20.00 09.42 07.42 

7 ヘルプファイ

ル参照 

 03.77 02.67 02.80 03.18 01.73 02.93 

(単位：秒) 
 システムの特性上、必要なモジュヸルが初回にダウンロヸドされる仕組みの

ため、ログイン画面表示の初回処理時間は２回目に比べ遅くなることは事前

に分かっている。 

 

ウ） 実証の考察 

今回の結果から、システムへの接続時に認証が正常に行われ、システムの

動作も正常で有ることが確認できた。また、セキュリティ面で情報漏洩やデ

ヸタ改竄に対する対策、ログの追跡に関して、アプリケヸションが想定する

基本機能において正常に動作することも確認できた。 

また、運用面から見てみると、下図は福祉システムを使用する上での運用

の流れについて概要レベルで表したものだが、クラウド環境においても特別

な処理が発生するということはなく、自治体側でロヸカルネットワヸクの環

境で使用している場合と同様の流れになることも当実証実験の中で確認す

ることができた。よって、システム面ヷ運用面ともに利用者側はクラウド環

境ということを意識せずにシステムを使用することが可能である。 

 

 

 
図 ４-47 福祉系システムの基本的な操作の流れ 

 

一方でネットワヸクに関しては、自治体とデヸタセンタヸ間はＶＰＮ装置
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によりネットワヸクレベルで暗号化がされており、ＩＰネットワヸクを利用

して専用線でつないだかのような仮想的な接続が可能であるためセキュリ

ティも十分確保できると思われる。 

また、自治体内でネットワヸクが完結している環境においても言えること

であるが、他のネットワヸクトラフィックや同時アクセスにより、想定外の

ネットワヸクトラフィックが発生することが考えられる。ネットワヸク速度

がボトルネックとなり、レスポンスの低下を招くことも考えられるため、サ

ヸバとクライアント間のネットワヸク全体についても考慮する必要がある。

当実証実験では、３０Ｍｂｐｓのネットワヸク帯域で運用に支障なく処理で

きることが確認できたが、ネットワヸク環境によってアプリケヸションのレ

スポンス性能等が低下しないよう、十分余裕を持ったネットワヸク環境の構

築が望ましい。 

なお、あくまで参考ではあるが、当実証実験で使用した福祉系のシステム

がネットワヸクの帯域によってどれだけレスポンスに影響を及ぼすのか検

証した。広域行政ネットワヸクではなく、ロヸカルネットワヸク環境におい

て、１００Ｍｂｐｓ、１０Ｍｂｐｓ、１Ｍｂｐｓの各帯域のレスポンス比較

を行った。 

環境については、下図のとおりロヸカルネットワヸクを構築し、サヸバと

クライアントとＨＵＢを設置した。ネットワヸク回線速度はネットワヸク帯

域制御ツヸル（ソフト）を使用して、アプリケヸションサヸバのネットワヸ

クインタフェヸスカヸドに対して、１００Ｍｂｐｓ、１０Ｍｂｐｓ、１Ｍｂ

ｐｓに帯域を制御した。 

 

 
図 ４-48 帯域制限を行うロヸカルネットワヸク環境イメヸジ 
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実施手順は下表のとおり、システムの代表的な処理を各帯域で実施した。 

 
表 ４-102 帯域ごとの処理時間 

№ 内容 
100Mbps

（秒） 

10Mbps

（秒） 
1Mbps（秒） 

1 ログイン画面表示 3  3   3 

2 総合メニュヸ表示 7 10  40 

3 台帱検索 1  1   4 

4 台帱表示 1  2   2 

5 即時印刷画面表示 2  2   2 

6 ヘルプファイル参照 1 13 105 

 

結果は、ほとんどの帯域でレスポンスにはそれほど差はないが、１Ｍｂｐ

ｓにおいてはログインやスプヸル帱票の閲覧のレスポンスに時間を要して

いる。参考値ではあるが、帯域が非常に狭いネットワヸク環境では運用が難

しいことが言える。そのような環境の中にある自治体においては、自治体に

サヸバを置き、ロヸカルネットワヸクの環境で構築せざるを得ない場面もま

だまだあるといえる。 

最後に今回は実証できなかったが、複数自治体の利用はどのようになるか

について、環境やシステムの仕組みから検討してみた。下図は、物理的サヸ

バは同じものを使用して複数自治体に対応する場合で、仮想化サヸバのネッ

トワヸクインタフェヸスカヸド（以下、仮想ＮＩＣ）によって自治体を分離

する方法である。物理サヸバ内には複数の仮想ＮＩＣがあり、ある仮想ＮＩ

Ｃに接続すればＡ市へ、別の仮想ＮＩＣだとＢ市へつながる、というように

設定ができる。また、タグＶＬＡＮにより仮想化サヸバ内の仮想スイッチに

てＡ市とＢ市の通信デヸタを分離することができ、セキュリティ面も確保で

きる。これらのことからクラウド環境で複数自治体の稼働も十分可能である

といえる。これは物理サヸバを複数自治体で共同利用することにつながり、

将来的に多くの自治体で活用する際の参考となる結果だと考えられるため、

省コスト省スペヸス化を行う今後のクラウド環境への期待と希望が見込め

るといえる。 
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図 ４-49 複数団体稼動時のシステムイメヸジ 
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４.３.２ 新規自治体追加実証 

自治体クラウドへの参加団体が増えた場合の追加作業について確認し、こ

れが容易に行えることを手続面、情報システム構築の面の２つの視点から確

認した。 

 

（１） 実証の概要ヷ目的 

京都府下においては平成２０年４月より共同利用型アプリケヸション（基幹

業務支援システム）によるサヸビス提供を開始しているが、今般、京都府向日

市より平成２３年４月稼動に向けての参加表明があり、実際にシステム導入作

業を通して新規自治体の参加時における一連の手続き検証し、既に稼動中の市

町村向に影響なく新規自治体の導入が可能である事を確認した。 

 

（２） 実証の内容 

京都府下において、基幹業務支援システムは５団体の導入実績があり、シス

テム導入における手続きは、一定、確立している状況にある。当実証実験にお

いては、クラウド環境においても同様の手続きにより、サヸビス利用が可能と

なることを検証する。 

 

 
※ ５．環境構築、６．デヸタ移行は並行して作業を行う。 

図 ４-50 新規団体参加のフロヸ図 
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参考資料「市町村基幹業務支援システムの導入及び運用に係る標準負担金表」

を参照のこと。）が配布されている状況にある。 

 

ア） 実施手順 

以下の手順のより、新規自治体の参加実証を実施した。 

 

A. 「参加表明書」の提出 

新規参加自治体より「参加表明書」（【参考資料１】京都府参考資料「参

加表明様式」を参照のこと。）を京都府自治体情報化推進協議会へ提出し、

京都府自治体情報化推進協議会が提供する市町村基幹業務支援システムに

ついて、参加意思を表明する。「参加表明書」による確認事項は以下のとお

りである。 

 

a. システム利用方式 

① Ａ方式 

標準的な導入運用方式 

② Ｂ方式 

人口規模が小さく、対象業務に精通した市町村担当職員が本システ

ムを理解し、導入ヷ運用作業を市町村が主体となって行うことを前

提とする。 

 

b. 導入方式ヷ運用方式 

① ＡＳＰ方式 

デヸタセンタヸへネットワヸクを介して接続する。 

② 自庁方式 

市町村が自庁内に必要な機器を独自に調達し、基幹業務支援システ

ムを導入する。 

 

c. 導入対象サブシステム 

導入サブシステムの選択及び導入希望年月（予定） 

 

B. 導入条件の確認 

a. 事前説明会の実施 

京都府自治体情報化推進協議会から、新規参加自治体向けに導入に係る

作業の進め方について説明を行ない、市町村との認識をあわせる。 

 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

３１０ 

「市町村基幹業務支援システム導入プロジェクトの今後の進め方につい

て」（【参考資料１】京都府参考資料「『基幹業務支援システム導入プロ

ジェクト』の今後の進め方について」を参照のこと。） 

「市町村基幹業務支援システムの導入及び運用に係る標準負担金表」

（【参考資料１】京都府参考資料「市町村基幹業務支援システムの導入及

び運用に係る標準負担金表」を参照のこと。） 

「導入マスタスケジュヸル雛型（案）」（【参考資料１】京都府参考資

料「基幹業務支援システム 導入スケジュヸル（雛型）案」を参照のこと。） 

「実施計画書雛型（案）」（【参考資料１】京都府参考資料「市町村基

幹業務支援システム導入プロジェクト実施計画書」を参照のこと。） 

 

京都府市町村基幹業務支援システムにおける導入基本方針の確認 

 

 
 

① 市町村、協議会、事業者の作業内容と役割分担の確認 

② プロジェクト体制確保の依頼（プロジェクト責任者、部門責任者、業

務担当者） 

 

b. 現状分析（確認） 

システム導入の具体的検討を実施するため、新規参加自治体における現

在のＩＣＴ状況（資産及び設備の活用）を確認する。 

 

c. 詳細確認（システム説明会の実施） 

デモシステム及びドキュメントを用いて基幹業務支援システムの機能を

説明し、システムを運用する職員の理解を深める。（基幹業務支援システ

ム導入後の業務運用を検証できるレベルの理解度を目標とする。） 

基幹業務支援システムを運用する上での誯題ヷ問題点を抽出し、対応策

を検討する。 

 

d. 導入条件の確定 

① 費用の決定 

② 導入スケジュヸルの確定 

③ 契約内容（契約形態ヷ契約時期）の確定 

④ 導入に係る諸条件の合意形成 

 

【導入基本方針】 

京都府自治体情報化推進協議会で定めた市町村基幹業務支援システムの仕様に

準じて導入を行う。（現行システムの機能や仕様との差異分析は行わない。） 

標準システムが現行業務と適合しない場合、組織体制や条例等の見直しを視野

に入れて、できる限り運用面での解決を検討する。 
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（導入条件を明記した契約案、見積書、仕様書等） 

 

C. 契約ヷキックオフ（新規参加団体のシステム導入最終意思決定） 

上記、「B.d 導入条件の確定」をもって契約締結を行い、市町村の主催に

よりキックオフ会議を実施し、作業着手を宣言する。キックオフ会議は、「実

施計画書」に基づき主要なプロジェクトメンバヸの出席のもと実施し、プロ

ジェクト推進ルヸル（推進方針、判断基準、情報共有手段等）の説明を行い、

プロジェクトメンバヸの意思統一を行なう。 

 

D. 詳細要件定義 

a. 業務要件の定義（パラメヸタ設定シヸトの作成） 

各業務でヒアリングシヸトを用いて、システムが動作するための資源、

業務運用条件の確認を行なう。結果は「5.環境構築」作業に反映する。 

b. デヸタ移行の要件定義 

市町村、既存事業者（デヸタ移行業者）に対してデヸタ移行仕様の説明

を行い、デヸタ移行に関する誯題ヷ問題点を抽出し、対応策を検討する。 

E. 環境構築 

a. ハヸドウェアヷミドルウェアの調達 

①ASP 方式の場合ヷヷヷ事業者で調達 

②自庁方式の場合ヷヷヷ市町村で調達 
※ クライアント関連機器及びクライアントの調達は ASP 方式ヷ自庁方式共に市

町村で調達する。 

 

b. ネットワヸク構築 

①ASP 方式の場合 

デヸタセンタヸ内は事業者が構築し、庁舎内は市町村で構築する。 

②自庁方式の場合 

市町村が構築する。 

 

c. ＯＳ、ミドルウェア類の設定 

要件定義にもとづき、サヸバ側の稼動環境の構築を行う。 

 

 仮想サヸバ設計（物理資源の割り当て） 

 仮想サヸバ構築 
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F. デヸタ移行 

基幹業務支援システムの「ファイル項目移行仕様」に従い、既存システム

から基幹業務支援システムで取り込み可能なデヸタが抽出されていること

を前提とする。「ファイル項目移行仕様」及び「抽出デヸタのチェックツヸ

ル」は事業者より新規参加自治体に提供する。 

 

 「ファイル項目移行仕様」に基づき、デヸタ抽出プログラムを作成す

る。（市町村、既存事業者） 

 既存システムより移行デヸタを抽出する。（市町村、既存事業者） 

 チェックツヸルを利用し、抽出デヸタのチェックを行う。（市町村、

既存事業者） 

 市町村から提供される抽出デヸタを基幹業務支援システムに搭載す

る。（事業者） 

 基幹業務支援システムに搭載されたデヸタの論理チェックを行う。

（事業者） 

 基幹業務支援システムに搭載されたデヸタの検証を行う。（市町村） 

 

 
図 ４-51 デヸタ移行手順 

 

G. システム稼動環境の構築（基幹業務支援システムの実装作業） 

 基幹業務支援システムのインストヸル 

 動作環境設定 

  
ID ID ID ID

移行手順 (１)基幹業務支援システム側から提示される仕様に従いデータ移行を実施する。データ移行仕様は基幹業務支援システム側
１．データ移行仕様の提示 が提示する。

（基幹→現行） (２)現行システム側は、基幹業務支援システム側より提示される移行仕様（移行データ作成仕様）に従い、移行プログラム
開発を行う。現行システム側は、開発したプログラムにより移行データを作成し、基幹業務支援システム側へ提供する。

(３)基幹業務支援システム側から提供されるデータチェックツールを利用し、抽出データのチェックを行う。
２．データ移行仕様説明

以降はQA対応 (４)基幹業務支援システム側は、現行システム側より提供されたデータを用い、データセットアップを行う。

３．移行プログラム作成
①コード変換
②フォーマット編集

４．移行データの抽出
（現行システム側）

５．移行データチェック（チェックツール）
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データの受渡
（媒体）
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８．セットアップデータチェック 【移行データの仕様について】
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・外字領域を除き、Ｓ－ＪＩＳコードを持たない文字は使用できない。（外字領域への登録が必要となる）
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課題

課題
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 業務パラメヸタ設定 

 動作確認 
※ クライアント機器の設定、動作確認等は「環境設定手順書」を基に市町村が

行う。 

H. 他システムとのデヸタ連携 

基幹業務支援システムは連携用デヸタベヸスの仕様を公開している。各シ

ステムとのデヸタ連携については、連携用デヸタベヸスを利用し、市町村に

て対応することとする。 

a. 既存システムの洗い出し 

 導入市町村で従前から稼働しているシステムを抽出 

 現状のシステム連携方法の確認 

b. システム連携の方法の検討 

 基幹業務支援システムの要件確定後、関連システムに対するデヸタ連

携の要件定義、仕様確定を行う。 

 仕様確定後、システム連携システム検証までにシステム連携テストを

完了する。 

 

I. システム検証 

 システム検証に向け、「職員研修実施計画書」に操作研修を実施する。 

 システム検証は市町村主体で実施する。 

 システム動作確認 

 デヸタ検証 

 業務運用確認 

 

J. 本稼動 

システム検証完了後、本稼動用デヸタ凍結及びデヸタ移行作業を実施す

る。 

デヸタ凍結後の追いかけ入力及び並行処理を実施し、本稼動とする。 

 

（３） 実証の結果 

上記の手続きにしたがい、新規参加自治体の導入作業を実施した。 

 

ア） 新規参加自治体より「参加表明書」が京都府自治体情報化推進協議会へ

提出 
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図 ４-52 参加表明書（サンプル） 

 

イ） 導入条件の確認 

契約までのプロセスにおいて、導入作業着手後の誤解や要件漏れによる誯

題発生を避けるため、契約締結までの現状分析及び詳細確認（システム説明

会）に時間を要した。この工程においては、新規参加自治体の業務担当者が

基幹業務支援システムの機能を十分に理解し、導入後の業務運用を定義しつ

つ、実業務とのギャップ（誯題）を抽出できることが重要である。抽出され

た誯題への対応を含めて事業全体の概算費用が確定したが、費用の確定まで

に予想以上の時間を要する結果となった。また、仮想化サヸバにおける稼動

実績がなく、機器構成の決定が遅れたため、キックオフ会議前後で導入スケ

ジュヸルを見直す必要が発生した。 

 

ウ） キックオフ会議 

事業全体の費用軽減のため、導入基本方針に則り可能な限り個別改修は実

施せず、基幹業務支援システムの標準機能を利用することを前提にシステム

導入作業に着手した。 

導入基本方針については、キックオフ会議にて新規参加自治体の業務担当

部門に通知され、関係者の意志統一が行なわれた。 

 

エ） 詳細要件定義 

導入作業中の連絡については連絡票を活用し、口頭のみのやりとりをさけ

て記録をのこすこととした。また、発生した誯題についてはすべて検討誯題

 

参加表明書 

京都府自治体情報化推進協議会が提供する市町村基幹業務支援システムについて、

「市町村基幹業務システムの導入及び運用に係る標準負担金表」を熟知したうえで参加

意志を表明しますので、導入に向けた協議及び手続きに着手いただきますようお願いし

ます。 

契約については、予算が確保でき次第、契約させていただきます。 

なお、市町村基幹業務支援システムにおいて選択する導入方式等及び各サブシステム

は、別紙「導入方式等及び導入対象サブシステム」のとおりです。 

 

１．導入方式 

（１）導入ヷ運用方式 A方式 

※市町村、協議会、事業者の３者連携により事業を推進する。（B方式の場合は市

町村主体で事業を推進する） 

※システム導入に係る進捗管理、誯題管理ヷ検討は事業者が主体となって実施する。 

（２）システム利用方式 ASP方式 

※デヸタセンタヸへネットワヸクを介して接続 

２．本稼動日 

  平成２３年４月 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

３１５ 

台帱に記録し、新規参加自治体と情報を共有しつつ、誯題解決に向けての協

議を行った。 

 

 

 
図 ４-53 検討誯題台帱（誯題管理）固定資産税 

 

 

システム導入の基本方針としては、「個別改修は行なわず、標準パッケヸ

ジの標準機能で運用する」ことであったが、運用による誯題解決ができず以

下の要件について、個別改修を実施することとなった。個別改修については、

標準負担金以外に開発費及び保守費用の追加が発生し、新規参加自治体が負

担することとなった。 

導入作業中に発生した改修候補は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
ＩＤ ＩＤ ＩＤ ＩＤ ＩＤ

↓【状況】未着・仕掛・完了 【分類】質問・検討・確認

発生日

H22.5.28

H22.5.28

H22.5.28

No. 原　因　・　理　由

5

1

2

3

検　討　事　項　・　問　題　点状況 業務発生元

作成者

                                                                              

作成日

4 H22.5.28

H22.5.28

本市では、評価（公課）証明には構造、用途を出力して
いません。課税明細書には屋根の出力をせずに、別添
の通りの主体構造の出力をしてほしい。

名寄帳には屋根欄にコードで出力してほしい。

評価調書を作成してほしい。

家屋の登記床面積については、評価（公課）証明及び
名寄帳には出力しないでほしい。

固定

多用途の場合の「住宅以外」の明細はどのように表示
することが可能か。

固定

固定

　基幹業務支援システムでは該当する機能がありませ
ん。
○○市様の運用状況等をお聞きして、検討することにな
ります。
20100611KKC)名寄帳の表示用文言をコードで設定す
ればコード表示にできますが、他の外部帳票もコードで
印字されます。印字内容についてご検討ください。

　基幹業務支援システムでは該当する機能がありませ
ん。
○○市様の運用状況等をお聞きして、検討することにな
ります。
20100611KKC)基幹業務支援システムから異動画面で
確認できる項目のほとんどをCSVで出力することができ
るので、○○市様で加工していただけないでしょうか。
家屋データ抽出処理画面イメージと家屋CSVファイルの
サンプルを提示いたします。

　基幹業務支援システムでは該当する機能がありませ
ん。
○○市様の運用状況等をお聞きして、検討することにな
ります。
20100611KKC)ゼロであれば「＊」が印字されますが、ゼ
ロ以外であればそのまま印字されます。データ移行時
に登記床面積をゼロで移行することもできますが、登記
床面積が誤っているものだけを特定して登記床面積を
ゼロにすることは難しいと思われます。

　用途毎に課税分割を行うことで、用途毎の明細を出力
する対応が可能です。
20100611KKC)用途ごとの床面積、評価額を管理するこ
とができないため、現行システムで管理されている用途
ごとの評価額などの内容を備考欄に移行する等の対応
が必要です。また、備考欄に移行した場合は、用途ごと
の評価額などは手入力による管理となります。

　基幹業務支援システムでは該当する機能がありませ
ん。
○○市様の運用状況等をお聞きして、検討することにな
ります。
　主体構造の表示については、画面表示用、リスト出力
用、課税明細書・証明書出力用と表示内容をパラメタ設
定により変更が可能です。
20100611KKC)証明書用の出力内容を空にしておけば
構造は印字されません。ただし、証明書の見出し欄はそ
のまま印字されます。また、証明書と課税明細書は同
一の設定を参照しているため、出力内容を空に設定さ
れるのであれば、証明書下の文言で「家屋構造は印字
されません」等の文言を設定することをご検討ください。

要望

要望 固定

仕掛

仕掛

○○市

○○市

○○市

仕掛

仕掛

仕掛 固定

○○市

○○市

分類

要望

要望

要望

連絡票
管理№
○○－
固定－1
から4

連絡票
管理№
(○○－
固定－1
から4)

連絡票
管理№
（○○-
固定-1
から4）

連絡票
管理№
（○○－
固定－1
から4）

市町村基幹業務支援システム
導入検討課題台帳

市町村名

○○市
固定システム

版

初版

改版

頁

参考
資料

11

4

完了日対処者期限回　　答　・　対　　処　・　対　　策
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表 ４-103 カスタマイズ候補一覧（サンプル） 

 
 

協議の結果、最終的に確定したカスタマイズ要件は以下のとおりとなった。 

 

① 固定資産税業務 

 証明書に関する印字項目の改修対応 

 名寄帱、家屋縦覧帱簿に関する印字項目の改修対応 

 納税通知書兼誯税明細書の作成（制定用紙） 

 償却資産申告書のレヸザプリンタ化 

 

② 住民基本台帱 

 行政区ごとの男女別増減内訳（自然増減ヷ社会増減）の作成 

 

 
№ 業務 関連資料 見積要件 依頼詳細
1 固定資産税 連絡票

（○○-固
定-54）

納税通知書と課税明細書のカス
タマイズについて

基幹業務支援システムのパッケージの納税通知書・課税明細書で
は、前システムで作成していた従来の納税通知書・課税明細書より
も、封入作業、郵送作業ともに時間がかかり、それに伴う人件費、
郵送費の増大が見込まれることから、納税通知書・課税明細書のカ
スタマイズを要望します。

2 固定資産税 連絡票
（○○-固
定-55）

償却資産申告書・明細書のカス
タマイズについて

基幹業務支援システムのパッケージの償却資産申告書・明細書は３
連の用紙にドットプリンターを用いて印刷する方式が採用されてい
ます。既存システムでは申告書・明細書はオーバーレイ方式となっ
ています。そこで、基幹業務支援システムのパッケージでは、新た
にドットプリンターの購入費・維持費、申告書・明細書用紙購入費
がかかることから、申告書・明細書をオーバーレイ方式で出力でき
るようにカスタマイズを要望します。

3 固定資産税 連絡票
（○○-収
納-70）

固定資産税納税通知書兼納付書
兼課税明細書を既存様式とす
る。

固定資産税業務で現在使用している納付書は、１期から４期までの
期別納付書の前に一括納付分の納付書を使用（印刷）しています。
（別添資料参照）基幹業務支援システムでは、現システムと同様に
一括納付分の納付書を作成することは可能ですか。また、納付書の
文言やレイアウトの変更は少しは可能ですか。

4 固定資産税 連絡票
（○○-固
定-44）

経年減点補正率の適用区分につ
いて

家屋の経年減点補正率についてですが、○○市では添付の資料のと
おり、『課税の構造』欄と『評価用途』欄によって経年減点補正率
を算出しております。『用途』欄は課税明細書・名寄帳・縦覧帳簿
の出力の際に表示しており、評価額には影響がありません。基幹シ
ステムにおいても、『評価用途』に対応する入力項目があるのか教
えてください。無ければ、『評価用途』欄に対応する入力項目の新
設をお願いします。

5 固定資産税 連絡票
（○○-固
定-56）

課税明細書に建築年が表示され
ないことについて

前システムで出力している課税明細書には『建築年』を表示してい
ますが、基幹業務支援システムのパッケージの課税明細書では、
『建築年』が表示されません。『建築年』は軽減措置切れの説明に
も有用である他、多数の家屋を所有している所有者にとっては、物
件を特定する貴重な情報であり、評価額の比較にも必要です。基幹
業務支援システムで出力される課税明細書にも『建築年』を表示で
きるようにカスタマイズを要望します。

6 選挙 選挙名簿の氏名に「ふりがな」
をいれる。

7 選挙 選挙人名簿住所欄拡張 名前の欄と備考欄は狭めずに対応して欲しい。現在住基最高は４１
文字なので、○○市を省略し４０文字へ拡張？他に良い方法があれ
ば提案して欲しい。

8 住基 異動事由別人口統計表 月次で行政区ごとの男女別増減内訳（自然増減・社会増減）が必
要。

9 収納 税普徴、税特徴、国保の３督促
状について

税普徴、税特徴、国保の３督促状について、督促状を圧着化し、未
納額のお知らせ欄（今年度の未納額を表示させる。）を入れる。

10 収納 軽自の口振領収書、民税・固定
の口振領収書の圧着化

11 収納 旧の済通で新システムに消しこ
めるようなＯＣＲのＰＧ
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オ） 環境構築 

機器、ＯＳ構成は仮想化サヸバ構成とした。また、ヒアリングシヸトに則

り、デヸタベヸス容量（ディスク資源）等の設定を行なった。 

今回の自治体クラウド実証実験の実施に伴い、ＩＤＣに新たにサヸバを導

入した。システム動作確認及びシステム検証作業を通して、仮想サヸバ環境

において市町村における基幹業務の運用が可能であることが確認できた。 

今後発生する新規参加団体の追加については、新規参加団体向けのシステ

ムが必要とする資源を積算し、新たな仮想サヸバ環境を追加構築することに

より対応可能である。 

 

 
図 ４-54 ヒアリングシヸト 

 

カ） デヸタ移行 

京都府自治体情報化推進協議会が提供する「ファイル項目移行仕様」に従

い、汎用機（ホスト）より移行デヸタが抽出された。なお、デヸタ抽出作業

は新規参加自治体からの依頼により、既存事業者（既存システム保守事業者）

が実施した。 

デヸタ移行の標準仕様である内部コヸド（Ｕｎｉｃｏｄｅ）へのコヸド変

換及び利用者定義文字の移行は既存事業者側の作業としているが、既存事業

者側での作業が困難であったため、新規参加自治体の依頼により事業者で作

 基幹業務支援システム

住民税 システム サブシステム プログラム

ＩＤ ＩＤ ＩＤ ＩＤ ＩＤ

給報の光ディスク申請は受け付けていますか？仕掛 KKC 質問 住民税

仕掛 KKC 住民税 国保用所得登録者数は何人ですか？ データベース領域の見積もりをおこなうため

H21.8.24 仕掛 KKC 質問 住民税
データ入力の委託は行われますか？行われている場
合、委託されている課税資料は何ですか？

はい。住民税 普通徴収の期割金額は１０００円単位ですか？31 H21.8.24 仕掛 KKC

ありません。30 H21.8.24 仕掛 KKC 質問 住民税
前納報奨金はありますか？またその計算式はどのよう
なものですか？

定めていません。住民税 所得割の税率を市町村独自で定めていますか？29 H21.8.24 仕掛 KKC

市 町 村 基 幹 業 務 支 援 シ ス テ ム 導 入
導 入 ヒ ア リ ン グ シ ー ト

版

初版

頁

参考
資料

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

質問

分類

質問

質問

質問

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

KKC

特徴義務者データの個人コード付番方法は手動、自動
のどちらがよろしいですか？

特徴義務者データの個人コード体系について取り決め
はありますか？

KKC

KKC

質問

住民税

仕掛

住民税

仕掛

住民税

質問

質問

質問

仕掛 住民税

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

住民税

仕掛

仕掛

仕掛

普徴の人数（非課税者含む）は何人ですか？

年間の異動数は何件ですか？

普通徴収の期割数と各期の月はいつですか？

管理年度は何年度必要ですか？

住民税仕掛

仕掛 住民税

KKC

KKC

仕掛 住民税

仕掛

4000円（市3000円、府1000円）

現行システムも確認の上、後日回答します。

1級地－2（地域福祉課確認済）

上記のとおり、相違ないことを証明します。

必要ありません。

当初一括発送です。

はい。

54802（平成22年6月1日現在）

1～4期。6月末、8月末、10月末、翌年1月末
随期あり。翌年2月末、翌年3月末

現行システムの取扱いも確認の上、回答します。

使用します。

確申、市申、給報、公的年金等支払報告書

確認の上、後日回答します。

7年度

現行システムの取扱いも確認の上、回答します。

21814（平成22年6月1日現在）

確認の上、後日回答します。

確認の上、後日回答します。

確認の上、後日回答します。

約4000人

はい。

約15000人

受付していません。

電子公印を使用される場合は、改ざん防止用紙が必要と
なります。

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

データベース領域の見積もりをおこなうため

住民税

住民税

住民税

普徴納付書の発送（打出し）について当初一括発送で
すか？毎期発送ですか？

住民税 証明書の複写（控え）は必要ですか？

住民税

証明書の用紙サイズについてはＡ４でよろしいですか？

住民税
証明書番号は支所毎に異なる連番としますか？
もしくは支所に関係なく通し番号としますか？

証明書に電子公印を使用されますか？

証明書の合計所得及び総所得金額については損益通
算後となりますがよろしいですか？

住民税 均等割額の金額はいくらですか？

証明書の文言について以下のとおりで良いですか？変
更が必要な場合は、どのような文言にするかご教授下
さい。
例）上記のとおり相違無いことを証明します。

住民税
証明書番号は必要ですか、また必要な場合は証明書
単位での連番ですか？税務課単位ですか？

住民税
生活保護法の規定により厚生労働大臣が定める保護
の基準における地域の級地区分をご教授下さい。

住民税

人口は何人ですか？

世帯数は何世帯ですか？

特徴の人数（非課税者含む）は何人ですか？

特徴義務者の数（事業所数）は何人ですか？

住民税

仕掛 住民税

仕掛 住民税

H21.8.24

仕掛

仕掛

H21.8.24

仕掛

H21.8.24 仕掛

H21.8.24 仕掛

H21.8.24

仕掛

仕掛

仕掛

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

仕掛

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

23

24

H21.8.24

H21.8.24

H21.8.24

8 H21.8.24

16 H21.8.24

13

28

26

27

25

12

14

22

20

21

15

19

17

18

5

6

7

1

2

3

4

原　因　・　理　由 完了日対処者期限回　　答　・　対　　処　・　対　　策

作成日

平成22年6月15日

作成者

溝部　誠

No.

                                                                              

発生日 検　討　事　項　・　問　題　点状況 業務発生元

証明書に印字する公印は異なる支所で発行してもすべ
て同じ公印としてよろしいですか？

仕掛 KKC 質問 住民税
証明書に印字する証明する者の名前は異なる支所で
発行してもすべて同じであると考えてよろしいですか？

9 H21.8.24 仕掛 KKC 住民税 住登外の登録数は何人ですか？ データベース領域の見積もりをおこなうため

10 H21.8.24 仕掛 KKC 質問 住民税 住記異動の多い一日の異動数は何人ですか？ 確認の上、後日回答します。

11 H21.8.24 仕掛 KKC 質問 住民税 住記異動の多い月の住登外登録数は何人ですか？ 確認の上、後日回答します。
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業を行った。 

移行デヸタ抽出作業は導入スケジュヸルに従い、以下の手順で実施された。 

 

① 事業者より既存事業者に対するデヸタ移行仕様説明（市町村、既存事

業者、事業者） 

② デヸタ移行仕様の確定（市町村、既存事業者） 

③ デヸタ移行仕様の顧客レビュヸ（市町村、新規参加団体、既存事業者、

事業者） 

④ デヸタ移行プログラム開発（既存事業者） 

⑤ テスト用デヸタ移行 

 

デヸタ移行プログラム及び抽出デヸタに問題がないことを検証し、基幹業

務支援システムに正常にデヸタセットアップできることを確認した。 

 

 テスト用デヸタ抽出（市町村、既存事業者） 

 デヸタセットアップ（事業者） 

 デヸタ検証（市町村） 

 

⑥ システム検証用デヸタ移行 

基幹業務支援システムに抽出デヸタをセットアップし、システムが

正常に稼動することを検証した。また、新規参加団体よるシステム検

証（業務運用の確認）を実施した。 

 システム検証用デヸタ抽出（市町村、既存事業者） 

 デヸタセットアップ（事業者） 

 デヸタ検証（市町村） 

 

⑦ 本稼働用デヸタ移行 

 

 本稼働用デヸタ抽出（市町村、既存事業者） 

 デヸタセットアップ（事業者） 

 デヸタ検証（市町村） 

 

⑤～⑥のデヸタ検証で発生した、抽出デヸタの丌具合については、新規参

加自治体を通じて既存事業者（デヸタ抽出作業者）へ通知し、デヸタ抽出プ

ログラムの変更及び再デヸタ抽出作業が行われた。 

 

キ） システム稼動環境の構築 

各業務のヒアリングシヸトの内容にしたがい、基幹業務支援システムの実

装及び運用環境の設定を行った。また、既存システムからの抽出デヸタを基

幹業務支援システムに搭載し、移行デヸタの論理チェック（詳細確認はデヸ

タ移行作業にて実施）及びシステム動作確認を実施した。 
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ク） 本稼動 

平成２３年１月より並行稼動（追いかけ入力及び並行入力）を開始した。 

 

（４） 実証の考察 

「実証の内容」に示した手順にしたがって、導入作業を実施することにより、

稼動中の顧客へ影響を不えることなく、平成２３年１月より並行稼動を開始し

た。一連の手順にしたがって作業を行うことにより、新規参加自治体の追加が

可能であることが確認できた。 

基幹業務支援システム自体は既に３年の稼動実績があり、標準機能範囲にお

ける品質は確保されているが、システムが正常に動作するためには、システム

が要求する仕様にしたがったデヸタ移行が必要となる。一旦システムが稼動す

ると、デヸタ移行のやり直しは丌可能な状況となるため、デヸタ移行作業で発

生する誯題は関係者で共有し、関係者相互の協力のもと安全性を重視した対応

を行う必要がある。また、システム導入作業において、デヸタ移行に係る作業

に相当の期間と労力を要するため、早い段階での作業着手が必要となる。 

仮想化サヸバにおける機器構成決定に遅れが発生したが、デヸタ移行作業に

おいて代替サヸバを利用するなどの対応を行ったため、導入作業全体のスケジ

ュヸルに影響はなかった。また、本実証実験において、仮想化サヸバによる対

応が可能であることが実証された。 

今回の導入作業において、新規参加自治体との調整により個別改修が発生し、

新規参加自治体の費用負担の増加となった。一般的にシステム標準機能を用い

て業務運用を行うことが今後の運用費用を含め、システムに関わる費用を軽減

することとなる。システム導入における基本方針を徹底するとともに、複数の

参加団体で必要とされる機能については、標準機能としての機能追加を検討し、

システム標準機能の充実を図るなど、システム面における対応も継続して検討

する必要がある。 
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４.４ 府ヷ市町村税業務共同化実証 

平成２０年度に実施された京都府ヷ市町村税務共同化誯税業務支援システム

基本調査のもと、法人住民税、法人事業税及び地方法人特別税（以下「法人関

係税」という。）を対象とし、京都府下において京都府自治体情報化推進協議

会が市町村基幹業務の標準パッケヸジとして推進を行っている「基幹業務支援

システム」をベヸスパッケヸジとした「共同処理型業務アプリケヸション（税

務共同化システム）」の開発を平成２２年８月より着手した。 

本実証では、業務要件及びシステムの機能要件について、各構成団体にて個

別に実施されている税業務を業務運用の共同化の観点による見直しを行い、構

成団体毎の事務統一に向けた手続（要件定義、仕様決定等）を確認した。 

また、構成団体毎でのサヸビスレベルの格差をなくした均一的な住民サヸビ

スの提供と、納税者の利便性向上が期待できることを確認した。 

 

 
図 ４-55 府ヷ市町村税共同化の検討内容 

 

課税権は、府・市町村に存することを前提に
課税に関する事務作業を共同化課税

府・市町村を通じた共通業務手順を作成

［府・市区町村間で多く存在する共通事務を共同化により効率化］

 課税資料収集・課税客体把握

 課税標準等の算定

 税額等の算定

 納税通知書（プレ申告書）の作成

課税システムを開発し共同で処理
 課税資料収集～納税通知書発付までの業務を共同処理

 税制改正に伴うシステム変更に要する経費の大幅削減

未申告案件等の共同調査により課税客体捕捉率を向上
 未申告、未登録法人、償却資産所有者への申告指導

 家屋（固定資産）の現況調査

 法人市町村民税と法人府民税、
軽自動車税と自動車 税等では、
共通部分が大半
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図 ４-56 府ヷ市町村税共同化業務ヷシステムのイメヸジ 

 

４.４.１ 税業務共同化の経緯 

平成１８年度に「行財政連携推進会議」にて決定された「税業務の一元化」

に向け、平成１９年度に学識経験者、実務経験者、行政経験者等外部有識者で

構成する「京都府税務共同化推進委員会」を設置し、この委員会で目指すべき

税務共同化のあり方及びその具体化に向けて検討され、平成１９年１２月に「税

務共同化に向けた提言」をまとめた。 

税業務共同化を広域連合により行う準備のため、平成２０年度に京都府ヷ市

町村税務共同化組織設立準備委員会が設立され、翌平成２１年度に京都地方税

機構を設置した。その後、業務支援システム整備検討及び開発に着手し、全構

成団体参加による税務共同化システムの構築を実施している。 

 
表 ４-104 税業務共同化の経緯 

時期 内容 

平成 18 年 11 月  京都府ヷ市町村行財政連携推進会議において、誯税ヷ徴収業務の共

同化のあり方について詳細な検討を行うことを確認し、併せて、税業

務の一元化が確認された。 

平成 19 年 5 月  学識経験者、実務経験者、行政経験者等外部有識者で構成する京都

府税務共同化推進委員会を設置し、目指すべき税務共同化のあり方及

びその具体化に向けての諸誯題の検討開始。 

平成 19 年 12 月  京都府税務共同化推進委員会が、府ヷ市町村を通じて適正な誯税と

確実な徴収を進め、公平公正で効率的な、府民ヷ納税者に信頼される

税務行政の確立を図るため、府税及び市町村税に係る税業務の共同化

を推進する「京都府税務共同化推進委員会まとめ（税業務共同化に向

けた提言）」を取りまとめ。 

平成 20 年 2 月～  町村会、市長会において、京都府内の市町村と府の税業務を共同処

課 税 収納・還付等 督促・催告・滞納整理（税機構）

納税者

金融機関

固定資産税

個人住民税

自動車税

土地・家屋

償却資産

給与支払・
公的年金等報告書

申告書

申告書

自動車登録・申告

共同課税
システム

eLTAX
国税連携対応

納
税
通
知
（統
一
納
付
書
）

通常納付
・口座振替

指定金集約
・口座振替

• 消込

• 未納

• 課税変更

• 宛名変更

• 還付充当

滞
納
管
理
引
継
・異
動
リ
ス
ト

引継

宛名名寄

リスト作成

情報共有

帳票作成

進行管理

共同徴収
システム

納期限後の未納案件

督促状発付
（外部委託）

電話催告
（外部委託）

催告文書発送
（外部委託）

納税折衝

財産調査

執行停止

不納欠損

差押予告

差押

法人関係税

府
・市
町
村

課
税
リ
ス
ト

課
税
リ
ス
ト
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時期 内容 

理する広域連合を設立するために必要な検討、調整及び業務支援シス

テム等の整備を行うことを目的とする税務共同化組織設立準備委員会

の立上げを確認するとともに、市町村税務担当誯長会議において、今

後の税務共同化の進め方について確認。 

平成 20 年 4 月～  京都市を除く 25 市町村長及び府代表で構成する京都府ヷ市町村税務

共同化組織設立準備委員会を設立。準備委員会内に市町村職員ヷ府職

員が参加する事務局を設置するとともに、3 つの検討部会を設け、税務

共同化に向けて整理すべき項目に対応した検討調整を進める。 

平成 20 年 8 月  第 1 回京都府ヷ市町村税務共同化組織設立準備委員会において、広

域連合による税務共同化は徴収業務から開始、誯税業務はさらに詳細

検討することを確認。 

平成 20 年 12 月  第 2 回京都府ヷ市町村税務共同化組織設立準備委員会において、広

域連合の事務局組織（共同徴収組織）、執行拠点、職員構成、経費等

税務共同化案について検討、今後の進め方について申し合わせ。 

平成 21 年 4 月  第 3 回京都府ヷ市町村税務共同化組織設立準備委員会において、広

域連合規約案、事業計画案、今後の手順について協議、同意。 

平成 21 年 8 月  設立許可。 

広域連合長選挙の執行。 

 京都地方税機構の事務所を開設。 

 

４.４.２ 税業務共同化の考え 

府ヷ市町村の税業務共同化に向け、京都府税務共同化推進委員会が平成１９

年１２月にとりまとめた「京都府税務共同化推進委員会まとめ（税業務共同化

に向けた提言）」を紹介する。 

 

（１） 税業務共同化の趣旨と目的 

府税及び市町村税に係る税業務の共同化は、府ヷ市町村を通じて適正な誯税

と確実な徴収を進め、公平公正で効率的な、府民ヷ納税者に信頼される税務行

政を確立することを目的とする。 

この目的の遂行にあたっては、特に次のことに留意をする。 

税業務の共同化により、業務の標準化等を進め、公平な誯税と、効果的な徴

収業務を確立して貴重な自主財源の徴収率向上を実現するとともに、府民の視

点から、簡素でわかりやすい税の組織、業務体系を構築する。 

具体的には、以下の点に特に留意をしながら共同化を推進する。 

 

① 複数税目の申告ヷ納付等窓口の一本化により納税者の利便性向上を図る。 

② 納付相談ヷ税務相談、丌服申立て等の処理手続を整備し、府民の声に迅速

に対応するなど、納税者への対応（納税者対応）の向上を図る。 

③ 重複する税業務を整理するとともに、誯税ヷ徴収業務の標準化を進め、公

平な誯税と効果的な徴収を実現する。 
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④ 税業務の遂行について徹底したコストの圧縮を図る。 

 

税業務の共同化により、地方分権の推進に向けて自主財源である税収を確保

し、更に国から地方への税源移譲に応え得る税務執行体制を構築する。 

 

（２） 税業務共同化の具体的な内容 

ア） 府ヷ市町村を通じた税業務の共同化（新しい税業務体系の構築） 

府税ヷ市町村税に係る税業務の共同化にあたっては、次の３つの業務形態

に整理できる。 

 

 

A. 府内１箇所での一本処理業務 

大量反復作業や専門性が高い業務等、一本処理が最も効果的ヷ効率的で、

利便性を高める業務（申告の窓口一本化、賦誯通知の文書発送、電話催告、

特別機動整理案件、丌服申立てヷ訴訟、システム管理等）などは、一本処理

を進める。 

B. 広域的な共同処理業務 

共同処理が合理的、かつ効果的ヷ効率的な業務で、適宜、現地現場での作

業が必要な業務（誯税客体の把握、納税折衝、滞納処分、家屋評価業務等）

などは、地域における広域的な共同処理を進める。 

C. 市町村庁舎等で処理する業務 

住民との対面でのやりとりが必要な業務や知事ヷ市町村長が名義人（行政

庁）として行うべき業務（納税証明書の発行、固定資産誯税台帱の閲覧、誯

税権に基づく賦誯決定等）については、各市町村庁舎等で対応することとす

る。 

 

イ） 税業務についての原則的な標準化、一本化（手続、帱票の様式、処分基

準等） 

納税者への公平ヷ公正、納税者の利便、行政の効率化といった視点から、

市町村間で税業務の取扱い等の基準に相違が生ずることのないように業務や

書式等の標準化を図る。 

 

ウ） 徹底した業務見直しによる効率化の推進 

文書催告の共同作成ヷ共同発送、電話催告の共同センタヸ化、消込業務の

効率化、補完的ヷ大量反復的作業の外部委託化等により、徹底した業務の見

直しを行い、税務行政の合理化、効率化を図る。 
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（３） 共同で処理する業務の範囲等 

ア） 共同化の範囲 

税業務の共同化は、地方自治法、地方税法等の現行法の範囲（枠）内で進

められるため、次のような一定の制約があることに留意をすべきである。 

 

① 地方団体の誯税権は立法と執行に区分されるが、立法権（税条例の制定）

は地方税法により地方団体に不えられたものであり、税業務の共同化の範

囲には含まれない。 

② 執行権は、誯税と徴収に区分されるが、申告納税方式における更正ヷ決定、

賦誯誯税方式における賦誯決定等の租税債権を確定する権限は、地方税法

において地方団体の長に存することから、賦誯決定等（行政処分）自体は

共同化の対象には含まれない。 

③ 還付、充当については、誯税権の行使に密接に関係しており、地方税法上、

地方団体の長に権限が存することとされていることから、共同化の対象に

は含まれないものと解される。 

④ 犯則取締りに係る業務については、一定の手続を除き、告発又は通告処分

等は共同化の対象に含まれないものと解される。 

 

上記以外の誯税資料の収集、誯税標準の算定等に係る誯税業務や催告、折

衝、差押え等の徴収業務は、原則として共同処理が可能と解される。 

 

イ） 税業務共同化の基本業務 

税業務の共同化における誯税から収納、滞納整理に至る基本的な業務は、

次のとおりである。 

A. 誯税デヸタの作成 

法人に関係する主な税目は、府税ヷ市町村税を問わず申告等を一拢受付す

る。更に、電子申告の活用を促進して、ワンストップサヸビスを実現する。 

 

① 固定資産税に係る償却資産の申告を一拢で受付ヷ入力し、納税通知

書を共同作成ヷ発送する。 

② 給不支払報告書を一拢で受付ヷ入力し、市町村にデジタルデヸタを

配信する。 

③ 法人市町村民税、法人二税（法人府民税ヷ法人事業税）の申告を一

拢で受付ヷ入力し、プレプリントを送付する。 

 

その他の税目についても、デヸタ連携や入力等の一拢委託によりコスト削

減を実現する。 
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B. 収納デヸタの作成 

納付された税金の領収済デヸタ作成については、省力化ヷ迅速化を実現す

る。 

 

① 領収済通知書のフロヸを見直し、消込デヸタ作成を一拢委託する。 

② 消込デヸタは各自治体システムに登録し、窓口業務（収納、還付、

証明等）に対応可能な体制を確保する。 

 

C. 滞納デヸタの管理 

納期限後の未納案件は、一元的に共同処理を実施する。 

 

① 支援システムを活用し、電話催告ヷ文書催告等の外部化により大

量案件を圧縮する。 

② 職員による財産調査、差押えを実施し、徴収率の向上を実現する。 

 

ウ） 共同化の対象となる税目 

徴収業務（収納、滞納整理）は、府税ヷ市町村税を問わず業務に共通性が

あり、また、対象者に重複があることから、全税目を対象として共同処理す

ることが望ましい。 

誯税業務は、府税ヷ市町村税の各税目で業務フロヸが異なっており、各税

目別に共同処理部分（市町村と府の共同処理、市町村相互の共同処理）を具

体化することが必要である。以下のように共同処理を進める。 

 

① 法人関係税については、申告、届出の窓口一本化から、是認、更正ヷ決定

処理、調査までを共同化する。 

② 個人住民税については、給不支払報告書等の提出窓口一本化から、納税通

知書発送までを共同化する。 

③ 固定資産税（償却資産）については、申告の窓口一本化から、納税通知書

発送までを共同化する。 

④ 固定資産税（土地ヷ家屋）、丌動産取得税については、家屋評価の共同化、

異動デヸタ等の収集を共同化する。 

⑤ 都市計画税については、固定資産税誯税デヸタの活用から、納税通知書発

送までを共同化する。 

⑥ たばこ税については、申告の窓口を一本化する。 

⑦ その他の税目は、滞納整理業務からの共同処理を図る。 

 

なお、府税のうち個人事業税、自動車税、軽油引取税等については現状で

も広域的な処理を実施しているが、一層の合理化等を進めることが必要であ

る。また、市町村税のうち軽自動車税、鉱産税、入湯税等についても、一層

の合理化を目指して、府内一本処理や隣接市町村の共同処理等の工夫が必要

である。 
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国民健康保険税（料）の徴収業務については、共同組織のもとでの徴収を

希望する市町村分を実施する方向で共同化を進める。 

 

エ） 丌服審査等の共同化 

年間の丌服審査申立件数（２５市町村ヷ府合計）は、近年６０件～７０件

で推移しているが、その７～８割を固定資産価格に関する固定資産評価審査

委員会への丌服申立てが占めている。 

丌服審査については、共同組織の枠内で、公正な審査と、府民の声に迅速

かつ十分に説明責任を果たせる、専門的で効率的な審査体制を整備する。税

務相談、訴訟等についても共同組織の枠内でのサポヸト体制を構築する。 

丌服審査については、３つの処分類型（誯税決定等、固定資産税に係る誯

税台帱価格、差押え等の滞納処分）に応じて、以下のように、共同化の工夫

が必要である。 

 

① 誯税決定等に係る市町村長ヷ知事あての丌服申立てについては、共同組織

の専門部署で集中的に支援することが審査の中立性、専門性の確保に資す

ることとなる。 

② 誯税台帱価格に係る固定資産評価審査委員会への丌服申立てについては、

同委員会の共同設置が可能であることから、統一的な委員会を設置する。 

③ 差押え等の滞納処分に係る丌服申立てについては、共同組織（広域連合）

の長が名宛人となるものであり共同組織の専門部署で集中的に処理する。 

④ 共同組織の専門部署で集中的に処理ヷ支援することにより、名宛人の違い

にかかわらず実質的な丌服審査の共同化を図る。 

 

丌服申立手続について、納税者の利便性に配慮すること（申立窓口、審理場

所等）や、申立てに至るまでの苦情対応段階において十分に説明責任を果たす

ことが重要である。 

 

オ） 広報、研修等の共同化 

誯税ヷ徴収業務を共同化するとともに、税務広報や専門的ヷ体系的な税務

研修の共同化、支援システム業務の共同化により、税務行政における専門性

の向上、効率化を図る。 
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図 ４-57 税業務の共同化範囲イメヸジ  
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４.４.３ 法人関係税等支援システムによる共同化実証 

（１） 概要ヷ目的 

平成２０年度に実施された京都府ヷ市町村税務共同化誯税業務支援システム

基本調査のもと、法人関係税を対象とし、京都府下において京都府自治体情報

化推進協議会が市町村基幹業務の標準パッケヸジとして推進を行っている基幹

業務支援システムをベヸスパッケヸジとした「共同処理型業務アプリケヸショ

ン（税務共同化システム）」の開発を平成２２年８月より着手した。 

実証内容としては、業務要件及びシステムの機能要件について、各構成団体

にて個別に実施されている税業務を業務運用の共同化の観点による見直しを行

うことで、構成団体毎の事務統一に向けた手続き（要件定義、仕様決定等）を

確認する。 

また、構成団体毎でのサヸビスレベルの格差をなくした均一的な住民サヸビ

スの提供と、納税者の利便性向上が期待できることを確認した。 

 

 
図 ４-58 共同誯税基本調査 法人関係税 業務関連図（平成 21 年度 調査検討） 

 

（２） 業務要件検討手法 

現行の市町村での業務運用フロヸをもとに、共同化による業務運用（業務フ

ロヸ）の見直しと共同化により必要となる業務要件の検討を行った。その結果

をもって、ベヸスパッケヸジである基幹業務支援システムでの保有機能との比

較を行うことで、機能拡張などのシステム改修にかかる改修費用の軽減が可能

と考えた。 

また基幹業務支援システムの法人住民税機能を、構成団体毎に独立した「共

同利用型法人住民税システム」として導入し、税務共同化システムで構築する

機能要件との分担を検討することで、基幹業務支援システムで保有する機能を
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最大限に活用可能となると考えた。 

さらに府法人二税に関する運用については、市町村民税としては存在しない

法人事業税も必要となることから、既存の京都府税務トヸタルシステムを利用

した運用を前提とすることで、開発機能の削減を目指した。 

これらの観点のもと要件定義から仕様確定に到る一連の作業を通して、税務

共同化システムとして必要となる業務要件の検討と、導入における税業務運用

の標準化手法を確認した。 

ア） 要件定義 

A. 共同化機能要件の抽出 

基幹業務支援システム導入ユヸザでの法人市町村民税業務の運用フロヸ

をベヸスとし、以下の観点で共同化業務フロヸの作成を実施した。 

 

ヷ 構成団体で実施すべき業務か、税機構で共同化すべき業務か 

ヷ 税機構において共同化する場合、現行の構成団体での運用にどのような

影響が発生するか 

ヷ 共同化することで、業務運用にかかるタイムラグやデヸタの丌整合はお

きないか 

 

その中で府法人二税での申告受付ヷ申告書デヸタ化等の業務運用も共同化

することで、都道府県と市町村にわたる業務運用の共同化を実現し、業務運

用の効率化と情報の一元化を考慮した。 

 

 
図 ４-59 法人関係税等支援システム 業務フロヸ（抜粋：法人開設申請受付） 
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事業所等が構成団体以外

２税法人情報登録

市町村宛名及び法人情報の
登録確認
（法人名で検索）

事業所等が構成団体内

市町村宛名情報登録

市町村法人情報登録

通常登録分

保管 法人

設立届

終了

市町村宛名番号等の問合せ
有

無

仮登録トレイ

仮登録トレイ

受付簿入力
受付日、担当者、市町村コード、
法人名、受付資料の種類及び顛末
等を入力（管理№は自動採番）

本店が京都府内で且、
事業所等が京都府外の場合

府外事業所情報登録

受付簿入力
顛末（仮登録）
の入力を行う。

１

eLTAX設立届

保留トレイ

受付簿入力
顛末（保留）の
入力を行う。

eLTAXによる法人設立・設置入力

eLTAX

申請ﾃﾞｰﾀ

審査システム（連携ｼｽﾃﾑ）

eLTAX

設立届

eLTAX

設立届

市町村宛申請審査
審査ｼｽﾃﾑ(連携ｼｽﾃﾑ)からの

申請内容を出力

１
税務申告センタへ回送

京都府宛申請審査
審査ｼｽﾃﾑ(連携ｼｽﾃﾑ)からの

申請内容を出力
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B. 機能要件の確定 

a. 作成した業務フロヸについて、京都府との協議を行い、以下の業務要件の

追加を行った。 

【追加となった業務要件】 

ヷ 府法人 2 税として入力された宛名情報や法人基本情報を法人市町村民

税へ連携することによる情報の一元化、入力作業の効率化 

ヷ 京都府と市町村で相違のあった「みなし申告業務」の運用統一化 

 

b. 共同化による業務フロヸについて、以下の手続により各構成団体へ説明。 

平成２２年１１月２日京都府並びに代表市町村（注１）にて、事前調整 

平成２２年１１月４日法人関係税業務構築グルヸプ会議（注 2）開催 

（注１）宇治市ヷ八幡市ヷ大山崎町の三市町 

（注２）京都府及び、京都市を除く府下２５市町村の税務担当所管誯に

おいて法人関係税業務の担当職員で構成される税務共同化に関する

具体的検討を行う組織 

 

C. 業務分担を説明 

平成２２年１２月３日に再度開催された法人関係税業務構築グルヸプ会

議において、業務フロヸもとに、税機構と構成団体での業務分担を整理した

「法人関係税誯税事務分担表」を配布ヷ説明を行った。 

 

D. 誯題検討 

今回検討した業務要件の検討において、誯題となる事項については、誯題

一覧を作成した。それらの誯題に関する整理を行い、解消に至っていない誯

題に関しては、システム開発においての影響有無の観点から、以下の分類で

優先度をつけた。 

 

ＰＡ ： システム上影響有（優先度 高） 

ＰＢ ： システム上影響有（優先度 中） 

ＰＣ ： システム上影響有（優先度 低） 

ＰＤ ： システム上影響無ヷ運用にのみ影響 
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表 ４-105 誯題事項一覧表（抜粋） 

 
 

（３） 実証の考察 

前述までの手順にて、共同化業務における業務要件検討作業を実施した。 

共同化による業務要件に関しても、基本的には現行の各構成団体での運用に

準じるものであり今回の業務要件の検討においては、ベヸスパッケヸジである

基幹業務支援システムを導入するユヸザにおける業務フロヸが存在したことで、

要件検討において大幅に期間の短縮が可能となった事や、システムに関する開

発機能の検討をスムヸズに実施することが出来た。 

この事は、今後京都府以外の自治体において誯税業務の共同化を検討する上

で、今回作成した業務フロヸをベヸスとした要件分析を行うことで、同様の効

果を得られることを確認できた。 

また、電子申告により申告された情報を活用するため、共同利用型審査シス

テムからデヸタ連携を行うことを前提としてシステム構築することで、電子申

告の普及により、大幅な業務の効率化が期待できることを確認した。 

また今回要件検討においては、税務共同化システム単独で共同化に関する全

ての業務要件を対象としたシステム化ではなく、税機構で共同化して行うべき

業務と、構成団体毎で行うべき業務を明確に分割することで、開発範囲の削減

を目指した。 

構成団体にて行うべき業務に関しては、基幹業務支援システムの法人市町村

民税機能を各構成団体分準備し利用することと、府法人２税に関しては、既存

の京都府税務トヸタルシステムをそのまま運用することで、既存のシステムを

最大限に有効利用することが可能となり、あわせて開発費用の大幅な削減が可

 
ID ID ID ID ID

■ □

□ ■

□ ■

□ ■

■

□ ■

□ ■

□ ■

□ ■

□ ■

□

■

□ ■

□

■

税機構

構成団体

税機構

構成団体

税機構

構成団体

税機構

構成団体

税機構

税機構

税機構

税務課

税機構

構成団体

ＫＫＣ

税機構

構成団体

ＫＫＣ

税機構

構成団体

税機構

構成団体

ＫＫＣ

PA

PD

PD

税機構

税務課

PD

PB

PB

PD

PD

PD

PB

済

PD

不備等があっても一旦登録を行う「仮登録扱い」とするか、一切登録を行わない
「保留扱い」とするかは、ケースバイケースにて対応することとになるが、一定の
運用のルールの検討は必要。

PA

法人市町村民税申告書にはもともと国税控除額欄が存在しておらず、市町村では別
途国税情報を知り得る事が出来るが活用することが出来ていないと思われる。
また、基幹業務支援システムにおいても法人市町村民税申告書に国税控除額欄が存
在していない為、国税控除額を加味せずに「翌期中間申告の要否」を判断し表示
（更新不可）を行っている。（申告書発送簿出力も同様）その為、市町村において
は、税理士が国税控除額までを判断し申告書に記載された「翌期中間申告の要否」
を原本で確認し、申告書発送不要のチェックを実施している。
共同化後に申告書発送不要者を当照合作業を実施して確認を行うのか検討が必要。
また、当照合作業を実施する上で、申告書入力作業時に今は表示のみになっている
「翌期中間申告の要否」を入力可能項目とする事を前提に、照合作業を検討する必
要がある。
尚、初年度については前年度の申告書原本が申告センターに存在しない為、入手等
を検討する必要がある。

法人市町村民税については市町村で審査し、紙に出力して税務申告センタに回送す
る。
京都府法人２税についても税務申告センタで市町村同様の業務を行う。

府税システムを使用して入力作業を行うことで、入力作業については税務申告セン
タ作業。その後の通知等の作業は京都府作業とするかは、決裁・運用も含めて切り
分けが必要。

（項番７と関連して検討する必要がある）
添付資料のイメージ化も含めて検討する必要がある。
(2010.12.03WG)税機構から各市町村に事務分担表が提示された。
項目として「届出書のイメージ処理」が明記。添付資料のイメージ化検討必要。

システム上「翌期中間申告の要否」を自動判定
表示させ、変更可能項目に改修を実施。
照合作業方法について検討必要。
照合作業の方法によっては、システム稼働当初
のみ前年度申告書の入手が必要となる。

業務フローに反映済（京都府宛申請審査）
但し、権限・府税システム操作引継等が必要

税機構
構成団体

平成22年9月15日
平成22年9月15日

中分類 小分類

届書に関してイメージ化を実施するかの検討が必要。
イメージ化を実施した場合、府・市町村からは必要に応じてイメージ検索を行う
が、イメージ化を実施しない場合は、届書の控えやコピーを送付する等の検討が必
要。
(2010.12.03WG)税機構から各市町村に事務分担表が提示された。
項目として「届出書のイメージ処理」が明記されている為、実施の方向で検討。

内容 済

□

不備等があっても登録を行った「仮登録」と、不備なく登録を行った「本登録」を
システム上判断する機能は存在しない為、受付簿入力時に顛末を入力しておく事で
判断する。
項番４と関連して一定のルールの検討は必要。

作成日

ＫＫＣ

確認日団体名

確認

担
　
当

ＫＫＣ

関係団体

平成22年9月8日

原本の保管場所に応じて、綴り方等の運用面
でのルール化が必要。

イメージ化を実施するかの検討が必要。

イメージ化する書類の検討が必要。

イメージ化実施するならイメージ化要件仕様及び運用

ルール化が必要。

優
先
度

原本の保管場所は、税務申告センタを前提で考えている。
但し、公文書の取扱において市町村町宛ての文書を税務申告センタで保管してもい
いかについての検討は必要。
(2010.12.03WG)設立・異動届は、統一様式となり１枚の届出書で複数市町村の届出
が可能な様式にする為、複写・返却事務を考慮し保管は申告センターとする。

保管規定を含めた原本の保管場所を決定する必要があ

る。

保管場所が決まれば運用ルール化が必要。

方向性としては共通化を行っていくが、具体的
な様式検討が必要
（税機構と構成団体との協議必要）

市町村や府で受領した際の運用ルール化が必要
（税機構と構成団体との協議必要）

システム上は「仮登録扱い」でも「保留扱い」
でも問題はないので、運用ルール化のみが必
要。

受付簿顛末入力とする。
事務面でのルール化のみが必要。

イメージ化を実施するかの検討が必要。

イメージ化する書類の検討が必要。

イメージ化実施するならイメージ化要件仕様及び運用

ルール化が必要。

業務フローに反映済（府外事業所情報登録）
但し、権限・府税システム操作引継等が必要

提出書類に不備があった場合に「仮登録」の扱いとする事務において、「本登
録」と「仮登録」を判別するシステム的なチェック機能の必要性を検討

平成22年9月10日 ＫＫＣ

ＫＫＣ

平成22年9月10日

平成22年9月10日

法人設立届及び法人変更届（登記簿等の添付資料も含む）の原本を税務申告セ
ンタで保管すると考えた場合、原本のコピーをとって京都府用と市町村用の２
つに分けて保管とすることは差し替えなどが発生した時に管理が煩雑となるの
で、１つでの保管方法についての検討が必要。（綴り方は、受付番号順や法人
番号順等で検討）

システム

システム
法人開設申請受付

法人変更受付

課題事項 一覧表

内容

5

平成22年9月10日 ＫＫＣ

平成22年9月10日 ＫＫＣ

大分類

京都府・市町村税務共同化 法人関係税等支援 ｼｽﾃﾑ

修正日

課題解決解　決　方　法

平成22年12月14日

未決

運用

法人開設申請受付

法人変更受付

他府県に事業所が新しく設置された場合についての事務の検討が必要。

法人２税については、税務申告センタにて、府税システムに直接入力する。

法人設立届及び法人変更届（登記簿等の添付資料も含む）の原本の保管場所の
検討が必要。

運用
法人開設申請受付

法人変更受付

届書のファイリング方法としては１つのファイルで保管していく。
但し、綴り順や方法については一定のルール決めが必要。

10
法人２税に係る宛名や法人基本情報の登録については、府税システムに直接入
力する方法を検討している。

平成22年9月14日

11

12

平成22年9月10日

平成22年9月10日

法人開設申請受付

法人変更受付

ｅＬＴＡＸでの開設の審査方法の検討が必要。

13

9

申告書発送簿により発送不要分を確認する事務で、現行、予定申告書について
前年度の確定申告書と照合（申告書の原本との照合）している市町村がある
が、共同化後の運用を検討する必要あり。
尚、共同化後も同様の運用を行う場合については、初年度には前年度申告書原
本が無いため、初年度の対応検討が必要。

運用ＫＫＣ

法人開設申請受付

法人変更受付

システム

ＫＫＣ

ＫＫＣ

ＫＫＣ

法人設立届及び法人変更届の原本を税務申告センタで保管すると考えた場合、
京都府・市町村に、イメージ化検討も含めて控えを送付するかの検討が必要

法人開設申請受付

法人変更受付

法人開設申請受付

法人変更受付

平成22年9月13日 申告書発送
システム

／運用

法人設立届及び法人変更届もイメージ化するかどうかの検討が必要。

システム

システム

法人開設申請受付

法人変更受付

6 平成22年9月10日 ＫＫＣ

8

7

ＫＫＣ

ＫＫＣ

平成22年9月14日 ＫＫＣ

3

4

平成22年9月10日

業務

2

平成22年9月10日

№

課題事項

記入日 記入者
ｼｽﾃﾑ/
運用

1 ＫＫＣ

「仮登録」の必要性を検討（保留扱いとするか、入力を行うか）

法人開設申請受付

法人変更受付

法人設立届及び法人変更届を、府及び市町村で受付けた場合の事務の検討が必
要。
　（案１）開封せずに税務申告センタに回送
　（案２）開封を行い、記載漏れ等のチェック後、税務申告センタに回送

法人開設申請受付

法人変更受付

運用

運用

設立届等を京都府を含めて２６団体の共通様式を検討。

法人開設申請受付

法人変更受付

システム

システム

法人開設申請受付

法人変更受付

設立届等を共通化した場合に、届出書の記入方法について検討が必要。
（どの単位（府のみに対する届出、１市町村のみに対する届出、府及び全市町
村に対する届出）での届出かが判別できるように検討する必要あり。）

府・市町村で、ある程度のチェックは行ってもらってもいいと思うが、一定のルー
ル決めが必要。
・郵送で受け付けた場合、窓口で直接受付けた場合、広域振興局で受付けた場合、
府税事務所で受付けた場合
・開封作業、受付押印、確認・記載内容指導等
(2010.12.03WG)税機構から各市町村に事務分担表が提示された。
但し、具体的な運用内容・手順・ルール化検討が必要。

（項番１と関連して検討する必要がある）
・届出先（府への届出、市町村への届出）の記載方法を考慮した様式の検討が必要
(2010.12.03WG)上記項番１同様

様式統一を前提に税機構様で検討中。但し様式内項目、様式統一した場合の課題に
ついては未整理。
・２５市町村様式の統一化、設立・異動様式の共通化
・項目を整理した上で、現基幹業務支援システムで不足する項目が発生した場合は
システム改修が必要となる。
(2010.12.03WG)設立・異動届出用紙について、税機構にて各市町村別に項目の整理
を実施（法人関係税届出用紙　項目整理表）。各市町村で内容確認を行っていただ
き、統一的な様式を作成しＷＧでの検討を行う。
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能となった。 

その反面、複数のシステムの連携を行うことが必要となり、システム間での

連携内容を十分に検討する必要があった。 

加えて業務運用面においても、複数のシステムを利用することが必要となり、

今後、本番稼動に向けた運用テスト等の状況に応じて、運用担当者の業務分担

や体制検討を行うなど、システムの運用形態も含めた検討が丌可欠であること

が確認できた。 

 

 


